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は じ め に 
 
 平成２２年度においては、年度末も近くなった３月１１日に東北地方太平洋沖地震

とそれにともなう津波による大震災が発生しました。まずは、この大震災により被災

された方々や、東京電力福島第一原子力発電所事故により長期避難生活を余儀なくさ

れている方々にお見舞い申し上げるとともに、不幸にも命をおとされた方々には心か

らご冥福をお祈りいたします。 
 また、厚生行政に関連して、大震災からの復旧、復興に多大なるご尽力をいただい

ている自治体をはじめ関係機関の役職員の方々に対しまして、この紙面をお借りしま

して深く敬意を表します。 
 
 さて、我が国は、人類史上かつてないスピードで少子高齢社会に突入しており、厚

生行政に求められるニーズも多様化、複雑化、高度化しています。 
このような中、関東信越厚生局は、関東・甲信越地区１都９県（茨城県、栃木県、

群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、長野県）を管轄区域

として、国民の皆さまのより身近なところで、国民生活の安全と安心を担う厚生行政

の政策実施機関として、医療、医薬品・医療機器、食品衛生、健康危機管理、年金、

福祉介護、人材養成、麻薬取締などの業務を担っております。 
関東信越厚生局は、今後とも関東信越地域における厚生行政の拠点として、国民の

皆様の行政サービスに対するニーズの高度化、多様化に応え、行政サービスの質の更

なる向上を目指し、時代の変化に即応した社会保障政策を実施するとともに、将来に

わたり国民の皆様の健康で安全・安心な暮らしを支えていきたいと考えておりますの

で、関係各位のご理解、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。 
 
 本書は、平成２２年度に関東信越厚生局が実施しました業務の実績などについてま

とめたものですが、業務内容の説明などをできるだけ国民の皆様にも分かりやすく取

りまとめております。 
 本書が、国民の皆様や、自治体をはじめ多くの関係団体の皆様方に、関東信越厚生

局の業務や厚生行政について、一層のご理解を深めていただく一助となれば幸いです。 
 
 
平成２３年７月 
 

厚生労働省関東信越厚生局長 
石塚 正敏 
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１ 関東信越厚生局の概要 

（１）国民に身近な社会保障政策の実施機関 

 

 

 

  

国民のみなさまの健康で安全・安心
なくらしをささえます

関東信越厚生局 

東海北陸厚生局 

東北厚生局 
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（２） 基本理念・職員行動規範・キャッチフレーズ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【 職員行動規範 】 

私たち関東信越厚生局職員は、厚生労働省の「行動指針」をふまえつつ、 

厚生労働省と地域社会との架け橋の役割をはたすため、 

○ 地域社会のみなさまの声に十分に耳をかたむけます。 

○ 行政サ－ビスの点検や見直しをおこない、その向上につとめます。 

○ 行政情報を積極的に発信してまいります。 

また、地域社会をささえるために、厚生行政の担い手として、 

○ 公正・中立な立場で職務を遂行いたします。 

○ 法令を遵守し、責任のある行動をいたします。 

○ 自己研鑽にはげみ、自らの向上心を高めます。 

【 基本理念 】 

私たち関東信越厚生局は、 

地域社会の身近な行政機関として、 

厚生労働省と地域社会の架け橋の役割をはたしつつ、 

時代の変化に即応した社会保障政策をおこない、 

将来にわたり国民のみなさまの健康で安全・安心なくらしをささえます。 

【 キャッチフレ－ズ 】 

ひと、くらし、みらいのために （厚生労働省のキャッチフレーズと同じ） 

関東信越厚生局では、平成21年9月に「関東信越厚生局ビ

ジョン策定委員会」を設置し、若手職員を中心としたチー

ムでの議論、全職員へのアンケートや意見募集を行い、平

成22年 1月 26日に「基本理念」「職員行動規範」「キャッ

チフレーズ」を策定しました。 
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（４） 組織体制 
 
 

 

茨城事務所

栃木事務所

群馬事務所

局長

総務管理官

千葉事務所

総 務 課

麻薬取締部長

企画調整課

年金指導課

年金調整課

健康福祉部長 健康福祉課

特別指導第一課

指導養成課

医 事 課

特別指導第二課

食品衛生課

保 険 課

指導総括管理官

管 理 課

特別指導管理官

年 金 課

医 療 課

福祉指導課

指導監査課

調査総務課

捜査企画情報課

捜査第一課

捜査第二課

特別捜査課

国際情報課

鑑 定 課

横 浜 分 室

情 報 官

東京事務所

神奈川事務所

新潟事務所

山梨事務所

長野事務所

社会保険審査官
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組織の沿革 

【平成１３年１月～】  

中央省庁等改革基本法により、平成１３年１月６日に、厚生省と労働省が統合して、

厚生労働省が設置されました。併せて地方支分部局についても、ブロック単位で統合化す

ることにより、国の行政組織の減量効率化を図ることを目的に、従来から設置されてい

た地方医務局（７局１支局）と地区麻薬取締官事務所（８事務所１支所）を統合して、

地方厚生局が設置されました。 

【平成１５年４月～】  

平成１５年４月１日には、病院管理部が廃止されるとともに、新たに健康福祉部が設置

され、健康福祉部と麻薬取締部の２部体制となりました。平成１６年４月１日には、国

立病院等に関する事務が独立行政法人国立病院機構に引き継がれました。 

【平成２０年１０月～】  

平成２０年１０月１日には、社会保険庁改革に伴い、それまで地方社会保険事務局 

（４７事務局）において実施されてきた保険医療機関・保険薬局等に対する指導監査等

の事務が地方厚生局に移管されました。 

【平成２２年１月～】  

平成２２年１月１日には、社会保険庁の廃止に伴い、それまで地方社会保険事務局 

（４７事務局）において実施されてきた年金関係業務（社会保険審査官を含む）の一部

が地方厚生局に移管されました。 

※関東信越厚生局の管轄区域は、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、

神奈川県、新潟県、山梨県及び長野県の１都９県となっています。 
 

    

（ 組織体制・参考 ） 
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２  ２２年度関東信越厚生局の組織目標

【今期（平成２２年４月～９月の半期）の組織目標】
備 考

期限（６月・９月）　　数値目標（業務計画に定める目標（注））
【業務計画による着実な業務の遂行】

・

(注)業務計画に定める目標の具体例（４月～９月の半期の計画）

１１９件

１９回

期限（９月）　　数値目標（　－　）

【現場からの情報収集・実態把握】

・

・
・

期限（毎月・９月）　　数値目標（　－　）
【情報の発信】

・

・

期限（９月末までに）　　数値目標（　－　）

【コスト意識の醸成とムダ排除】

・

関東信越厚生局の組織目標

関東信越厚生局のミッション：
局内の全ての職員が、厚生労働省の目標及び局の基本理念等を共有するととも
に、国民に身近な行政機関であるという特質を踏まえ、地域社会との架け橋の役
割を果たしつつ、時代の変化に即応した社会保障政策を行い、将来にわたり国民
の皆様の健康で安全・安心な暮らしを支えます。

内    容 推進する上での課題

 食品衛生法上の登録検査機関への立入調査

２
指導監督等で法人･施設等を訪問する際や事業者等の集まる意見交換会などあ

らゆる機会を捉え、実態把握に努める。

　「国民の皆様の声」募集の更なる周知等による広聴機能の強化を図る。
収集又は把握した情報に対しては、その内容に応じ局内で改善策の検討または

本省への伝達を行う。

１

地域社会を支える厚生行政の担い手として、法令を遵守し、公正・中立な立場
で、所掌業務を迅速かつ適確に遂行するとともに、２１年度から導入した業務計
画の遂行にあたり、ＰＤＣＡサイクルの徹底と進捗状況の「見える化」をさらに
進め、必要な検証と改善を行い、適正かつ計画的な業務運営を図る。

・ 全ての職員への周知と共有

 健康保険組合の指導監査

３ 生活者の視点で利用しやすいホームページの作成等、情報発信の充実を図る。
また、業務計画と実績について、国民に分かりやすい資料を作成し公表する。

・ ホームページ改善の企画

指導監督での指摘内容を公表するとともに、指導監督対象以外の法人・施設に
周知するなどして同種の誤りの発生防止に努める。

４ コスト意識の醸成とムダの排除を進める。

（平成２２年５月１７日 決定）

期限（毎月・９月）　　　数値目標（　－　）

【組織再編に伴う業務運営の安定】

・

・

【人材育成等及び７つの能力向上のための取り組み】
備 考

・ ７つの能力向上を意識した研修を実施する。

・ 法令遵守のための研修を実施する。

・ 現場の業務を一定期間体験する仕組みを検討する。

・ 現場視察や意見交換等を積極的に実施し、必要な情報を本省に伝達する。

・ 現場の業務を一定期間体験する仕組みを検討する。（再掲）

・ 業務改善推進計画による改善を着実に進める。

・ 局内の職員に対し、定期的に意識啓発を行う。

・ 業務改善の検証と更なる改善提案に取り組む。

・ 有識者による研修等により、能力アップを図る。

・ 課内会議を活発・積極的に行うことで、コミュニケーション能力を高める。

・ 国民に分かりやすく、利用しやすいホームページへの改善を進める。

・ 必要な情報を遅滞なく発信（ホームページへの掲載等）する。

・ 「国民の皆様の声」の分析うえ、業務改善が必要なものは確実に取り組む。

・ 業務の評価システムの検討を進める。

・ 政策マーケティング・検証能力の向上を図るため、幹部研修等に積極的に参加する。

・ 政策立案能力の向上を図るため、幹部研修等に積極的に参加する。

人材育成･
組織活性化

　コスト意識の醸成とムダの排除を進める。
業務改善推進計画による改善を着実に進めるとともに、検証と更なる改善提案

に取り組む。

５
　新たに移管された年金業務等の安定と強化を図る。

特に日本年金機構や地方自治体等、関係機関との連携体制の確立を図り、業務
運営の安定化に重点的に取り組む。

各都県事務所間の標準化を進めるとともに、指導医療官の欠員補充等への取り
組みによる体制の整備並びに研修等の実施による職員の専門性の向上に努める。

内    容

新政策立案
能力

実態把握能力

コスト意識･
ムダ排除能力

ｺ ﾐ ｭ ﾆ ｹ ｰ ｼ ｮ ﾝ
能 力

情報公開能力

制度･業務改善力

(ｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ)

政策ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ･
検証能力
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第第第第ⅡⅡⅡⅡ章章章章    業務業務業務業務概概概概況況況況（（（（計画計画計画計画とととと実績実績実績実績））））    



 



総務課 
 

１．情報公開・個人情報保護等の推進 

（１）情報公開について 

① 制度の概要 

政府の諸活動に係る説明責任が全うされるようにするとの考え方を基

本に、何人も国の行政機関の保有する行政文書の開示を求めることができ

る権利を定めた「行政機関の保有する情報の公開に関する法律（行政機関

情報公開法）」に基づき、関東信越厚生局においても、保有する行政文書

について開示請求があった場合は、不開示情報として規定された６つの類

型（※１）に該当するもの以外の情報を開示することとしています。 

 
※１  不開示情報として規定された６つの類型  

➊  個人に関する情報  

➋  法人等に関する情報  

➌  国の安全等に関する情報  

➍  公共の安全等に関する情報  

➎  審議、検討等に関する情報  

➏  行政事務・事業に関する情報  

 

② 実績 

（単位：件） 

 

 

開示請求  

件 数     

開   示   結   果  

開 示 （ 部 分 開 示 含 ） 不開示  取り下げ  

２２年度  １，３０５ １，２８４ ４ １２  

２１年度  １，２０６ １，１８０ １５ ５  

２０年度     ６５５     ６３１       １３         １  

１９年度   １３ １０ １ ０  

１８年度  １４ １６ １ ０  

 

（２）個人情報保護への対応について 

① 制度の概要 

行政機関における個人情報の取扱いに関する基本的事項を定めること

により、行政の適正かつ円滑な運営を図りつつ、個人の権利利益を保護す

ることを目的とした「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律」

（行政機関個人情報保護法）に基づき、関東信越厚生局においても、保有

する個人情報について開示請求があった場合は、不開示情報として規定さ

れた７つの類型（※１）に該当するもの以外の情報を開示しています。 
 

※１  不開示情報として規定された７つの類型  

➊  生命、健康、生活又は財産を害するおそれがある情報  

➋  開示請求者以外の個人に関する情報  

➌  法人等に関する情報  

➍  国の安全等に関する情報  

➎  公共の安全等に関する情報  

➏  審議、検討等に関する情報  

➐  行政事務・事業に関する情報  
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② 実績 

                      （単位：件） 

平成２２年度 ６

平成２１年度 ５

 

（３）公益通報者の保護について 

① 制度の概要 

公益通報をしたことを理由とする公益通報者の解雇の無効等並びに公

益通報に関し事業者及び行政機関が取るべき措置を定めることにより公

益通報者の保護を図るとともに、国民の生命、身体、財産、その他の利益

の保護にかかわる法令の規定の遵守を図り、もって国民生活の安定及び社

会経済の健全な発展に資することを目的とした「公益通報者保護法」に基

づき、関東信越厚生局では、公益通報窓口を設置し、内部職員及び外部の

労働者からの公益通報の受付を行っています。 

 

② 実績 

平成２２年度 該当なし 

 

 

２．国家試験の実施 

（１）制度の概要 

 各種国家資格等に関する業務については、資格者の実施する行為が国民

の生命身体に直接影響を与えるものであり、全国一律の能力を担保する必

要から、国（厚生局）において実施しています。 

 

（２）実績 

  平成２２年度において、１２職種（※）の国家試験を実施しました。 

      国家試験は各法律、施行令、施行規則等に基づき実施されます。 

総務課において、 

① 受験願書等受付（受付処理、受験願書等の内容審査、受験番号の設定、

受験票の交付） 

② 試験の実施（試験会場の確保、試験会場の整備、試験当日の運営） 

③ 受験資格の確認（卒業証明書、実習終了証明書等） 

④ 合格発表の業務を担当しています。 

   受験地（会場）は、医師・歯科医師は東京都・新潟県において、その他

の試験は東京都において大学の教室を借用し実施しています。   

  （※国家試験受験者数の推移・職種別合格率の推移は、第Ⅴ章資料・デー

タ集の総務課を参照） 

 
    ※ １２職種 

医師、歯科医師、保健師、助産師、看護師、診療放射線技師、 

臨床検査技師、理学療法士、作業療法士、視能訓練士、薬剤師、 

管理栄養士 
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３．国民の皆様からのご意見・ご要望・ご質問について 

  国民の皆様から頂いた「ご意見・ご要望・ご質問」につきまし

ては、今後の厚生労働行政の参考とさせていただくため、下記の

ホ－ムページアドレスで募集しています。（原則として回答はいた

しません） 

  「国民の皆様からのご意見・ご要望・ご質問については、以下

のページに掲載していますので、ご覧下さい。（関信厚生局ホーム

ページ内）」 

（ http: / /kouseikyoku.mhlw.go . jp /kantoshinetsu/goiken/ index.html）  
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総務課国有財産管理室 

 
１．年金特別会計にかかる国有財産の管理及び処分について 

（１）制度の概要 

平成２２年１月１日の社会保険庁廃止に伴い、これまで旧社会保険庁
が所管していた年金特別会計所属の国有財産のうち、日本年金機構へ出
資しなかった国有財産については、同日付をもって、当該財産の所在地

を管轄する地方厚生局に所属替されたところです。  
この国有財産の取扱いについては、年金事業に供する行政財産として

の用途を廃止することで普通財産とし、国有財産法第８条及び国有財産

法施行令第４条に基づき、特別会計にかかる普通財産については、当該
財産を所管する各省各庁の長が、これを管理し、又は処分することとさ
れております。  

このため、関東信越厚生局では、平成２２年２月５日付局長伺い定め
により国有財産管理室を設置し、所属替された国有財産を管理するとと
もに、処分を行うこととしました。  

また、厚生労働省本省に設置された「遊休資産売却に関する省内プロ
ジェクトチーム（平成２２年９月７日設置）」において、「昨今の厳し
い財政状況の中、省内事業仕分け等によりムダの削減や不要不急な事務

事業の見直しを行っているが、こうした中で、厚生労働省が保有する国
有財産のうち、売却可能なものについては、極力売却することにより収
入の確保を図る」こととされていることから、今後、より一層、売却に

向けた業務の推進が求められています。 
 
 

（２）業務内容 
①国有財産の管理 

１） 国有財産総合情報管理システムの運用 
・価格改定作業 
・毎会計年度間における国有財産増減、毎会計年度現在にお

ける現在額報告書の作成等 
・国有財産の情報公開(一件別情報）  

２） 財産の維持管理   
・防犯、警備会社への委託、看板（立入禁止）の設置  
・環境衛生、雑草駆除  
・土壌汚染調査、ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）調査  
・境界確定及び測量   

３） 国有財産の貸付  
・有償貸付、無償貸付  
 

②国有財産の処分  
１） 売払い 

・行政財産の用途廃止手続き  
・不動産鑑定評価 
・公用・公共用取得要望の有無の確認 
・売払いにかかる厚生労働大臣承認申請手続き 
・売払いにかかる財務大臣承認申請手続き 
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・一般競争入札 
２） 譲与  
３） 建物の取壊し  

 
 

（３）実績 

22年度 21年度(※ )

２１年度及
び２２年度

実績 

所属替された国有財産 0物件 48物件

行政財産の用途廃止 14物件 0物件

公用・公共用取得要望の有無の確認 23物件 0物件

売払いにかかる厚生労働大臣承認
申請 

13物件 0物件

売払いにかかる財務大臣承認申請 6物件 0物件

一般競争入札 
①開催回数 
②対象物件 
③落札（再度入札を含む） 
④先着順による申込数 

 

4回 

20物件 

4物件 

4物件 

1回

1物件

1物件

0物件

 

貸付 
①有償貸付 
②無償貸付 

 

7 物件 

3 物件 
0 物件

2物件

鑑定評価検討会議の開催 
①開催回数 
②対象物件 

 
4回 

13物件 
－
－

(※)Ｈ21 年度は、Ｈ22.1～Ｈ22.3 の実績である。 
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企画調整課 
 

  

１．局の総合的な企画及び立案に関する業務について 

  

   企画調整課は平成２０年１０月の地方厚生局再編にあわせ設置され、主

に局の総合的な企画及び立案に関する業務を所掌し本省との連絡調整や局

内の取りまとめや調整等を行っています。 
局内の多種多様な業務が円滑かつ確実に遂行されるよう、引き続き、対外的

な調整や局内の取りまとめなどに努めることとしています。 
 

 

 

２．関東信越地方社会保険医療協議会の運営について 

（１）制度の概要 

「社会保険医療協議会法（昭和 25 年法律 47 号）」（以下、「法」と

いう。）に基づき、中央には「中央社会保険医療協議会」が、地方には、

「地方社会保険医療協議会」が設置され、平成２０年１０月の地方厚生

局再編にあわせ、「地方社会保険医療協議会」については、全国８ブロ

ックに設置されている地方厚生（支）局ごとに設置されています。 

 
 

①協議会の所掌事務 

同法第２条第２項の規定により「保険医療機関及び保険薬局の指定

及び指定の取消し並びに保険医及び保険薬剤師の登録の取消しにつ

いて、厚生労働大臣の諮問に応じて審議し、及び文書をもつて答申

するほか、自ら厚生労働大臣に、文書をもつて建議することができ

る。」と定められています。 

 
 

②協議会の組織 

 審議内容により「保険医療機関及び保険薬局の指定の取消し並びに

保険医及び保険薬剤師の登録の取消し」などを審議する「総会」と同

法施行令とこれに基づき関東信越地方社会保険医療協議会が定めた

「関東信越地方社会保険医療協議会議事規則」（以下、「議事規則」

という。）による、「保険医療機関及び保険薬局の指定（総会の審議

事項を除く）」を審議する「部会」で構成され、定数は法の定めによ

りそれぞれ２０名と８名です（※）。 

 なお、部会については関東信越地方社会保険医療協議会議事規則

第７条１項の規定により、都道府県ごとに部会を置くことができ、

管内１都９県に設置されています。 
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保 険 医

医師・歯科医師

保険薬剤師
薬 剤 師

保険医療機関

病院・診療所

歯科診療所

保険薬局

薬 局

厚生労働大臣

（地方厚生（支）局長）

（部会）

（総会）

再指定、指定の拒否、

一部指定、指定変更

の場合

指定の場合

登録の拒否の場合

登録の場合
②登録

③指定

③再指定、指定
の拒否、一部指
定、指定変更

③登録の拒否

地方社会保険
医療協議会

①指定申請

②諮問・答申

②諮問・答申

①登録申請

      

      

      

 

 

 

 

 

 

③協議会の構成員 

平成２３年３月末現在では総会審議のみに参画する委員２名、総会

及び部会の審議に参画する委員１８名と、原則として部会審議にのみ

参画し事案により総会審議に参画する臨時委員６２名の計８２名で

す。 

 

 （２）業務内容 

企画調整課及び関東信越厚生局管内の各都県の事務所（埼玉県につ

いては指導監査課。以下同じ）が、それぞれ総会と部会の庶務を担当

しています。 
具体的には、関東信越地方社会保険医療協議会会長又は部会長と調

整を行ない、総会と部会の運営を行っています。 
また、委員の改選は、法第４条第１項により任期は２年とし、１年ご

とにその半数を任命することとなっており、これに係る事務も行って

います。（改選以外に委員又は臨時委員が辞任した場合は、後任の委

員又は臨時委員を委嘱します。） 

 
 

（３）実績 

 ① 総会 

総会は、保険医療機関及び保険薬局の指定及び指定の取消し等を審

議するため開催する外、法第６条において「正当な理由がある場合を

除いては、六月に一回以上開かなければならない」とされています。 
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  【開催状況】 

平成２２年度は、総会を２回開催しました。 

総会の開催概要は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、これまでに開催された「関東信越地方社会保険医療協議会(総

会)の議事要旨等は、以下のページに掲載していますので、ご覧下さい。

（関東信越厚生局のホームページ内）」

（http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/gyomu/shak

aihoken_kyogi/sokai/index.html） 

 

     ② 部会 

 関東信越厚生局管内の各都県の事務所では、保険医療機関・保険薬局

指定申請を随時に受理しているため、毎月開催する予定としました。 

    

    （ア）開催状況 

             管内１０部会とも、平成２２年４月から平成２３年３月まで（主

に平成２１年５月から平成２２年４月指定分を審議）の各月につい

て開催し、保険医療機関等の指定を審議しました。平成２２年度

に関東信越地方社会保険医療協議会（管内１０部会）で審議された

保険医療機関等の総計は以下のとおりです。 

 審議を行った事項等 保険医 
療機関 保険医

第五回総会 

（H22.4.21 開催） 

【報告事項】 

・関東信越地方社会保険医療協議会

部会審議結果について    

・平成２０、２１年度の関東信越厚

生局における指導監査等の実績に

ついて（旧社会保険事務局の分を

含む。） 

・平成２２年度診療報酬改定の概要

について 

 

件 名

第六回総会 

（H22.10.20 開催） 

【議題】 

・部会に属すべき臨時委員の承認に

ついて 

・関東信越地方社会保険医療協議会

議事規則の改正について 

・保険医の登録の取消及び元保険医

療機関への対応について 

【報告事項】 

・保険医療機関及び保険薬局の指定

に関する審議状況について 

 

１件 

 

１名
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 医科 歯科 薬局 

新規指定 指定更新 新規指定 指定更新 新規指定 指定更新 

審議件数 1,826 7,365 1,155 6,733 1,434 3,531 

        （※詳細は第Ⅴ章資料・データ集 企画調整課を参照）  

なお、指定更新は平成９年２月の申請負担軽減対策に関する閣

議決定の影響（同年１０月更新分より更新期間が従来の３年から

倍の６年に変更）により、審議件数が増加しています。 
    （参考）平成２１年度と平成２２年度の上半期(４～９月)の比較   

 平成２２年度 平成２１年度 増加件数 

医科 ３，５１９ ６９２ ２，８２７

歯科 ３，２９４ ５０３ ２，７９１

薬局 １，７４０ ４６７ １，２７３

 

   （イ）部会ごとの指定状況 

部会の答申を得て各都県の事務所が指定した件数は、第Ⅳ章資

料・デ－タ集を参照ください。（医療課関係「６保険医療機関等

の指定状況」に記載しています。） 

 

 ③ 改選について 

平成２２年１０月の半数改選の際には、関係の団体へ委員・臨時委員の

推薦依頼を行い、厚生労働本省へ内申の手続きを行うとともに、平成２２

年１０月１日付で４１名（委員１０名、臨時委員３１名）に対し厚生

労働大臣からの委嘱状を交付しました。 

また、平成２２年度では４名の委員又は臨時委員が交代したため、

前任者の残期間を任期として委嘱状を交付しました。 

 
３．医療安全に関する取組について 

厚生労働省が取り組む医療安全対策に関連する、以下の事業の運営状況を把

握し、本省へ情報提供を行っています。 

 

（１）制度の概要 

①診療関連死の調査に関すること 

 平成 17 年 9 月から厚生労働省補助事業として「診療行為に関連した死亡

の調査分析モデル事業」が、診療行為に関連した死亡についての原因を究

明し、適切な対応策をたて、それを医療関係者に周知し、その評価結果を

患者遺族及び医療機関に提供することにより、医療の透明性の確保を図る

ことを目的として実施されています。平成 22年 4月に、同モデル事業の実

施主体であった（社）日本内科学会より事業の継承を目的に、一般社団法

人 日本医療安全調査機構が設立されました。事業の実施拠点として、全

国 10 ヶ所のモデル地域（北海道、宮城、茨城、東京、新潟、愛知、大阪、

兵庫、岡山、福岡）に地域事務局が設置されています。 
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②医療安全支援センター総合支援事業に関すること 

医療安全支援センターは医療法第 6条の 11の規定に基づき、各都道府県、

保健所設置地区、二次医療圏ごとに設置が進んでいます。医療安全支援セ

ンターは、医療に関する患者さん・住民の苦情・心配や相談に対応すると

ともに、医療機関、患者さん・住民に対して、医療安全に関する助言およ

び情報提供等を行っています。 

③医療事故に係る裁判外紛争処理制度に関すること 

厚生労働省において医療裁判外紛争解決（ＡＤＲ）機関連絡調整会議（※）

を定期的に開催しているところです。 

 
（※） 「診療行為に関連した医療事故等が発生した場合、医療機関と医療を受ける側の

紛争解決手段の一つとして、専門的な知見を反映して迅速な解決を図る手続とし

ての裁判外紛争解決（ADR）機関の活用がある。 

裁判外紛争解決（ADR）機関の活用を推進するため、医療裁判外紛争解決にか

かる情報共有・意見交換を行うことを目的に、裁判外紛争解決（ADR）機関、医

療界、法曹界及び患者団体等の代表者からなる連絡調整会議を開催するもので

ある。」（厚生労働省医政局医療安全推進室「医療裁判外紛争解決（ADR）機関連

絡調整会議開催要項」より） 

 

（２）業務内容 

①診療関連死の調査に関すること 

（ア）「診療行為に関連した死亡の調査分析モデル事業」への参加  

（イ）死因究明に資する死亡時画像診断の活用に関する検討会傍聴 

関東信越厚生局では、本モデル事業の新潟、茨城、東京の実施拠点

（地域事務局）が運営する事業に参加し、事業を展開するための地域

における問題点を把握し、厚生労働省 医政局総務課 医療安全推進

室に情報提供を行っています。 

 

②医療安全支援センター総合支援事業に関すること 

（ア）医療安全支援センター総合支援事業の会議等への参加 

（イ）医療安全支援センターの見学及び医療安全推進協議会傍聴 

関東信越厚生局では、管内の同センター主催する医療安全推進協

議会の傍聴を行い、医療安全支援センターの事業を展開するための

地域における問題点を把握し、厚生労働省 医政局総務課 医療安

全推進室に情報提供を行っています。 
 

③医療事故に係る裁判外紛争処理制度に関すること 

（ア）医療裁判外紛争解決機関連絡調整会議の傍聴 

関東信越厚生局では、本連絡調整会に参加し、当局管内での医療

ADRを実施している機関の活動状況を把握し、活動の課題の把握を行

っています。 
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（３）実績 
 

表：平成 22 年度 医療安全に関する業務内容と件数 件

① 診療関連死の調査に関すること      計 50

  （ア）診療行為に関連した死亡の調査分析モデル事業への参加 

1)初期調査：［解剖］等への立ち会い 9

2)評価委員会：事例評価委員会の傍聴 10

3)評価結果説明会：依頼病院及び遺族への結果説明の傍聴 8

4)運理委員会：モデル事業運営委員会の傍聴 3

5)その他：モデル事業関連機関への情報収集等 12

  （イ）死因究明に資する死亡時画像診断の活用に関する検討会傍聴   8

②医療安全支援センター総合支援事業に関すること           計 14

  （ア）医療安全支援センター総合支援事業の会議等への参加 2

  （イ）医療安全支援センターの見学及び医療安全推進協議会傍聴   12

③医療事故に係る裁判外紛争処理制度に関すること 2

  （ア）医療裁判外紛争解決（ＡＤＲ）機関連絡調整会議の傍聴   2

 

 

 

４．関東信越厚生局に寄せられた「国民の皆様の声」の取りまとめと報告について 

（１）制度の概要 

厚生労働省に寄せられる「国民の皆様の声」には、厚生労働行政の政策改

善につながるきっかけとなるものであることから、地方厚生局に寄せられた

内容を含めて一定期間ごと厚生労働省ホームページで公表しています。 

  

（２）業務内容 

企画調整課においては、関東信越厚生局に寄せられた「国民の皆様の声」

の内容を取りまとめ、その都度幹部へ報告した後に「国民の皆様の声」の内容

を所掌する厚生労働本省の部局へ連絡しています。また、一定期間ごと局内に

厚生労働本省への連絡状況を局内に周知しています。 

平成２２年度中に関東信越厚生局に寄せられた「国民の皆様の声」は以下

の通りです。 

 

「国民の皆様の声」を連絡した部局［厚生労働本省］ 件数 

医 政 局 ０

医 薬 食 品 局 ５

保 険 局 ２２

年 金 局 ２

地 方 厚 生 局 管 理 室 １
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５．首都圏広域地方計画について 

（１）制度の概要 

首都圏広域地方計画は、国土形成計画法に基づく法定計画（国土交通省所

管）で、全国計画と広域地方計画から構成されています。全国計画は、平成

２０年７月４日に閣議決定されており、広域地方計画は、閣議決定された全

国計画の下、全国８ブロック（東北圏、首都圏、北陸圏、中部圏、近畿圏、

中国圏、四国圏、九州圏）ごとに地域特性も踏まえて作成されることとなっ

ています。 

（２）業務内容 

関東信越厚生局の該当する首都圏において、国土交通大臣決定を経て「首

都圏広域地方計画」が策定（平成２１年８月４日国計地第２５号）され当局

も首都圏広域地方計画協議会のメンバ－として参画しています。 

 

 
（３）実績 

日    付 会 議 名 称 内     容 

平成 22 年 

5 月 27 日 

第 22 回首都圏広域地方計画 

担当課長会議 
戦略プロジェクトの具体的取り組み内容について 

平成 22 年 

6 月 22 日 

第 9 回首都圏広域地方計画 

協議会幹事会 

 

首都圏広域地方計画の推進体制について 

平成 22 年 

8 月 10 日 

第 23 回首都圏広域地方計画 

担当課長会議 

 

首都圏広域地方計画の推進・今後のスケジュール

について 

平成 22 年 

12 月 16 日 

第 24 回首都圏広域地方計画 

担当課長会議 

 

首都圏広域地方計画の進捗状況の把握、情報メー

ル配信の取り組み。 

平成 23 年 

3 月 8 日 

第 25 回首都圏広域地方計画 

担当課長会議 

 

首都圏広域地方計画のフォローアップ、プロジェクト

推進にかかる意見交換。 
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年金指導課 

 
１．日本年金機構が行う事務に関する認可について 

（１）制度の概要 
公的年金制度は、全国民の強制加入を前提に、世代間扶養と所得再分配

を行う仕組みであり、老後の所得保障の主柱として高齢者の老後生活を支

える役割を担っています。 
この年金制度を充実発展させ、国民の将来に対する安心を確保するため

には、年金の安定的な運営と国民の信頼に応えるための事業運営体制が不

可欠であるとして、平成２２年１月、社会保険庁を廃止し、厚生労働大臣
が公的年金に係る財政責任・管理運営責任を担うこととする一方、新たに
非公務員型の年金公法人である日本年金機構（以下「機構」という。）を

設置し、厚生労働大臣の直接的な監督の下で、一連の運営業務を委任・委
託されたところです。 

 

（２）業務内容 
機構に委任された業務のうち、滞納処分等のような権力的な性格を有す

る業務を行政機関以外の者に行わせる場合は、その事務処理に当たっての

公正性、客観性を担保するとともに国の監督体制を十分に確保する必要が
あります。このため、機構が滞納処分や適用事業所の立入調査等を行う場
合は、あらかじめ厚生労働大臣の認可（厚生労働大臣の権限を地方厚生局

長に委任）を受けなければならないと規定されました。 
関東信越厚生局においては、以下の認可等業務について、平成２２年１

月１日付年金局長通知「日本年金機構の設立に伴う関係政令の整備等及び

経過措置に関する政令等の施行に伴い地方厚生（支）局長に移管・委任さ
れる事務の取扱いについて」に定められた「日本年金機構が行う滞納処分
等の認可処理要領」等に基づき、適確な審査を行っています。  
① 認可業務 

ア 機構の徴収職員・収納職員の認可 
イ 機構が行う滞納処分等の認可 
ウ 機構が行う立入検査等の実施に係る認可 

② 滞納処分等の結果報告の受理 
厚生年金保険法等の社会保険各法において、機構が滞納処分等をした

場合は、厚生労働省令で定めるところにより、速やかに、その結果を大
臣に報告しなければならないこととされており、当該省令等に基づき、
結果報告を受理（厚生労働大臣の権限が地方厚生局長に委任）していま
す。 
ア 機構が滞納処分等をした場合の結果報告の受理 
イ 機構が行う保険料等の収納に係る事務の実施状況及びその結果報告

の受理（平成２３年４月末現在、取扱通知未発出のため実施していな
い。）  

 
（３）実績                        （単位：件） 

２２年度実績 

徴収職員・収納職員の認可 ３１

滞納処分の認可 ６１９

 厚生年金保険関係 ４９８

国民年金関係  １２１

立入検査の実施に係る認可 １９９
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年金調整課 

 １．社会保険労務士法に関する業務について 

  （１）制度の概要 

社会保険労務士は、厚生労働大臣が実施する社会保険労務士試験に合格

した後に全国社会保険労務士会連合会に備える社会保険労務士名簿に登録

された者であり、「社会保険労務士法」に基づき労働保険（ハローワーク等）

や社会保険（年金事務所等）の届出書類の作成及び申請手続の代行業務を事

業主に代わり行うことによって、企業の健全な発展と、そこに働く労働者の

福祉の向上を役割としています。 

さらに、平成２２年１月１日からは日本年金機構と全国社会保険労務士

会連合会との業務委託契約により、「年金相談センター」での年金相談業務

も社会保険労務士が行うこととなりました。 

  

  （２）業務内容 

関東信越厚生局では、社会保険労務士法に関する業務のうち社会保険諸

法令に係る以下の業務を行っています。 

    ① 社会保険労務士又は社会保険労務士法人に対する報告及び検査。 

    ② 社会保険労務士が社会保険労務士法等に違反した場合の社会保険 

労務士会等からの通知の受理。 

    ③ 社会保険労務士会の総会決議の取消及び役員解任の命令。 

    ④ 社会保険労務士会に対する報告徴収、勧告及び調査。 

    ⑤ 社会保険労務士会からの社会労務士等に対して注意勧告を行った 

場合の報告。 

    ⑥ 社会保険労務士に不正があった場合の懲戒処分に関する聴聞。 

    ⑦ 全国社会保険労務士会が実施している社会保険士試験への協力等。 

 

  （３）管内の状況（実績） 

管内（１都９県）各県社会保険労務士会員数の状況は次のとおりです。 

                           （単位：人） 

都 県 名 
会 員 数 社労士

法人数 合計 開業 勤務 その他

茨 城 県 424 327    57    40    2 

栃 木 県 315 263    30   22    3 

群 馬 県 540 348   167   25    0 

埼 玉 県  1,756  1,176    368    212      9 

千 葉 県  1,313    933    204    176      8 
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東 京 都 8,496 3,628  3,670  1,198    132 

神 奈 川 県  2,209  1,401    341    467   20 

新 潟 県 515 346 117   52    4 

山 梨 県 162 133     19    10    1 

長 野 県 608 376 214   18    7 

管 内 計 16,338  8,931  5,187  2,220    186 

  

２．年金委員委嘱等について 

  （１）制度の概要 

年金委員は、「日本年金機構法第３０条」に基づき設置され、「職域型」

年金委員においては適用事業所の事業主・被保険者に対し、「地域型」年金

委員は地域住民に対して、各種届出手続についての相談、助言及び年金制度

に関する広報等を行うことにより、年金事業への理解を高め、その円滑な運

営を図ることを目的としています。 

 

  （２）業務内容 

年金委員は、厚生年金保険適用事業所の事業主（「職域型」）、市区町村長

又は地域団体（「地域型」）などの推薦により厚生労働大臣が委嘱することと

なっています。 

関東信越厚生局では、事業主や市区町村より推薦のあった年金委員に対し

て、委嘱・解嘱に係る審査、決定及び委嘱状・解嘱状の発行、年金委員に伴

う諸事務手続及び年金委員名簿の管理と変更を行っています。 

    ①「職域型」年金委員  

厚生年金保険適用事業所ごとに設置され、委員数は事業所の被保険者数

が１０人以上～３００人未満で１名、３００人以上で２名とされています。 

 

    ②「地域型」年金委員 

市区町村、地域団体から推薦のあった者について、小学校区ごとに設

置することとなっています。 

 

  （３）管内の状況 （実績） 

平成２２年度年金委員委嘱･解嘱者数 

（単位：人） 

  委嘱件数 解嘱件数  

 「職域型」  １,８９７  ２,３８４  

 「地域型」     ８２     ７４  

 管 内 計  １,９７９  ２,４５８  
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年金委員の委嘱人数  

（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

                                

 

        

        

                   

 

 

 

 

 ３．学生納付特例事務法人について 

  （１）制度の概要 

学生納付特例制度（本人の申請により国民年金保険料の納付が一定期間

猶予される制度）を活用するには、毎年学生が市区町村や年金事務所の窓口

に申請を行う必要がありますが、出来るだけ申請のしやすい環境を整備し、

学生の年金受給権を確保することを目的として「国民年金法第１０９条の２」

により学生納付特例事務法人制度が設けられました。 

この制度により、指定を受けた大学等では、学生からの委託を受け、学生

納付特例の申請を代行できることとされました。 

 

  （２）業務内容 

関東信越厚生局では、「国民年金法」に基づき学生納付特例事務法人に係

る以下の業務を行っています。 

① 学生納付特例事務法人の指定及び指定の取消に係る審査及び決定。 

② 学生納付特例事務法人への改善命令。 

③ 学生納付特例事務法人制度の普及及び推進。 

 

  （３）学生納付特例事務法人指定状況 （実績） 

平成２２年度学生納付特例事務法人追加指定校  

・ 新潟県立看護大学 

・ 学校法人 花田学園 東京有明医療大学 

都 県 名 「職域型」 「地域型」 

茨 城 県  ２,２８８    ３４２ 

栃 木 県  ２,０１９    １５７ 

群 馬 県  １,８９６    ２３４ 

埼 玉 県 ２,６２１     ７２ 

千 葉 県  ２,９１４     ９６ 

東 京 都 ７,３０７     １２ 

神 奈 川 県  ３,５４４     ９３ 

新 潟 県 ４,８０６     ８４ 

山 梨 県 １,４６１     ８９ 

長 野 県  ４,５６４    １１３ 

管 内 計 ３３,４２０  １,２９２ 
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・ 学校法人 駿河台大学（駿河台大学、駿河台大学法科大学院） 

平成２２年度学生納付特例事務法人指定解除校       

・ 山梨県立大学 

 

 ４．保険料納付確認団体について 

  （１）制度の概要 

保険料納付確認団体は、「国民年金法第１０９条の３」により、同種、同

業の被保険者で構成される団体（医師会等）で、国の指定を受けた場合、そ

の団体に所属する国民年金の被保険者に対して将来の年金権を確保する観

点から、当該団体が本人の国民年金保険料の納付情報を定期的に確認し保険

料納付の注意、促進を行う団体であります。 

 

  （２）業務内容 

関東信越厚生局では、「国民年金法」に基づき保険料納付確認団体に係る

以下の業務を行っています。 

    ① 保険料納付確認団体の指定及び指定の取消に係る審査及び決定。 

    ② 保険料納付確認団体への改善命令。 

    ③ 保険料納付確認団体被保険者への情報提供。 

    ④ 保険料納付確認団体の制度の普及及び推進。 

 

（３）保険料納付確認団体指定状況 

     （平成２３年度３月３１日 現在） 

・ 千葉医師会 

・ 山梨薬剤師会 

              （２団体については旧社会保険事務局にて指定） 

 

 ５．国民年金等事務取扱交付金の交付関係事務について 

  （１）制度の概要 

国民年金等事務取扱交付金は、「国民年金法第８６条」により、市区町村

が地方自治法に定める地方公共団体の事務を行うに当たり必要とする経費

について国が負担する「法定受託事務」と、法律には定めないが「法定受託

事務」以外に市区町村が国民年金事務を行うために使われた経費に対して交

付する「協力･連携事務」の２つに分けられます。 
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  （２）業務内容 

関東信越厚生局では、国民年金等事務取扱交付金（「法定受託事務」「協

力・連携事務」等に要した経費を市区町村へ精算する事務）に係る以下の業

務を行っています。 

    ① 市区町村より提出される交付申請書の内容審査及び厚生労働省への報告。 

    ② 市区町村より提出される「日本年金機構との協力・連携計画書」の内容

審査及び厚生労働省への報告。 

      

 

法定受託事務の流れ 

 

 

 

 

 

  

被保険者・受給者

日本年金機構
年金事務所

市区町村

日本年金機構
ブロック本部

厚生労働省
（年金局・地方厚生局）

適用・徴収・給付 法定受託事務

＜協力・連携の依頼・調整＞
納付督励

口座振替等の促進
広報・年金相談

戸籍・所得情報の提供

法定受託事務
に関する助言

＜協力・連携の依頼・
調整に対する助言＞

＜協力・連携＞

26



交付金事務の流れ 

 

協力・連携・相談

関東信越厚生局

厚生労働省

市区町村

日本年金機構

ブロック本部

年金事務所

｢国民年金等事務取扱交付要綱｣
（昭和57年2月17日庁文第4号：最終改正平成21年12月28
日庁保発第1228001号）に基づく交付金の交付事務等

｢協力連携計画書｣策定依頼通知の発出
など、市区町村協力連携関係事務

法定受託事務に対する事務費負担義務

○『国民年金法（第86条）』
○『国民年金法に基づき市区町村に交付す

る事務費に関する政令』（昭和35年5月13
日政令第122号）

○『国民年金の事務費交付金の算定に関す
る省令』（昭和47年3月13日厚生省令第6
号）

○『特定障害者に対する特別障害給付
金の支給に関する法律』（平成16年
12月10日法律第166号）
○『特定障害者に対する特別障害給付金の

支給に関する法律に基づき市区町村に
交付する事務費に関する政令』（平成17
年4月1日政令第62号）

法改正等の通知 連絡調整

連絡調整法改正等の周知

交

付

金

交

付
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  （３）交付金交付（実績） 

    ① 法定受託事務に係る交付金          （単位： 千円） 

 

都 県 名 

市区 

町村 

数 

 

概算交付額 

 

 

交付申請額 

 

 

精算交付額 

 

茨 城 県 ４４     397,905     593,516     195,611 

栃 木 県 ２７     248,255     368,927     120,672 

群 馬 県 ３５     255,756     379,072     123,316 

埼 玉 県 ６４     886,635   1,363,261     476,626 

千 葉 県 ５４     715,981   1,056,093     340,112 

東 京 都 ６２ 1,843,664   2,834,385     990,721 

神 奈 川 県 ３３   1,085,879   1,682,648     596,769 

新 潟 県 ３０     265,060     390,146     125,086 

山 梨 県 ２７     119,215     174,859      55,644 

長 野 県 ７７     272,010     409,154     137,144 

管 内 計 ４５３   6,090,360   9,252,065   3,161,705 

※各数値（千円単位）をそれぞれ四捨五入しています。（表上の縦横の計が合

わない場合があります。）                      

 

 

    ② 協力・連携に係る交付金          （単位： 千円） 

 

都 県 名 

 

市区 

町村 

数 

 

概算交付額 

 

 

交付申請額 

 

 

精算交付額 

 

茨 城 県 ４４      52,292      80,861    28,569 

栃 木 県 ２７      29,170      44,571    15,401 

群 馬 県 ３５      29,816      45,592    15,776 

埼 玉 県 ６４     123,773     176,654      52,881 

千 葉 県 ５４     113,103     163,846      50,743 

東 京 都 ６２ 267,785     395,913   128,128 

神 奈 川 県 ３３     134,716     196,065      61,349 

新 潟 県 ３０      29,553      42,511    12,958 

山 梨 県 ２７      11,691      18,274      6,583 

長 野 県 ７７      39,242      59,161    19,919 

管 内 計 ４５３     831,141   1,223,452   392,311 

※各数値（千円単位）をそれぞれ四捨五入しています。（表上の縦横の計が合

わない場合があります。） 
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 ６．日雇特例被保険者の適用及び徴収に係る交付金の交付関係事務について 

  （１）制度の概要 

日雇特例被保険者の適用及び徴収に係る交付金（健康保険事務指定市町村

交付金）は、「健康保険法施行令６１条」の規程により、指定を受けた市区

町村が日雇被保険者に対して日雇特例被保険者手帳の交付及び日雇保険料

の徴収等の諸手続業務に要した事務経費に対して交付しています。 

 

  （２）業務内容 

関東信越厚生局では、市区町村より提出された日雇特例被保険者交付金

申請書及び各種報告書の内容審査をし、厚生労働省への報告を行っています。 

 

（３）日雇特例被保険者交付金の交付（実績） 

   健康保険事務指定市区町村交付金支給実績 

 

都 県 名 

 

指定市区町村数

 

申請市区町村数
交 付 金 支 給 額 

件 数 金 額（円）

茨 城 県     １     １    ５４  ４,２９０ 

群 馬 県     ４     １     ２    １５８ 

埼 玉 県     １     １   ２０５ １６,２８７ 

千 葉 県     ８     ８   １７４ １３,８２０ 

東 京 都 １９    １７   １０６  ８,４１０ 

神 奈 川 県     ４     ４    ３４  ２,７００ 

管 内 計 ３７    ３２   ５７５ ４５,６６５ 
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健康福祉課 

 

 １．中小企業等協同組合の設立認可等について 

  （１）制度の概要 

中小企業等協同組合は、中小規模の事業を行う者や勤労者等が相互扶助

の精神に基づき協同して事業を行うことにより、経済活動の機会を確保す

るとともに、その経済的地位の向上を図ることを目的として設立された法

人です。 

中小企業等協同組合法に基づく組合（事業協同組合、事業協同小組合、火

災共済協同組合、信用協同組合、協同組合連合会、企業組合）、中小企業

団体の組織に関する法律に基づく組合（協業組合、商工組合、商工組合連

合会）及び商店街振興組合法に基づく組合（商店街振興組合、商店街振興

組合連合会）があります。 

 

  （２）業務内容 

当厚生局においては、中小企業等協同組合法及び中小企業団体の組  

織に関する法律に基づく組合で、その組合が定める定款の事業（職業紹介

事業、労働者供給事業及び労働者派遣事業を除く。）の全部又は一部が厚

生労働大臣の所管する法律に属するもの（全国を区域とするものを除

く。）であって、主たる事務所の所在地が管内１都９県にある中小企業等

協同組合（平成２３年３月３１日現在２１３組合）の監督に関する業務を

行っています。 

 

（３）実績                    （単位：件） 

 22 年度 21 年度 

設立認可     ２ ５ 
定款変更認可   １５２ ９４ 

 

○ 中小企業等協同組合一覧は、以下のホームページに掲載していますの

でご覧下さい。（関東信越厚生局ホームページ内） 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi/  

   documents/chushokigyo_h23.xls 
 

 

 ２．指定医療機関等の指定等について 

（１）制度の概要 

次の各法律は、国の責任において医療の給付を行うことなどか

ら、公費負担医療を担当する医療機関等（病院、診療所、薬局等）を厚生

労働大臣等が指定し、所要の医療の給付を行うものです。 

① 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律に基づく指定医療機関 

② 母子保健法に基づく指定養育医療機関 

③ 児童福祉法の基づく指定療育医療機関 

④ 生活保護法に基づく指定医療機関及び指定介護機関 

⑤ 戦傷病者特別援護法に基づく指定医療機関 
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    （２）業務内容 

管内１都９県に所在する病院、診療所、薬局等に対して指定、指定の

取消、変更届出等の受理事務に関する業務等を行うものです。 

         （単位：施設） 
 

指定医療機関等 
 

 
内  容  等 所管数 

22 

年度

21 
年度

 
 原子爆弾被爆者に対する指
定医療機関  
 
 

 
 被爆者の原爆放射能に起因する疾病に対し医療費を

全額国費で給付する認定疾病医療において、指定

疾病医療を担当させる医療機関として厚生労働大

臣が指定するものです。 

１７７ １７０

 
 母子保健指定養育医療機関 
（国が開設したもの） 
 
 
 

 
 養育のため病院又は診療所に入院することを必

要とする未熟児（出生児体重2,000ｇ以下等）に対

し、その養育に必要な医療の給付等を行う病院若しく

は診療所又は薬局を厚生労働大臣又は都道府県知事が

指定するものです。 

３２ ３２

 
 児童福祉指定療育機関 
（国が開設したもの） 
 
 

 
  結核に罹患している児童に対し、適切な医療に

併せ学習の援助を行う病院若しくは診療所又は薬局等

を厚生労働大臣又は都道府県知事が指定するものです。 

２０ ２０

 
 生活保護指定医療機関 
 生活保護指定介護機関 
（国が開設したもの）  
 
 

 
 生活保護法に基づく医療扶助又は介護扶助とし

て、困窮のため最低限度の生活を維持できない被

保護者のための医療又は介護を行う病院若しくは

診療所又は薬局等を厚生労働大臣又は都道府県知

事が指定するものです。   

６４ ６４

 
 戦傷病者指定医療機関 
 
 
 
 
 

 
 戦傷病者が先の大戦における公務上の傷病に起因す

る疾病に対し、医療費を全額国費で給付する療養の給

付において、当該療養の給付を担当させる医療機関と

して、厚生労働大臣が指定するものです。  
 

４２ ４２

（３）実績                       （単位：件） 
①原子爆弾被爆者に対する指定医療機関  22 年度 21 年度 
  指定     １０  ３７

  指定の取消                ０  ０
  変更届等の受理              ２０  ２
  指定辞退の申出の受理           ３  ０
②母子保健指定養育医療機関 22 年度 21 年度 
  指定                   ０  ０
  指定の取消                ０  ０
  変更届等の受理              ３  ６
  指定辞退の申出の受理           ０  ０
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③児童福祉指定療育機関  22 年度 21 年度 
  指定        ０  ０
  指定の取消     ０  ０
  変更届等の受理   ０  ３
  指定辞退の申出の受理   ０  ０
④生活保護指定医療（介護）機関 ※ 22 年度 21 年度 
  指定  ０ ０

指定の取消  ０ ０
変更届等の受理  ６ １１
指定辞退の申出の受理  ０ ０
 ※ 届出等が行われた場合は、官報告示により公表する  

こととなっています。（官報告示 22 年度６件） 
⑤戦傷病者指定医療機関 22 年度 21 年度 
  指定  ０ ０

指定の取消  ０ ０
変更届等の受理  ６ ９
指定辞退の申出の受理  ０ ０

 

○ 指定医療機関等の指定一覧は、以下のホームページに掲載しています

のでご覧下さい。（関東信越厚生局ホームページ内） 
・原子爆弾被爆者に対する指定医療機関 
http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi/  

   documents/genbaku_h23.xls 
・母子保健指定養育医療機関 
http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi/  

   documents/boshihoken_23.xls 
・児童福祉指定療育機関 
http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi/  

   documents/jidofukushi_h23.xls 
・生活保護指定医療（介護）機関 
http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi/  

   documents/seikatsuhogo_kikan_h23.xls 
・戦傷病者指定医療機関 
http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi/  

   documents/sensho_h23.xls 
 
 

 ３．特定感染症指定医療機関に係る監督について 

（１）制度の概要 

特定感染症指定医療機関は、感染症の予防及び感染症の患者に対する

医療に関する法律に基づく、新感染症（人から人に感染すると認められ

る疾病であって、既知の感染症と症状等が明らかに異なり、その伝染力

及び罹患した場合の重篤度から判断した危険性が極めて高い感染症）の

患者の医療を担当する医療機関です。 

  （２）業務内容 

管内１都９県に所在する厚生労働大臣が指定した特定感染症指定医療

機関の監督に関する業務を行っています。 

    ・管内の指定医療機関 

      国立国際医療センター（東京都）：４床 

      成田赤十字病院（千葉県）   ：２床 
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（３）実績                      （単位：件） 
 22 年度 21 年度 
  報告の受理  ０ ０

検査  ０ ０
 
 

 ４．クリーニング師試験の実施に係る指定試験機関の指定等について 

（１）制度の概要 

指定試験機関は、クリーニング業法に基づき、都道府県知事が行うク

リーニング師の試験事務の全部又は一部を厚生労働大臣の指定する者に

行わせる事ができる機関です。 
 

  （２）業務内容 

管内１都９県に所在する指定試験機関の指定及び監督に関する業

務（クリーニング師試験の受験資格の認定の業務を含む。）を行ってい

ます。 
 

（３）実績                      （単位：件） 

 22 年度 21 年度 
  指定  ０ ０

役員の選任等の認可等  ０ ０
受験資格の認定  ０ ０

 
 

 ５．生活衛生同業組合に係る振興計画の認定等について 

（１）制度の概要 

生活衛生同業組合は、生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関す

る 法 律 に 基 づ き 営 業 者 が 自 主 的 に 衛 生 措 置 の 基 準 を 遵 守 し 衛

生施設の改善向上を図るための法人格を有した非営利団体として、                               １７

業種（すし、麺、中華、社交（バー等）、料理（料亭）、一般飲食、喫

茶、食肉販売、食鳥肉販売、氷雪販売、理容、美容、興行場、ホテル・旅

館、簡易宿泊所、浴場、クリーニング）ごとに都道府県単位で厚生労働大

臣の認可により設立される組合です。 

     この組合は、組合員である営業者の振興を図るために必要な事業（以

下「振興事業」という。）に関する計画（以下「振興計画」という。）を

作成し、この振興計画が厚生労働大臣が定める各業種に係る営業の振興に

必要な事項に関する指針（振興指針）に適合し、かつ、政令で定める基

準（組合員の相当部分が当該振興事業に参加するなど）に該当するものと

して適当である旨の厚生労働大臣の認定を受けることができます。 

なお、振興事業に対する国の特別措置として、融資上の恩典（振興事業

に基づいて整備する施設整備については、日本政策金融公庫の融資が、有

利な条件で適用される。）及び税制上の恩典（振興事業に基づいて整備す

る共同施設については、租税特別措置法の定めるところにより減価償却の

特例が認められる。）が受けられます。 

 
 
 

33



  （２）業務内容  

        管内１都９県に所在する組合からの申請により、振興計画の認定、 

    取消、変更認定及び実施状況報告の受理に関する業務を行っています。 
 

（３）実績                      （単位：件） 

 22 年度 21 年度 
  指振興計画の認定  ０ ０

振興計画の変更認定  ２４ ２４
実施状況報告書の受理  １２０ １１９

 
○ 生活衛生同業組合一覧は、以下のホームページに掲載していますの

でご覧下さい。（関東信越厚生局ホームページ内） 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi/doc
uments/shohi_eisei_h23.xls 

 
 

 ６．三種病原体等の所持又は輸入の届出並びに三種病原体等及び四種病原体等

を所持し、又は輸入した者の監督について 

（１）制度の概要 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律において、生

物テロに使用された場合の国民への生命及び健康に与える影響等に応じ

て、病原体あるいは毒素（以下：病原体等）について一種、二種、三

種、四種に分類（特定病原体等）されており、それらを所持等する場合は

申請若しくは届出等が必要であり、更に特定病原体等の区分に応じて、所

持等する施設、使用、保管、滅菌及び運搬等に係る基準が設定されている。 
 

（２）業務内容 

当厚生局においては、管内１都９県の三種病原体等の所持者から  

    の所持等の届出の受付業務、並びに三種及び四種病原体等所持施設 

    への立入検査により基準遵守等の確認を行っています。 

 

（３）実績                      （単位：件） 
 22 年度 21 年度 
所持の届出の受理  ３ ０
所持の変更届出の受理  １４ １６
三種、四種所持施設への立入検査  １６ １８

 

 ７．温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度に係る処理業務について 

（１）制度の概要 

地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）に基づき、社会経済活動

等による温室効果ガス（二酸化炭素、メタン等）の排出の抑制等を促進す

るための措置を講ずること等により、地球温暖化対策の推進を図るもの

で、その措置の一つとして、温室効果ガスを一定量排出する者に温室効果

ガスの排出量を算定させ、国に報告することを義務付けています。 
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（２）業務内容 

当厚生局においては、管内１都９県に所在する事業者からの排出 

量報告書の受理、排出量一覧表の入力等の業務を行っています。 
 

（３）実績                      （単位：件） 

 22 年度 21 年度 
  排出量報告書の受理  ０ ０ 

 

  ８．民生委員及び児童委員の委嘱、解嘱及び表彰並びに主任児童委員の指名に

ついて 

   （１）制度の概要 

民生委員は、民生委員法の規定により、都道府県知事（指定市、中核

市の長を含む。以下同じ。）の推薦によって厚生労働大臣が委嘱し、福

祉事務所等関係行政機関に対する協力や民間の篤志奉仕者として自主的

な民間福祉活動に従事しています。 

 また、民生委員は、児童福祉法の規定により、児童委員を兼務するこ

ととされており、児童委員のうち主任児童委員は、都道府県知事の推薦

によって厚生労働大臣が指名し、児童の福祉に関する児童相談所等関係

行政機関と児童委員との連絡調整や児童委員の活動に対する援助を行っ

ています。 

 民生委員及び児童委員の任期は、民生委員法第１０条の規定により３

年とされており、かつ、補欠（後任者等）の任期は前任者の在任期間と

されていることから、３年ごとに一斉改選が行われています。一斉改選

は平成２２年１２月１日に行われ、その任期は２５年         １１月３０日まで

となっています。 
 

（２）業務内容 

 当厚生局においては、管内１都９県にかかる民生委員及び児童委員の

委嘱・解嘱 、主任児童委員の指名並びに厚生労働大臣表彰状及び感謝状

の授与などの業務を行っています。 

     （参考）民生委員数（平成 23 年 3 月 31 日現在） 

       ◇６５，９４２ うち主任児童委員 ５，６３６人 
 

（３）実績                    （単位：件） 

区    分  
処理件数  

22年度 21年度 
民生委員・児童委員の委嘱  ６６，４８５  １，１２６ 

民生委員・児童委員の解嘱     ７１７   １，０８３ 

主任児童委員の指名    ５，６０２    １１７ 

厚生労働大臣表彰状の授与       ８０      １１９ 

厚生労働大臣感謝状の授与  １５，０６９  ３７６ 

計  ８７，９５３  ２，８２１ 
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○ 民生委員・児童委員及び主任児童委員の委嘱・指名状況は、以下のホ

ームページに掲載していますのでご覧下さい。（関東信越厚生局ホーム

ページ内） 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi/  

 documents/minsei_iin_h22.xls 
   
 

９．精神保健指定医の申請等について 

   （１）制度の概要 

措置及び医療保護による入院及び退院の際の診療、一定の行動制限の

判定等の職務を行う精神保健指定医は、精神保健及び精神障害者福祉に

関する法律の規定により、所定の要件を満たす医師の申請に基づい

て、厚生労働大臣が医道審議会の意見を聴いた上で、指定することとさ

れています。 

 

（２）業務内容 

当厚生局においては、管内１都９県にかかる精神保健指定医の指定申

請書の受理及び本省への進達並びに精神保健指定医の証の発行及び再発

行などの業務を行っています。 

   （参考）精神保健指定医数（平成 23 年 3 月 31 日現在） 

      ◇４，８５３人 

 

   （３）実績                   （単位：件） 
 

区    分  
処 理 件 数  

22年度 21年度 

指定医の証の発行（新規）      １８９      １９０ 

指定医の証の発行（更新等）     ７８２     ６００ 

指定医の証の再発行      ３２      ３５ 

指定医の取消          ０          ０ 

指定不適格者への通知        ２６        ２４ 

研修会受講延長の未承認          ２          ２ 

辞退届・死亡届の受理        １２         ９ 

 
計 

 
 １，０４３
 

   ８６０ 
 

○ 都県別精神保健指定医の状況は、以下のホームページに掲載していま

すのでご覧下さい。（関東信越厚生局ホームページ内） 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi/  

   documents/seishin_h22.xls 
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  １０．特別弔慰金国庫債券及び特別給付金国庫債券の特別買上償還の証明につ

いて 

（１）制度の概要 

特別弔慰金国庫債券及び特別給付金国庫債券は、戦没者等の一定 

         範囲の遺族等に対し、国として弔慰の意を表すため又は精神的痛苦 

に対して特別の慰藉を行うために支給されています。 

特別買上償還は、特別弔慰金等の国庫債券について、当該国庫債券の

記名者が、生活保護を受けている又は受けるおそれがある旨の証明を福

祉事務所から受けた場合に限り、一定の割合で割り引かれた金額で残り

の賦札を国が買い上げる制度です。 

 

（２）業務内容 

      当厚生局においては、管内１都９県にお住まいの方に対し、特別買上

償還を受けるために必要な「国庫債券の買上を必要とする旨の証明

書」を交付しています。 

 

（３）実績                  （単位：件） 

区     分  交付件数 

２２年度  ２１年度 

第２２回特別給付金国庫債券     １８     ２３ 

第２３回特別給付金国庫債券       ２       ４ 

第８回特別弔慰金国庫債券    ７０    １１９ 

第９回特別弔慰金国庫債券 ２５ ‐ 
 

計 
 

   １１５    １４６ 

 

 １１．消費生活協同組合の認可等及び監督について 

    （１）制度の概要 

          消費生活協同組合（以下「生協」という。）は、国民の自発的な 

生活協同組織の発達を図り、もって国民生活の安定と生活文化の向 

上を期することを目的として、消費生活協同組合法に基づいて設立 

された法人であり、所管行政庁の認可を受けて設立されます。 

 

（２）業務内容 

当厚生局においては、管内の２以上の都県の区域において事業を行

う生協について、設立認可及び定款変更認可などの業務を行うととも

に、これらの法人に対する監督を行っています。 
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（参考）所管の生協数（平成 23 年 3 月 31 日現在） 

      ◇２９組合                （単位：件）  

年度別 22年度末 21年度末 20年度末 19年度末 18年度末 

 
生協数 
 

 
２９ 

 
２８ 

 
２５ 

 
２６ 

 

 
２３ 

 

 

（３）実績                  （単位：件） 

 

区     分  
処理件数  

２２年度  ２１年度 

定款変更の認可 ８ １０ 

合併認可 ０ １ 

解散認可 ０ １ 

契約者割戻準備金積立の承認 ０ １ 

 
計 

 
８ １３ 

 

○ 消費生活協同組合一覧は、以下のホームページに掲載していますので

ご覧下さい。（関東信越厚生局ホームページ内） 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi/  

   documents/shohi_seikatsu_23.xls 
 

 

  １２．地域における公的介護施設等の整備計画の認定等について 

 （１）制度の概要 

           地域において介護給付サービス等を提供する施設等の計画的な整備等

を促進し、高齢者をはじめとする国民の健康の保持及び福祉の増進を図

るため、「地域における公的介護施設等の計画的な整備等の促進に関す

る法律」が制定され、民間事業者による保健、福祉に関する総合的な施

設等の整備（特定民間施設）ができることとなり、この整備計画につい

て厚生労働大臣の認定を受けることができると定められました。 

 
   （２）業務内容 
       当厚生局においては、管内１都９県にかかる整備計画の認定（変

更）に関する事務を行っています。 
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（３）実績                   （単位：件） 

 ２２年度  ２１年度 

変更認定 ０ ０ 

      （参考）当厚生局管内の認定施設数（平成 23 年 3 月 31 日現在） 

      ◇１施設 

 

  １３．施設整備に係る補助金等について  

（１）補助金等の概要 

各補助金等の概要は次表のとおりです。 

 

（２）業務内容 

           施設整備に係る補助金等の交付については、平成１６年度からそ 

 の業務を行っており、管内各都県等から提出された交付申請書及実 

 績報告書を審査の上、交付決定及び精算確定等を行っています。 

 なお、「地域介護・福祉空間整備等交付金」及び「次世代育成支 

       援対策施設整備交付金」は平成１７年度に創設された交付金です。 

 

（３）実績等 

    平成２２年度における施設整備に係る補助金等の交付に関する業  
  務の実績は、次表のとおりです。 
 
補助金等名 

 

 
交付目的及び対象施設 交付件数及び交付額

 
保健衛生施設
等施設・設備
整備費国庫補
助金 
 
 
 
 
 

 
 精神保健及び精神障害者福祉に関する
法律第７条及び第１９条の１０、感染症
の予防及び感染症の患者に対する医療に
関する法律第６２条の規定により、都道
府県等の医療機関等の施設及び設備に要
する経費を補助し、地域住民の健康増進
並びに疾病の予防及び治療を行い、もっ
て公衆衛生の向上に寄与することを目的
とする。 

 
（施設整備） 
 1.交付件数   
    ２４件 
 2.交付額 
  620,700千円 
（設備整備） 
 1.交付件数 
  １８９件 
 2.交付額 
  518,059千円 

 
保健衛生施設
等災害復旧費
国庫補助金 
 
 
 

 
 都道府県が設置する保健所、市町村保
健センター、精神科病院等の保健衛生施
設等が暴風、洪水、高潮、地震、その他
の異常な自然現象により被害を受けた災
害復旧事業に要する費用の一部を負担（
補助）することにより、公衆衛生の向上
に寄与することを目的とする。 

 
1.交付件数 
  実績なし 
2.交付額 
  実績なし 
 
 
 

 
地域介護・福
祉空間整備等
交付金等 
 

 
 市町村が作成した「地域における公的
介護施設等の計画的な整備等の促進に関
する法律」第４条に基づく市町村整備計
画に基づく事業又は事務の実施に要する
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費用に充てるため、市町村に交付するこ 
とにより、地域における公的介護施設等
の施設及び設備等の整備事業を推進する
ことを目的とする。  

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
地域介護・
福祉空間整
備交付金 
※（平成２

１年度から

の本省繰越

分） 

 
 
 
 

 
（対象施設） 
 小規模多機能型居宅介護拠点、小規模
（定員29人以下）の特別養護老人ホーム
、小規模の特定施設入所者生活介護の指
定を受けるケアハウス、認知症高齢者グ
ループホーム、認知症対応型デイサービ
スセンター、夜間対応型訪問介護ステー
ション、小規模の老人保健施設、介護予
防拠点、地域包括支援センター及び生活
支援ハウス（離島、山村等の特別処置法
に基づくものに限る。） 

 
1.交付件数     
 １１件     
2.交付額       
  256,071千円 
 
 
 
 
 
 
 

 
地域介護・
福祉空間推
進交付金 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（対象事業） 
 夜間対応型訪問介護の実施のために必
要な事業、高齢者と障害者や子どもとの
共生型サービスを行う事業、「高齢者活
力創造」地域再生プロジェクトの推進の
ための地域における包括的なサービスを
推進する事業、その他高齢者が居宅にお
いて自立した生活を営むことができるよ
う支援する事業及び地域のサービス資源
と高齢者の住まいとの連携を推進する事
業 

 
1.交付件数     
 ６７件      
2.交付額       
  476,917千円 
 
 
 
 
 
 
 

 
先進的事業
支援特例交
付金 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
ア) 介護療養型医療施設転換整備計画分 
（介護療養型医療施設から次に揚げる施
設に転換するための整備事業） 
 老人保健施設、ケアハウス、有料老人
ホーム（居室は原則個室とし、1人当たり
の居室の床面積が概ね１３㎡以上である
ものでかつ、利用者負担第３段階以下の
人でも入居可能な居室を確保しているも
のに限る。）、特別養護老人ホーム及び
併設されるショートステイ用居室（社会
福祉法人を設立等する場合に限る。）、
認知症高齢者グループホーム、小規模多
機能型居宅介護拠点、生活支援ハウス（
離島、山村等の特別処置法に基づくもの
に限る。）、「高齢者の居住の安定確保
に関する法律」第４条の規定により登録
されている賃貸住宅のうち、厚生労働大
臣が定める基準に適合する都道府県知事
に届出のあるもの。 
 
イ) 先進的事業整備計画分 
（対象事業） 
 既存の特別養護老人ホームをユニット
型施設へ改修する事業及び介護療養型医

 
1.交付件数     
 ４３７件      
2.交付額       
  5,497,761千円  
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療施設の改修により、老人保健施設、特
別養護老人ホームに併設されるショート
ステイ居室、認知症高齢者グループホー
ムのユニット型に転換する事業、虐待の
ほか、要介護者の急な疾病等に対応する
ための緊急ショートステイの整備事業、
低所得高齢者の居住対策として都市型軽
費老人ホームを整備する事業、介護関連
施設等において当該施設等に雇用される
介護職員等のため施設内保育施設を設置
する事業、市町村から提案された全国的
に見て先進的な事業及び既存の小規模福
祉施設において消防法施行令改正に伴い
平成２１年４月より設置が義務化された
スプリンクラー及び自動火災報知設備並
びに消防機関へ通報する火災報知設備等
を整備する事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
次世代育成支
援対策施設整
備交付金 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 次世代育成支援対策推進法の規定に基
づき、児童福祉施設整備等の整備に要す
る経費の一部を交付することにより、次
世代育成支援対策を推進することを目的
とする。 
（対象施設） 
 児童相談所一時保護施設、助産施設、
乳児院、母子生活支援施設、児童養護施
設、情緒障害児短期治療施設、児童自立
支援施設、児童家庭支援センター、児童
自立生活援助事業所、小規模住居型児童
養育事業所、妊産婦ケアセンター、婦人
相談所一時保護施設及び婦人保護施設 

 
1.交付件数 
  ２６件 
2.交付額 
  1,046,935千円 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
社会福祉施設
等施設整備費
国庫補助金 
 
 
 
 

 
 福祉各法等の規定に基づき、地方公共
団体等が整備する施設整備に要する費用
の一部を補助することにより、施設入所
者等の福祉の向上を図ることを目的とす
る。 
（対象施設） 
 障害者（児）関連施設及び保護施設等 

 
1.交付件数 
 ９８件 
2.交付額 
 3,013,326千円 
 

 
社会福祉施設
等災害復旧費
国庫補助金 
 
 
 

 
 福祉各法等の規定に基づき、地方公共
団体等が整備した施設であって、暴風、
洪水、高潮、地震、その他の異常な自然
現象により被害を受けた施設の災害復旧
事業に要する費用の一部を補助すること
により、施設入所者等の福祉の向上を図
ることを目的とする。 

 
1.交付件数 
  実績なし 
2.交付額 
 実績なし 
 
 

 

○ 施設整備に係る補助金等の交付状況は、以下のホームページに掲載し

ていますのでご覧下さい。（関東信越厚生局ホームページ内） 
・保健衛生施設等施設・設備整備費国庫補助金 
http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi/     

   documents/h23_hoken_eisei.xls 
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・地域介護・福祉空間整備等交付金等 
http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi/   

   documents/h23_chiiki_kaigo.xls 
・次世代育成支援対策施設整備交付金 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi/   
      documents/h23_jisedai.xls 

・社会福祉施設等施設整備費国庫補助金 
http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi/   

     documents/h23_shakai_fukushi.xls 
 

 

  １４．義務的経費に係る補助金等について  

（１）補助金等の概要  

       各補助金等の概要は次表のとおりです。 

 

（２）業務内容 

  義務的経費の補助金等に係る交付については、平成１５年度から 

その業務を行っており、管内各都県等から提出された交付申請書及  

び実績報告書を審査の上、交付決定及び精算確定等を行っていま 

す。 

 

（３）実績等 

  平成２２年度における義務的経費の補助金等の交付に関する業務  

の実績は、次表のとおりです。  
 

補助金等名 
 

 
交 付 目 的 交付先及び交付額 

 
結核医療費国庫
負担金 
 
 
 
 
 

 
 都道府県、保健所を設置する政令
市及び特別区が行う入院患者に対す
る医療に要する費用等の一部を負担
することにより、結核の予防及び結
核患者に対する適正な医療の普及を
図り、もって公共の福祉の増進を図
ることを目的とする。 

1.交付先 
 １０都県・１５市
・２３  特別区 
2.交付額 

1,096,541,941円 
 

 
結核医療費国庫
補助金 
 
 
 
 
 
 

 
 都道府県、保健所を設置する政令
市及び特別区が行う一般患者に対す
る医療に要する費用等の一部を補助
することにより、結核の予防及び結
核患者に対する適正な医療の普及を
図り、もって公共の福祉の増進を図
ることを目的とする。 

1.交付先 
  １０都県・１５市
・２３ 特別区 
2.交付額 

106,306,023円 
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原爆被爆者手当
交付金 
 
 
 
 
 
 

 
 都道府県、広島市及び長崎市が行
う医療特別手当、特別手当、健康管
理手当、保健手当並びに原子爆弾小
頭症手当の支給事業に要する経費の
全部を交付することにより、被爆者
の受療の促進、健康の保持増進を図
ることを目的とする。 

1.交付先 
 １０都県 
2.交付額 

7,539,060,442円 
 
 
 
 

 
原爆被爆者葬祭
料交付金 
 
 
 
 

 
 都道府県、広島市及び長崎市が行
う原爆被爆者葬祭料支給事業に要す
る経費の全部を交付することにより
、被爆者の精神的不安を和らげるこ
とを目的とする。 

1.交付先 
 １０都県 
2.交付額 

133,570,717円 
 
 

 
児童扶養手当給
付費国庫負担金 
 
 
 
 
 
 

 
 都道府県、市等が行う児童扶養手
当の支給に要する費用の一部を負担
することにより、父又は母と生計を
同じくしていない児童が育成される
家庭の生活の安定と自立の促進に寄
与し、もって児童福祉の増進を図る
ことを目的とする。   

1.交付先 
 １都９県２５４市
区 
2.交付額 

46,489,643千円 
 
 
 

 
特別児童扶養手
当事務取扱交付
金 
 
 
 

 
 都道府県知事または市町村長が行
う特別児童扶養手当の支給に係る事
務の処理に必要な費用を交付するこ
とにより、当該制度の円滑な運営を
図ることを目的とする。 

1.交付先 
 １都９県４３６市区
町村 
2.交付額 

270,634千円 
 

 
特別障害者手当
等給付費国庫負
担金 
 
 
 
 

 
 都道府県市が行う特別障害者手当
、障害児福祉手当等の支給に要する
費用の一部を負担することにより、
精神又は身体に重度の障害を有する
者の福祉の増進を図ることを目的と
する。 

1.交付先 
 １都９県２５４市
区 
2.交付額 

11,571,512千円 
 
 

 
婦人保護費国庫
負担金及び国庫
補助金 
 
 
 
 

 
 売春防止法に基づき、要保護女子

についてその転落の未然防止と保護

更生を図ること及び配偶者暴力防止

法に基づき、配偶者からの暴力被害

者である女性の保護等を図ることを

目的とする。 

1.交付先 
 １都９県 
2.交付額 

708,013千円 
 
 
 

 
児童入所施設措
置費等国庫負担
金 
 
 

 
 児童福祉法第２７条第１項第３号

による施設等への入所又は委託、第

２２条による助産の実施、第２３条

による母子保護の実施に係る同法第

４５条の最低基準の維持を図ること

を目的とする。 

1.交付先 
 １都９県２０４市
区 
2.交付額 

26,550,252千円 
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保育所運営費国
庫負担金 
 
 
 
 

 
 保育所の運営に必要な経費を負担

することにより、保育所において保

育に欠ける児童に対して保育の実施

を図ることを目的とする。 

1.交付先 
  ３９３市区町村 
    
2.交付額 

86,691,772千円 
 

 

○ 義務的経費に係る補助金等の交付状況は、以下のホームページに掲載

していますのでご覧下さい。（関東信越厚生局ホームページ内） 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi/     
    documents/h23_gimu_keihi.xls 

 

 

  １５．財産処分について  

（１）制度の概要 
 厚生労働省所管一般会計に係る補助金等の交付を受けて取得し、又は
効用の増加した政令で定める財産を補助金等の交付の目的に反して使用
し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は取り壊すこと等を行
うに当たっては、厚生労働大臣等の承認が必要となります。 

 
（２）業務内容 

 補助金等の交付を受けた施設等に対する国庫補助財産の財産処分につ
いては、その業務を平成１６年度から行っており、管内各都県等から提
出された財産処分承認申請書の審査及び報告（包括承認事項）の受理等
を行っています。 

 
（３）実績等 

平成２２年度における財産処分に関する業務の実績は、次表のとおり
です。                     （単位：件）   

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 上記の財産処分の承認に伴い、２２年度返還金が生じたものは      

    2 件(保健衛生関係 0 件、社会福祉関係 2 件）です。  

 

○ 財産処分の処理及び包括承認の受理の状況は、以下のホームページに

掲載していますのでご覧下さい。（関東信越厚生局ホームページ内） 
・財産処分承認申請 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi/   
       documents/h23_zaisan_shori.xls 

 
 

区   分 
 

処理件数 
 
 

合 計 
 保健衛生関係 社会福祉関係 

財産処分承認申請      ５    ６３     ６８

報告（包括承認）の受理       ４    ９８    １０２

計      ９   １６１    １７０

44

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi/documents/h23_gimu_keihi.xls
http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi/documents/h23_zaisan_shori.xls


・報告（包括承認）の受理 
http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi/  

   documents/h23_zaisan_juri.xls 
   

１６．児童扶養手当支給事務指導監査について 

（１）制度の概要 

①児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号）に基づく児童扶養手当

は、父母の離婚等、父又は母と生計を同じくしていない児童が育成され

る家庭の生活の安定と自立の促進に寄与するため、当該児童について手

当を支給し、児童の福祉の増進を図ることを目的とした手当です。 

 

②児童扶養手当支給事務は、平成１４年８月より当該手当の受給資格認

定等の事務が都道府県から市（区）及び福祉事務所設置町村へ権限移譲

され、当該支給事務は都道府県・市等で行われています。 

 

（２）業務内容 

①児童扶養手当支給事務指導監査は、関東信越厚生局管内の都県市     

 等に対し、児童扶養手当支給事務の円滑な実施の確保を目的とし      

 て、地方自治法第２４５条の４の規定に基づき実施しています。 

 また、本指導監査は、児童扶養手当支給事務指導監査実施要綱に      

 基づき、各都道県、指定都市にあっては３年に１回程度、指定都市     

 以外の市、福祉事務所を設置する町村及び特別区については５年に   

１回程度の頻度により実施しています。 

②本指導監査の具体的な内容としては、ヒアリングや請求書等の閲覧に

より､(ｱ) 事務処理体制の状況、(ｲ) 新規認定、現況届及び各種届出に

係る事務処理等の状況、(ｳ)資格喪失届の事務処理状況などの確認を行

い、是正又は改善指導などの技術的な助言を行っています。 

 なお、是正・改善指導などの技術的な助言に当たっては、現地にお

いて行うほか、指導監査の結果を検討し、必要がある場合は文書をも

って行うとともに、その結果について報告を求めることとしています。 

 

（３）実績 

① ２２年度の計画と実績 
 

２２年度計画 １県２３市区 

２２年度実績 １県２３市区 
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    （２２年度の主な指導事項） 

指 摘 事 項 主  な  内  容 

 

○障害認定医の配置 

 

○新規認定請求書の

受理事務 

 

 

 

 

○生計維持関係の確

認 

 

○所得の審査 

 

 

○現況届の事務処理 

 

 

 

 

○資格喪失届に係る

事務処理 

 

 

 

 

・障害認定の体制整備を図ること。 

 

・請求書の記載内容や添付書類に不備のな

いことを確認の上受理すること。 

・規則上、請求時に不必要な書類がない

ことをもって受理しないという取扱いを

しないこと。 

 

・受給者とその扶養義務者との生計維持

関係の確認は十分行うこと。 

 

・養育費や所得証明書等による所得額の

確認を十分行うこと。 

 

・郵送による受付は原則行わず、本人持

参による提出とすること。 

・現況届未提出者に対する時効処理等の

対応を遺漏なく行うこと。 

 

・資格喪失日の公簿確認、資格喪失に至っ

た事実の的確な確認等に努めること。 

・辞退を理由とした資格喪失を行わない

こと。 

 
② 年次推移（実績） 

２２年度  ２１年度 ２０年度 １９年度 １８年度

 

1県23市区 

 

 

5県22市区

 

 

4都県29市区

 

 

1県27市区 

 

 

4県81市区

 

 

 

  １７．保護施設に対する指導監査について 

   （１）制度の概要 

           生活保護は、生活保護法に基づき生活に困窮する国民に対し、その困

窮の程度に応じ必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障するとと

もに、その自立を助長することを目的としています。 

       その方法には居宅保護と施設保護の２種類があります。 

       居宅保護には、日常生活の需要を満たすための生活扶助をはじめ教育
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扶助、住宅扶助、医療扶助、介護扶助等があります。 

       施設保護には、身体上、精神上著しい障害があるために日常生活を営

むことが困難な方を入所させて生活扶助を行う救護施設をはじめ更生施

設、医療保護施設、授産施設、宿所提供施設があります。 

 

     （２）業務内容 

    ① 保護施設に対する指導監査は、生活保護法第２３条第１項の規定 

     に基づき、保護施設の適正な運営の確保を図ることを目的として実   

     施しています。 

          指導監査は、関東信越厚生局管内の都県市が設置する保護施設に 

     対し、概ね３年に１回実地による監査を行います。 

       （注）指定都市・中核市以外の市町村が設置する保護施設及び社会福 

      祉法人が指定都市・中核市以外の市町村に設置する保護施設の指   

      導監査は都道府県が実施し、指定都市・中核市内に社会福祉法人   

      が設置する保護施設の指導監査は、指定都市・中核市が実施して   

      います。 

    ②  指導監査の具体的な内容は、入所者の処遇、生活環境、自立等へ   

      の支援、又施設の運営管理が適正に行われているかを実地に確認   

       するものです。 

       指導監査において、不正、著しい不当、最低基準違反等が認めら 

れる場合は、改善が図られるまで随時に特別監査を実施することと 

しています。 

      

   （３）実績 

         ① 実施結果………一般指導監査 

               対象施設５施設のうち０施設 

                            特別指導監査 

                              対象施設無し  
         （２２年度の主な指導事項、東北厚生局及び東海・北陸厚生局管内の  

４施設の結果）  
 事  項  主 な 内 容 

入所者処遇 

 

入所者預り金の管理 

会計経理 

 

・処遇計画の必要に応じた見直しが不十分 

・苦情解決に関する手続き等に不備 

・入所者預り金の管理が不十分 

・作業収益の会計処理に不備 

・退職給与引当金の会計処理に不備 

 

② 年次推移（実績）             （単位：施設） 

２２年度  ２１年度 ２０年度 １９年度 １８年度

０ ２ ２ ０ １ 
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○ 保護施設一覧は、以下のホームページに掲載していますのでご覧下さ

い。（関東信越厚生局ホームページ内） 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi/  

   documents/seikatsuhogo_shisetsu_h23.xls 
 

 

  １８．消費生活協同組合に対する検査について  

   （１）制度の概要 

            １１の（１）参照のこと 

 

      （２）業務内容 

① 生協に対する検査は、消費生活協同組合法第９４条第２項に基づき

組合の適正な運営を図ることを目的として実施しています。 

           検査は、関東信越厚生局管内の複数の都県で事業活動する組合に対

し、消費生活協同組合連合会は概ね３年に１回、消費生活協同組合は

概ね４年に１回実地による検査を行います。 

        （注）組合の行う事業活動の区域が、都県の管轄する区域に限られてい

る場合は、それぞれの都県が実施し、厚生局の管轄区域をまたがっ

て事業活動を行っている場合は厚生労働省社会・援護局が実施して

います。 

②  検査の具体的内容は、組織運営、理事会運営、組合員管理、会計の

状況等について確認するものです。 

 

     （３）実績 

① ２２年度の計画と実績 
 

  ２２年度計画 
 

 

    ６組合 

 

  ２２年度実績 

 

 

    ６組合 

 

 

         ・実施結果…………対象組合２９のうち６組合 

     （２２年度の主な指導事項） 

 

事  項  
 

 

主 な 内 容 

基本的事項  

組織・管理 

 

理事会運営 

 

・登記が適正に行われていない。  

・定款や整備すべき規程に不備 

・組合員管理が不適切  

・出資金等の管理が不適切 

・理事会への役員の出席が低調  
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総（代）会 

事業運営 

会計 

 

・理事会開催手続き等に不備 

・総代及び役員選出手続きに不備 

・員外利用の未把握等不適切な運営 

・決算関係書類に不備等 

 

 

② 年次推移（実績） 
 

２２年度  ２１年度 ２０年度 １９年度 １８年度

 

６組合 

 

 

１２組合 

 

 

１組合 

 

 

２組合 

 

 

５組合 
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指導養成課  
 

１．各種養成施設等の指定及び監督について 
（１）制度の概要 

保健・医療・福祉サービスについては、従事者が直接、受益者に接

することにより、心身の維持向上に寄与しています。このため、こう

した業務については国家資格等を付与し、国民が不利益を被らないよ

う質の確保を図る必要があります。 

関東信越厚生局において所管する養成施設等は、当該施設の課程を

修了あるいは卒業することにより、国家資格又は国家試験の受験資格

等が得られることから、養成される内容の質が確保され、基準に基づ

き適正に運営されるよう指導監督を行っています。 

 

（２）業務内容  

関東信越厚生局においては、次の表に掲げる職種について、申請に

基づき指定、変更の承認等の事務を行うとともに、基準に則り適正な

運営が図られるよう指導調査の事務を行っているところです。 
平成２２年４月１日現在の養成施設等の学校数、課程数及び入学定

員は次のとおりです。 

   施  設  種  別   学校数   課程数 入学定員 

栄 養 士 養 成 施 設 51     51    4,805

管 理 栄 養 士 養 成 施 設 40     40    3,185

調 理 師 養 成 施 設 76    157   10,227

理 容 師 養 成 施 設 27     48    1,743

美 容 師 養 成 施 設 79    159   17,247

製 菓 衛 生 師 養 成 施 設 24     41    3,188

食 品 衛 生 管 理 者 養 成 施 設 50     70    6,927

指 定 保 育 士 養 成 施 設  161     189   19,007

社 会 福 祉 士 養 成 施 設 21     27    4,680

介 護 福 祉 士 養 成 施 設  125     145    6,956

福 祉 系 高 等 学 校 28     29    2,356

社 会 福 祉 主 事 養 成 機 関 20     21    7,065

精 神 保 健 福 祉 士 養 成 施 設 12     23    2,350

児 童 福 祉 司 養 成 施 設  3       3     105

児 童 福 祉 施 設 職 員 養 成 施 設  4       4     115

知 的 障 害 者 福 祉 司 養 成 施 設  1       1      40
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救急救命士養成所 17     18   1,285

診療放射線技師養成所  6      7     419

臨床検査技師養成所 10     10     550

理学療法士養成施設 38     52   2,595
作業療法士養成施設 30     37   1,359
視能訓練士養成所  5     7     230
臨床工学技士養成所 11     14     697
義肢装具士養成所  3      3      68
言語聴覚士養成所 12     15     618
あん摩ﾏｯｻｰｼﾞ指圧師養成施設   2      4     240
はり師・きゅう師養成施設 30     54   1,906
あ・は・き師養成施設（※） 13     21     824
柔道整復師養成施設 33     62   2,958
歯科衛生士養成所 36     41   2,330
歯科技工士養成所  8      9    494
保健師助産師看護師養成所  186    219  11,384

合   計 1,162 1,581 117,953

  
※：あん摩マッサージ指圧師・はり師・きゅう師養成施設 

注１）食品衛生管理者養成施設には食品衛生監視員養成施設を含みます。 

注２）社会福祉士養成施設には社会福祉士学校を、また、介護福祉士養成施設には介護

福祉士学校をそれぞれ含みます。 

（以下、同じ。） 

注３）食鳥処理衛生管理者養成施設、身体障害者福祉司養成施設は、関東信越厚生局管

内に指定を受けた養成施設はありません。 

 〔資料：各都県別養成施設等の指定状況等は、第Ⅴ章 資料・データ集 指導養成関係

を参照〕 

 

 

（３）実績 

ア 指定等に関する事務 

 平成２２年度における指定、変更の承認及び変更届の受理等に関する業

務の実績は、次表のとおりです。 
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   施  設  種  別 

      処理件数  

指定 
( 認定 )

取  消
内  容 
変  更 

実  習 
施  設 

変更届

栄 養 士 養 成 施 設      0        6     10   －     20

管 理 栄 養 士 養 成 施 設         0        0      6   －      3

調 理 師 養 成 施 設         2        1      6    －      7

理 容 師 養 成 施 設         0       0    4    －   42

美 容 師 養 成 施 設         1       2     10   － 132

製 菓 衛 生 師 養 成 施 設       0       0    1    －     11

食 品 衛 生 管 理 者 養 成 施 設       2      0      0   －     54

指 定 保 育 士 養 成 施 設         5       2 179   －     38

社 会 福 祉 士 養 成 施 設         2       1   11    －     58

介 護 福 祉 士 養 成 施 設       3       9      11   － 152

福 祉 系 高 等 学 校       0      0    4   －     46

社 会 福 祉 主 事 養 成 機 関         0       3      1    －      8

精 神 保 健 福 祉 士 養 成 施 設         2       0      4    36       6

児 童 福 祉 施 設 職 員 養 成 施 設         0       0      0     0       1

救 急 救 命 士 養 成 所       0      0    5    4       2

診 療 放 射 線 技 師 養 成 所         0       1      2       1       0

臨 床 検 査 技 師 養 成 所         0       0      6       2       3

理 学 ・ 作 業 療 法 士 養 成 施 設         0       8     11      41      14

視 能 訓 練 士 養 成 所         0       0    3     0       2

臨 床 工 学 技 士 養 成 所         1       1      1     2       7

義 肢 装 具 士 養 成 所       0       1    1     3  3

言 語 聴 覚 士 養 成 所       0      1    4     9       7

あ ・ は ・ き 師 等 養 成 施 設 ※         0       1     25     0      35

柔 道 整 復 師 養 成 施 設         2       1     17     0      24

歯 科 衛 生 士 養 成 所       0       1    6      10     7

歯 科 技 工 士 養 成 所         0       0    3       0      6

保 健 師 助 産 師 看 護 師 養 成 所         2     7   93    72    45

      計        22      46 424  180  733

※：あん摩マッサージ指圧師養成施設、はり師・きゅう師養成施設、

及びあん摩マッサージ指圧師・はり師・きゅう師養成施設  

注：上記の表に用いている用語は、次のように省略しています。  
・指定（認定）：新規指定（認定） 
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・取消：申請による指定の取消し承認（但し栄養士、調理師 

は届け出数） 

・内容変更：指定内容変更の承認（カリキュラム変更等）

・実習施設：実習施設の追加等承認

・変更届：変更届の受理

イ 指導監督に関する業務 

   （ア）指導調査の実施施設・実施課程 

      養成施設等に対する指導調査の実施状況は、次表のとおりです。 

     施設種別  実施施設数  実施課程数

栄 養 士 養 成 施 設             4             10  

管 理 栄 養 士 養 成 施 設             6              6  

調 理 師 養 成 施 設             4           6  

理 容 師 養 成 施 設             1              2  

美 容 師 養 成 施 設             1              2  

製 菓 衛 生 師 養 成 施 設             2              2  

食 品 衛 生 管 理 者 養 成 施 設             6              6  

指 定 保 育 士 養 成 施 設             2              2  

社 会 福 祉 士 養 成 施 設             1              1  

介 護 福 祉 士 養 成 施 設             4              4  

社 会 福 祉 主 事 養 成 機 関             1              1  

精 神 保 健 福 祉 士 養 成 施 設             1              1  

福 祉 系 高 等 学 校 1        1  

診 療 放 射 線 技 師 養 成 所             1              1  

臨 床 検 査 技 師 養 成 所             1              1  

理 学 療 法 士 養 成 施 設             2              4  

視 能 訓 練 士 養 成 所             1              1  

あ ・ は ・ き 師 養 成 施 設             1              2  

は り 師 ・ き ゅ う 師 養 成 施 設             2              4  

柔 道 整 復 師 養 成 施 設             3              6  

歯 科 技 工 士 養 成 所             1              1  

保 健 師 助 産 師 看 護 師 養 成 所            13             13  

      計         59             77  
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（イ）指導調査の都県別実施課程 

       平成２２年度における都県別の実施課程数は、次表のとおりです。 

  都県名 茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県

  実施数         5       5        3        8       10

 東京都 神奈川県  新潟県  山梨県  長野県    計

    31        8        5        1        1       77

２．大学等において開講する社会福祉に関する科目の確認に関する業務につ 

いて

（１）制度の概要 

平成２１年４月１日施行の社会福祉士及び介護福祉士法の改正に伴い、

社会福祉に関する科目又は基礎科目を修了し、社会福祉士又は介護福祉

士の試験を受験しようとする者について、当該受験者の利便性に配慮し、

その修了した科目が基準を満たしているかどうかを個別に審査する手続

を省略できるよう、実習演習科目について、文部科学大臣及び厚生労働

大臣による事前の確認を受けることができる仕組みが定められました。 

（２）業務内容  

関東信越厚生局では、平成２０年度から、当該実習演習科目の確認を

行っています。 

（３）実績 

実習演習科目の確認に関する業務の実績は、次表のとおりです。 

（単位：件） 

      区     分       処理件数

  実習演習科目の確認 
     22 年度     21 年度 

    ２  ５

３．各種講習会に関する業務について

３－１ 食品衛生管理者資格認定講習会の登録について 

（１）制度の概要 

食品衛生管理者は、食品衛生法第４８条の規定により、製造又は加

工の過程において特に衛生上の考慮を必要とする食品又は添加物であ

って、食品衛生法施行令で定めるものの製造又は加工を行う営業者は、

その製造又は加工を衛生的に管理させるため、その施設ごとに、専任

の食品衛生管理者を置かなければならないこととなっています。
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食品衛生管理者の資格要件の一つとして、学校教育法に基づく高等

学校若しくは中等教育学校若しくは旧中等学校令に基づく中等学校を

卒業した者又は厚生労働省令の定めるところによりこれらの者と同等

以上の学力があると認められる者で、食品衛生管理者を置かなければ

ならない製造業又は加工業において食品又は添加物の製造又は加工の

衛生管理の業務に３年以上従事し、かつ、厚生労働大臣の登録を受け

た講習会（食品衛生管理者資格認定講習会）の課程を修了した者と定

められています。 

（２）業務内容

関東信越厚生局では、この食品衛生管理者資格認定講習会にかかる

申請書の内容を確認し、登録する業務を行っています。 

（３）実績 

                      （単位：件） 

      区     分              登録件数

講習会の登録
22 年度 21 年度 

       1     ０  

３－ ２  食鳥処理衛生管理者資格取得講習会の登録について

（１）制度の概要 

食鳥処理衛生管理者は、食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関す

る法律第１２条の規定により、食鳥処理業者が食鳥処理を衛生的に管

理させるため、食鳥処理場ごとに、食鳥処理の事業の規制及び食鳥検

査に関する法律施行規則で定めるところの十分な員数を、置かなけれ

ばならないこととなっています。 

食鳥処理衛生管理者の資格要件の一つとして、学校教育法第４７条

に規定する者又は厚生労働省令で定めるところによりこれらの者と同

等以上の学力があると認められる者で、食鳥処理の業務に３年以上従

事し、かつ、厚生労働大臣の登録を受けた講習会（食鳥処理衛生管理

者資格取得講習会）の課程を修了した者と定められています。

（２）業務内容 

 関東信越厚生局では、この食鳥処理衛生管理者資格取得講習会にか

かる申請書の内容を確認し、登録する業務を行っています。
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（３）実績                      （単位：件） 

      区     分              登録件数

講習会の登録
22 年度 21年度 

       1      ４  

３－ ３  介護技術講習等に係る実施報告及び変更届出の受理について 

（１）制度概要 

 介護福祉士試験の実技試験の受験者数の増大を受けて、介護福祉士

試験の受験者の資質向上及び介護福祉士実技試験の適正実施に資する

ため、介護等に関する専門的技術についての講習（介護技術講習）を

修了した者について、その者の申請により、以後３回の実技試験を免

除する制度が、平成１７年度から導入されました。 

（２）業務内容 

 関東信越厚生局では、当該講習の実施届、変更届及び実施報告書な

どの受理業務を行っています。 

（３）実績 

ア . 平成２２年度における介護技術講習等に関する業務の実績は、次

表のとおりです。 

   区   分  処理件数         書類の届出期限 

講習実施届の受理     62 実施予定年度の前年度の１月末 

実施変更届の受理     26

講習の実施場所・期日及び日程並

びに受講定員に係るものが含まれ

る場合は最初の講習会を実施する

２か月前、その他はすみやかに。

実施報告書の受理      239 講習会終了後１か月以内 

    計      327

受講者数 ( 人 )  17,725

修了者数 ( 人 )  17,463

イ . 主任指導者養成講習及び指導者養成講習の処理状況 

       区   分  主任指導者  指導者   計 

修了者名簿の受理 ( 件 )        12         15        27

修了者数 ( 人 )         101        328      429
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３－４ 社会福祉主事資格認定講習会の指定及び監督について 

（１）制度の概要 

 社会福祉主事の人材の確保及び資質の向上を図るため、社会福祉法

第１９条第１項第２号に基づき、社会福祉主事資格認定講習会が実施

されています。 

（２）業務内容 

 関東信越厚生局では、当該講習会の指定、変更届及び報告書の受理

等の業務を行っています。 

（３）実績 

  平成２２年度における社会福祉主事資格認定講習会に関する業務の

実績は、次表のとおりです。 

      区     分              処理件数

事業報告書の受理
22 年度 21 年度 

       ２      ２  

３－ ５  児童福祉司資格認定講習会の指定及び監督について 

（１）制度の概要 

児童福祉司の人材の確保及び資質の向上を図るため、児童福祉法第

１３条第２項第１号に基づき、児童福祉司資格認定講習会が実施され

ています。 

（２）業務内容 

   関東信越厚生局では、当該講習会の指定、変更届及び報告書の受理

等の業務を行っています。 

 （３）実績 

平成２２年度における児童福祉司資格認定講習会に関する業務の実

績は、次表のとおりです。             （単位：件） 

      区     分 処理件数 

事業報告書の受理
22 年度 21 年度 

       １     １  
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３－６  社会福祉士実習演習担当教員講習会及び社会福祉士実習指導者講

習会並びに介護教員講習会及び介護福祉士実習指導者講習会の実

施届出及び変更届出の受理について 

（１）制度の概要 

 平成２１年４月１日施行の社会福祉士及び介護福祉士法の改正に伴

い、社会福祉士実習演習担当教員講習会及び社会福祉士実習指導者講

習会並びに介護教員講習会及び介護福祉士実習指導者講習会を行って

います。 

  （２）業務内容 

平成２１年度実施分から、関東信越厚生局において実施届等の受理

業務を行っています。 

（３）実績 

 平成２２年度における社会福祉士実習演習担当教員講習会及び社会

福祉士実習指導者講習会並びに介護教員講習会及び介護福祉士実習指

導者講習会に関する業務の実績は、次表のとおりです。 

         区     分  処理件数

社会福祉士実習演習担当教員講習会実施届の受理        0  

社会福祉士実習指導者講習会実施届の受理        3  

介護教員講習会実施届の受理           0  

介護福祉士実習指導者講習会実施届の受理           4  

計           7  

３－７ 関東信越地区保健師助産師看護師実習指導者講習会（特定分野）

の実施について 

（１）制度の概要 

病院以外の実習施設で次に掲げる特定分野について実習指導の任

にある者を対象として、効果的な臨地実習指導のために必要な知識・

技術を習得すること等を目的に、講習会（特定分野）を実施していま

す。 

（特定分野） 

 ・ 保健師養成所における地域看護学 

 ・ 助産師養成所における助産学 

 ・ 看護師養成所における老年看護学、小児看護学、母性看護学及び  

在宅看護論 
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・ 准看護師養成所における老年看護及び母子看護 

 （２）業務内容 

平成１９年度から「関東信越地区保健師助産師看護師実習指導者講

習会（特定分野）を実施しています。 

（３）実績 

平成１９年度から平成２２年度までの当該講習会の受講修了者数は、

次表のとおりです。 

区分（年度） 22年度  21年度  20年度  19年度 合計

受講修了者数（人） ８ ０  ７ ８  ７ ７  ４ ８  ２ ８ ３  
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医事課 

 

１．健康危機管理について 

（１）制度の概要 

医薬品、食中毒、感染症、飲料水、その他何らかの原因により生じる

国民の生命、健康安全を脅かす事態に対し、健康被害の発生予防、拡大

防止、治療等に関する業務を総括しております。 

 

（２）業務内容 

関東信越厚生局では、平成１７年度より、管内１都９県の健康危機管 

理関係所管課及び関係機関（検疫所、地方衛生研究所等）の連絡網を作 

成し、また、関係職員を対象として「関東信越ブロック健康危機管理連 

絡協議会」を定期的に開催し、健康危機管理に対する共通の認識、情報 

の共有化等により、関係機関の職員の相互連携を強化し、現実に健康危 

機が発生した場合、有効な対策がとれるよう推進しています。 

 

（３）実績                   （単位：回） 

 22 年度 21 年度 

地方衛生研究所等主催による地域

保健総合推進事業に係る地域ブロ

ック会議、ブロック長会議等へ出席

３ ４ 

    

２．医療安全に関する取り組みの普及及び啓発について 

（１）制度の概要 

医療機関等に対して、医療の安全に関する取り組みの普及及び啓発に

関する業務を所管しております。 

厚生労働省では平成１３年度より毎年１１月２５日を含む１週間を

「医療安全週間」と位置け医療安全対策の推進を図っております。 

     

（２）業務内容 

関東信越厚生局では、平成１４年度から例年１１月（「医療安全週間」

の前後）に、管内病院の医療機関の管理者及び医療安全管理者等を対象

に、医療安全に関する知識の習得を目的として、「医療安全に関するワ

ークショップ」を開催しています。 

 

（３）実績 

医療安全管理者等の資質向上を図るため、「医療安全に関するワーク

ショップ」をつぎのとおり開催しました。 

      開 催 日     : 平成２２年１１月１５日～１１月１９日 

      場 所     : さいたま新都心合同庁舎１号館６階（６Ａ） 

      参加者数     : １０７名 

＊「平成２２年度医療安全に関するワークショップ」プログラムは第Ⅴ

章資料・データ集 医事課関係を参照 
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 ３．医師の臨床研修について 

（１）制度の概要 

臨床研修病院の指定に係る審査及び指導並びに適正な臨床研修の実

施体制の確保に関する業務を所管しております。 

医師臨床研修制度は昭和２３年に卒後１年のインターン制度として

開始され昭和４６年に臨床研修医制度として創設されました。昭和４６

年に創設された制度は、努力規定として位置づけられた研修でありまし

たが､ 平成１６年４月からは、診療に従事しようとする医師には、２年

以上の臨床研修を受けることが必修化となり医師法により義務づけら

れました。 

この医師臨床研修制度の基本理念は、「臨床研修は、医師が、医師と

しての人格をかん養し、将来専門とする分野にかかわらず、医学および

医療の果たすべき社会的役割を認識しつつ、一般的な診療において頻繁

に関わる負傷又は疾病に適切に対応できるよう、基本的な診療能力を身

につけることのできるものでなければならない。」となっており各臨床

研修指定病院で作成されたプログラムで研修が実施されます。 

         

（２）業務内容 

関東信越厚生局では、臨床研修修了に伴う医籍登録業務のほか、効果

的な研修が実施されるよう、新規指定もしくはプログラム変更の申請を

行った病院の研修プログラムの内容を精査し、関係法令の定める基準に 

照らして審査を行い、円滑に運用されるよう指導しております。 

また、平成１９年４月からは、臨床研修費等補助金の交付に関する事

業が厚生労働省より事務委任され、各都県より提出される申請書の審査

等も行っております。 

 

（３）実績                  （単位：件） 

 22 年度 21 年度 

新規指定申請等の審査の状況 

臨床研修病院の新規指定

申請に係る審査 

１０ ２ 

臨床研修プログラムの変更 １５７ ４６６ 

医籍登録の状況 

医籍登録件数 ２．９７２ ２，７８０ 

臨床研修費等補助金の交付状況 交付先及び交付額 

交付先 １都 9 県 

（290 件） 

１都 9 県 

（279 件） 

交付額 ５６億 

7066 万円 

５7 億 

4839 万円 

     

 

 

    

  

臨床研修病院等の実地調査の状況 

既指定臨床 

研修病院 

22 年度 21 年度 

計画 実績 実績 

５～10 ９ １ 
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臨床研修病院指定状況 

 

         都県別指定病院数 

府県名 

 

施 設 数 

施設数計 基幹型 協力型 

茨 城 県 ５６ ２１ ３５ 

栃 木 県 ２２ ９ １３ 

群 馬 県 ４４ １５ ２９ 

東 京 都 １５３ ７４ ７９ 

千 葉 県 ７４ ３０ ４４ 

埼 玉 県 ５３ ２９ ２４ 

神奈川県 １００ ５３ ４７ 

新 潟 県 ５８ １６ ４２ 

山 梨 県 ２３ ５ １８ 

長 野 県 ４７ ２６ ２１ 

合    計 ６３０ ２７８ ３５２ 

       ※基幹型であり、協力型病院でもある場合は、基幹型に計上 

 

 

          大学医学部附属病院数 

府県名 

 

施 設 数 

施設数計 基幹型相当 協力型相当 

茨 城 県 ２ ２ ０ 

栃 木 県 ３ ２ １ 

群 馬 県 １ １ ０ 

東 京 都 ３１ ２４ ７ 

千 葉 県 ７ ７ ０ 

埼 玉 県 ７ ６ １ 

神奈川県 １４ ９ ５ 

新 潟 県 １ １ ０ 

山 梨 県 １ １ ０ 

長 野 県 １ １ ０ 

合    計 ６８ ５４ １４ 

       ※基幹型であり、協力型病院でもある場合は、基幹型に計上 

 

 

◎臨床研修病院等の情報については、下記ホームページを参照下さい。 

 サイト名：臨床研修プログラム検索サイト 

（http://www.reisjp.org/common/ad0.php） 
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４．歯科医師の臨床研修について 

（１）制度の概要 

歯科医師臨床研修施設の指定に係る審査及び指導並びに適正な臨床

研修の実施体制の確保に関する業務を所管しております。 

歯科医師臨床研修は昭和６２年に一般歯科医養成研修事業として開

始されました。その後､平成１２年の歯科医師法改正により､診療に従

事しようとする歯科医師は、１年以上の臨床研修を受けなければなら

ないものとされ､平成１８年４月より歯科医師臨床研修の必修化が開

始されました｡ 

この歯科医師臨床研修制度の基本理念は、「臨床研修については、

患者中心の全人格的医療を理解した上で､歯科医師としての人格をか

ん養し､総合的な診療能力(態度･技能･知識)を身につけ､臨床研修を生

涯研修の第一歩とすることのできるものでなければならない｡｣となっ

ており、大学病院や各臨床研修施設で作成し、医道審議会歯科医師臨

床研修部会に諮られ、承認を受けたプログラムで研修が実施されます。 

         

（２）業務内容 

関東信越厚生局では、新規指定もしくはプログラム変更等の申請を

行った施設の研修プログラムの内容を関係法令の定める基準に照らし

て審査しております。また、他の地方厚生局管轄の申請の２次審査や

臨床研修施設の実地調査も各厚生局の担当者との共同で実施していま

す。 

また、全国各地で開催される指導歯科医講習会において、臨床研修

制度の周知に関する講演を担当するなど、全国厚生局の総括的な役割

も有しております。 

臨床研修修了に伴う歯科医籍への登録に関する業務としては、修了

者から提出される登録証交付申請書の審査及び発送業務を行っており

ます。 

 

（３）実績                     （単位：件） 

 22 年度 21 年度 

新規指定申請等の審査の状況（全国） 

臨床研修病院の新規指定申請に係る審査 １５１ ５６

臨床研修プログラムの変更 １０１ ５０

歯科医籍登録の状況 

歯科医籍登録件数 １，０８７ １，０６８

指導歯科医講習会への講師派遣件数 ８ ６

   

 

      

 

 

 

 

臨床研修施設等の実地調査の状況（全国） 

大学病院・指定臨床

修施設 

22 年度 21 年度 

計画 実績 実績 

３０～４０ ４７ ３６ 
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       臨床研修施設指定状況 

 

       都県別指定施設数                  （単位：施設） 

都県名 

 

施設数 

施設数計 単独型 管理型 協力型 

茨 城 県 ３２ ０ ０ ３２ 

栃 木 県 ２６ １ ０ ２５ 

群 馬 県 ２１ １ ０ ２０ 

東 京 都 ２８９ １５ ６ ２６８ 

千 葉 県 １２６ ３ ３ １２０ 

埼 玉 県 １５９ ３ １ １５５ 

神奈川県 １９２ ８ １ １８３ 

新 潟 県 ３１ ０ ０ ３１ 

山 梨 県 ９ １ １ ７ 

長 野 県 ２７ ４ ０ ２３ 

合    計 ９１２ ３６ １２ ８６４ 

       ※単独型（管理型）であり、協力型施設でもある場合は、単独型 

        （管理型）に計上 

       ※単独型であり管理型でもある場合は管理型に計上 

 

        医科大学・歯科大学（附属）病院数          （単位：施設） 

府県名 

 

施設数 

施設数計 単独型相当 管理型相当 協力型相当 

茨 城 県 １ １ ０ ０ 

栃 木 県 ２ ２ ０ ０ 

群 馬 県 １ ０ １ ０ 

東 京 都 ２０ ６ ７ ７ 

千 葉 県 ７ ２ ４ １ 

埼 玉 県 ５ ０ ３ ２ 

神奈川県 ５ ０ ５ ０ 

新 潟 県 ２ ０ ２ ０ 

山 梨 県 １ １ ０ ０ 

長 野 県 ２ １ １ ０ 

合    計 ４６ １３ ２３ １０ 

    ※単独型（管理型）であり、協力型病院でもある場合は、単独型 

   （管理型）に計上 

     ※単独型であり管理型でもある場合は管理型に計上 

 

 

 ◎臨床研修病院等の情報については、下記ホームページを参照下さい。 

  サイト名：歯科医師臨床研修プログラム検索サイト 

（http://www.d-reisjp.org/common/ad0.php） 
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５．心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療について 

（１）制度の概要 

心神喪失の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関

する業務を所管しております。 

心神喪失の状態で重大な他害行為を行った者に対し継続的かつ適切

な医療並びにその確保のために必要な観察及び指導を行うことによっ

て、その症状の改善及びこれに伴う同様な他害行為の再発の防止を図

り、その社会復帰を促進することを目的として、「心神喪失等の状態

で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律（心神喪

失者等医療観察法）」が平成１７年７月に施行されました。 

この法律は、心神喪失の状態で重大な他害行為を行った者であって、

不起訴処分又は無罪等の裁判が確定した者に対しての処遇が定められ

たものであります。 

 

（２）業務概要 

関東信越厚生局では、対象者の医療を行う指定医療機関の指定、地

方裁判所の処遇決定に伴う指定医療機関の選定、入院処遇決定となっ

た対象者の指定入院医療機関への移送等を行っています。また､この法

律では、対象者の処遇を決定するために、裁判官と精神科医（精神保

健審判員）、必要に応じて精神保健福祉の専門家（精神保健参与員)

で審判が行われますが、その構成員を地方裁判所が選任するための精

神保健判定医及び精神保健参与員候補者名簿の作成なども行っていま

す。 

 

（３）実績                   （単位：件） 

   

   

 

      

   

 

 

 

 

 

 

 

その他、法施行に際し、制度の円滑な運用のために、厚生労働本省、

各都県担当部局、地方裁判所、保護観察所、鑑定病院等の関係機関と

度重なる打合せを行っております。 

 

 ◎心神喪失者等医療観察法についての情報は、下記を参照下さい。 

  (http://www.mhlw.go.jp/bunya/shougaihoken/sinsin/) 

 

 22 年度 21 年度 

指定入院医療機関の指定  １ ４ 

指定通院医療機関の指定 ９ １７ 

指定入院医療機関の選定及び移送 ９７ ９４ 

指定通院医療機関の選定  ５５ ５６ 

精神保健判定医の名簿収載 ３１４ ２８１ 

精神保健参与員の名簿収載 ２４０ ２３９ 

診療報酬請求の審査・支払 ５，６１９ ４，４４７ 

指定入院医療機関に対する指導監査 １０ ６ 

指定通院医療機関に対する指導監査  ３ ５ 
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６．医師確保及び地域医療の確保・推進について 

（１）制度の概要 

医師の確保に関すること及び地域医療の確保・推進に関する業務を

所管しております。 

 

（２）業務内容 

関東信越厚生局では、平成１８年度に成立した医療制度改革関連法

に基づき、地域や診療科による医師不足問題への対応や、医療計画・

健康増進計画等の見直し等に関して、地方自治体等に対し支援を行っ

ています。 

 

（３）実績 

     ２２年度 ２１年度 

地方公共団体からの医師派遣申請 申請なし 申請なし 

各都県が開催する地域医療対策協

議会等への出席 
３都県５回 

６都県 

１６回 

 

 

７．行政処分を受けた医師・歯科医師の再教育について 

（１）制度の概要 

医師等の行政処分に係る調査の実施に関する業務及び行政処分を受

けた医師等に対する再教育の実施に関する業務を所管しております。 

医師法及び歯科医師法の改正に伴い、平成１９年４月１日より、１

年以上の業務停止の行政処分を受けた医師・歯科医師、免許の取り消

し処分に対し再免許を受けようとする者は、再教育として個別研修（倫

理研修又は技術研修）を実施することになりました。 

    

（２）業務内容 

関東信越厚生局では、個別研修開始前における個別研修計画書の受

理及び個別研修終了後における個別研修修了証の交付を行っていま

す。 

 

（３）実績                 （単位：件） 

      ２２年度 ２１年度 

個別研修計画書受理 ８ ６ 

個別研修修了証交付 ６ １０ 
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８．薬事監視業務 

８－１ 医薬品製造業等の許可業務について 

（１）制度の概要 

業として医薬品等を製造する場合は、薬事法に基づき、あらかじめ厚

生労働大臣の許可を取得する必要があります。厚生労働大臣の指定する

医薬品等を製造する製造所の許可については、地方厚生局長にその権限

が委任されており、それ以外の医薬品等を製造する製造所の許可につい

ては、都道府県にその権限が委譲されています。 

 

（２）業務内容 

関東信越厚生局ではこれらの許可に関する申請書及び届出書につい

て、所定の要件を満たしているかを審査します。 

 

   ア 厚生労働大臣の指定する医薬品、医療機器 

・生物学的製剤 

・放射性医薬品 

・国家検定医薬品 

・遺伝子組換え技術応用医薬品 

・細胞培養技術応用医薬品 

・細胞組織医薬品 

・特定生物由来製品医薬品 

・細胞組織医療機器 

 

   イ 地方厚生局における具体的業務 

     製造業等申請及びその届出に係る処理事項 

・医薬品、医療機器製造業許可 

・医薬品、医療機器製造業許可更新 

・医薬品、医療機器製造業区分追加（変更）許可 

・生物由来製品製造管理者の承認 

・各種届出の受理（変更、休止、廃止、再開の届） 

・医薬品製造、医療機器製造業許可証書換・再交付 

 

（３）実績                     （単位：件） 

       ２２年度 ２１年度 

医薬品・医療機器製造業の許可等件数 １３５ １２１ 

         （＊詳細は第Ⅴ章資料・データ集 医事課関係を参照） 
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８－２ 毒物劇物製造業等の登録等事務について 

（１）制度の概要 

 毒物及び劇物取締法に基づき、毒物劇物製造業又は輸入業の登録を

受けた毒物劇物営業者でなければ、毒物及び劇物を販売又は授与の目

的で、製造又は輸入してはならない。また、毒物劇物販売業の登録を

受けた者でなければ、毒物及び劇物を販売し、授与し、又は販売若し

くは授与の目的で貯蔵し、運搬し、若しくは陳列してはならないとさ

れています。このうち毒物劇物製造業又は輸入業の一部の登録に係る

厚生労働大臣の権限が地方厚生局に委任されています。（毒物劇物製

造業又は輸入業の一部及び毒物劇物販売業の全部の登録が都道府県知

事の権限となっています。） 

  

（２）業務内容 

関東信越厚生局では、これらに係る申請書及び届出書について、所

定の要件を満たしているかを審査します。 

 

ア 地方厚生局長が行う登録業の範囲 

  都道府県知事が行う製造業及び輸入業（製剤の製造若しくは原

体の小分けのみを行う製造業者又は製剤の輸入のみを行う輸入業

者）以外の製造業及び輸入業です。 

 

イ 地方厚生局における具体的業務 

  事務処理する申請及び届出 

   ・毒物劇物製造（輸入）業登録 

   ・毒物劇物製造（輸入）業登録更新 

   ・毒物劇物製造（輸入）業登録変更（品目追加） 

   ・登録票（許可証）書換え交付 

   ・登録票（許可証）再交付 

   ・毒物劇物取扱い責任者設置届（変更届） 

   ・各種変更届 

 

（３）実績                    （単位：件） 

       ２２年度 ２１年度 

毒劇物営業者の登録等業務件数 １，１６８ １，１５０ 

        （＊詳細は第Ⅴ章資料・データ集 医事課関係を参照）  
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８－３ 輸入監視業務（薬監証明発給業務）について 

（１）制度の概要 

平成 17 年 3 月 31 日薬食発第 0331002 号厚生労働省医薬食品局長通

知「医薬品等輸入監視要領の改正について」の別添「医薬品等輸入監

視要領」に基づき、薬事法又は毒物及び劇物取締法の規定により、輸

入される医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器、毒物及び劇物の検

査を通関前に行い、無許可、無登録品又は不良品等が違法に国内に流

通することを未然に防ぐことを目的とし、通関前に輸入者に指定の書

類を提出させています。 

 

（２）業務内容 

地方厚生局では、上記提出書類を審査し、問題がなければ「厚生労働

省確認済輸入報告書」（以降「薬監証明書」という。）を発給します。 

 

ア 輸入監視業務の所轄範囲 

函館税関、東京税関及び横浜税関で通関される輸入貨物 

（参考） 

・近畿厚生局：名古屋税関、大阪税関、神戸税関、門司税関及び長崎

税関 

・九州厚生局沖縄麻薬取締支所：沖縄地区税関 

 

 

（３）実績                     （単位：件） 

       ２２年度 ２１年度 

薬監証明書発給件数  ３６，７４９件 ３４，１０９件

薬監証明等に係る電話照会件数 約１，０００件/月 約１，０００件/月

         （＊詳細は第Ⅴ章資料・データ集 医事課関係を参照） 
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８－４ 立入検査等業務 

（１）制度の概要 

医薬品等の製造業の許可要件として、その製造所（前期の許可を受

けた業態）の構造設備が厚生労働省令で定める基準に適合することが

求められています。地方厚生局では、平成 16 年 3 月まで医薬品等の大

臣許可施設に対して厚生労働省令で定める基準に適合しているかを実

地又は書類により調査していたが、平成 16 年 4 月よりこの業務を独立

行政法人医薬品医療機器総合機構に行わせることとなりました。 

 

（２）業務内容 

地方厚生局ではその結果を受け許可要件を満たしているかどうかを

確認することとなりました。 

ただし、許可対象施設において違反が判明した場合等、保健衛生上

の確保を図る必要性があると判断される場合には、事情聴取や立入検

査等を行い、その結果に応じて報告命令や改善命令及び業務停止の法

に基づく執行を、厚生労働省医薬食品局監視指導・麻薬対策課と連絡、

相談しながら実施します。 

  参考：製造所が遵守すべき要件 

              「医薬品及び医薬部外品の製造管理及び品質管理規則」 

              「医療用具の製造管理及び品質管理規則」 

              「放射性医薬品の製造及び取扱規則」 

              「薬局等構造設備規則」 

 

（３）実績 

なし（医薬品製造業の廃止届に伴う現地調査の同行(任意) １件実施） 

 

８－５ 医薬品等輸入届書の確認業務について 

（１）制度の概要 

未承認医薬品等の日本国への不法な持込の水際での防止及び医薬品

等の輸入の際の通関手続きの円滑化・効率化の観点から、改正薬事法

の施行に伴い平成１７年４月１日より、医薬品等を輸入し、製造販売

又は製造しようとする製造販売業者又は製造業者は、通関のときまで

に輸入品目等を届けなければならないこととされています。 

   

（２）業務内容 

地方厚生局では、提出された輸入届書について、添付書類との照合

により記載内容の確認を行い、届出者に確認印を捺印したものを返送

します。 

 

（３）実績                    （単位：件） 

       ２２年度 ２１年度 

医薬品等輸入届の確認件数 ２４，４２６ ２４，７８９ 

        （＊詳細は第Ⅴ章資料・データ集 医事課関係を参照）  
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食品衛生課 

 

１．総合衛生管理製造過程の承認について 

（１）制度の概要 

平成７年５月、食品衛生法及び栄養改善法の一部を改正する法律が公布さ

れ、食品の製造等に関して危害を未然に防止する衛生管理手法として国際的

にも有効とされるＨＡＣＣＰ(Hazard Analysis and Critical Control Point)に基づ

く総合衛生管理製造過程の承認制度が創設されました。本制度は、規制緩和

策の一環として発足し、承認を受ければ必ずしも食品衛生法の製造基準によ

ることなく、独自の方法により食品を製造できる仕組みを導入したものです。

平成１５年の食品衛生法の改正では本制度の一層の充実・強化を図るため、

一定の有効期限（３年間）を設定する更新制度が導入されました。 
  

（２）業務内容 

関東信越厚生局においては、総合衛生管理製造過程の申請（新規、更新、

変更）内容の審査、立入調査、定期監視を通じて事業者への指導を行い、Ｈ

ＡＣＣＰによる衛生管理の推進とその基礎を成す一般的衛生管理、特に事業

者による内部検証の向上に努めています。 

      ・総合衛生管理製造過程の承認審査等 

     ・事前相談（申請者及び都道府県等） 

     ・書類審査（原料から製品出荷までの製造工程での衛生管理及び科学的根

拠に基づいた重要な管理点の設定等承認基準に基づく審査） 

     ・立入調査（現地における製造工程の確認及び改善指摘などの調査） 

     ・指摘事項の確認（書類審査、現地調査で発出した指摘事項に対す      

る改善状況などの確認・審査） 

     ・承認書の交付 
   
（３）実績                          （単位：件） 

 
 

 

 

 

 

 

 

総合衛生管理製造過程施設一覧（関東信越厚生局管内）及び立入調査

結果の主な指摘事項は、以下のページに掲載していますのでご覧くださ

い。（関東信越厚生局ホームページ内） 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/shokuhin

/index.html 

 ２２年度 ２１年度 
実績 計画 実績 実施率 

新規承認検査件数       １  １２ 
変更承認検査件数       １２ ７ 
更新承認検査件数      ６１ ２４ 
その他の検査件数 ９７ １３９ 

年度計 １７６ １７１ 97.2％ １８２ 
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 ２．食品衛生法の規定に基づく登録検査機関の登録及び監督並びに食品衛生検査施 

   設に対する技術的助言について 

（１）制度の概要 

食品衛生法第２９条に規定される都道府県等の食品衛生検査施設及び   

法第３１条に規定される登録検査機関では、食品衛生検査技術の高度化・多

様化に伴い試験検査の信頼性を確保する見地から、適切な業務管理を実施す

る必要が生じ、平成７年の食品衛生法改正時にこれらの食品衛生検査施設及

び登録検査機関にＧＬＰ（Good Laboratory Practice）による業務管理が導入さ

れました。さらに、平成１５年の食品衛生法の改正によって公正性・中立性

を備える民間法人でも検査が実施できるように指定制度から登録制度に移行

され、定期的な見直しを行うための更新制度の導入、検査の技術的基準が設

けられ、制度の透明性が図られています。 

         
（２）業務内容 

関東信越厚生局では、検査機関の登録業務の他に登録検査機関に対して業

務規程の遵守、試験検査の精度管理及び業務管理の実施、帳簿等の適正な記

録とその保存をはじめとしたＧＬＰへの適合性に関する監査指導等を実施し

ています。また、地方衛生研究所等の自治体が設置する食品衛生検査施設に

対しては、必要に応じＧＬＰに関する技術的助言を行っています。 

   ①登録検査機関 

     登録・認可に関する事項 

     ・登録の申請 

     ・検査事業所の設置等の届出受理 

     ・業務規程の認可及び変更認可 

      ・検査業務の休止・廃止の許可 

      ・登録事項変更の届出受理 

      ・適合命令、改善命令 

     製品検査・自主検査等の業務管理に関する事項 
          ・業務管理に関する技術上の基準への適合性（組織、施設・検査器具等 
            の管理、製品検査の管理、信頼性確保業務等）に係る監査指導 

     ・業務規程の遵守に係る監査指導 

     ・帳簿の記載事項・保存に関する監査指導 

     ・立入調査等の実施 
 

   ②検疫所が行う試験及び検査の業務に関する点検及びその結果に基づく助言 
 

③都道府県等の食品衛生検査施設に対する技術的助言等 
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（３）実績 

①新規登録施設   ０施設 

 平成 22 年度 計画 実績 実施率 
登録検査機関への立入回数（定期）   

３７件
３９件 

124.3％ 
登録検査機関への立入回数（臨時）   ７件 

    登録検査機関に対する精度管理研修会の開催 １回 
  ・実施年月日  平成２３年３月４日 

  ・実施場所   さいたま新都心合同庁舎１号館５階会議室 

 
②自治体関係者への業務管理研修会 

    自治体開催の精度管理研修会へ講師派遣   １回 
・平成２２年度食品衛生検査 GLP 担当者会議（新潟県） 

  ・実施年月日  平成２３年３月１０日 

  ・実施場所   新潟県庁職員会館 

 

登録検査機関の一覧（関東信越厚生局管内）及び監査結果の主な指摘事項は、

以下のページに掲載していますのでご覧ください。（関東信越厚生局ホームペ

ージ内） 
http://kouseikyoku.mhlw.go.JP/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/shokuhin

/index.html 

 

 ３．食品の安全確保に関するリスクコミュニケーションについて 

（１）制度の概要 

平成１５年に食品安全基本法の制定及び食品衛生法の改正により、国民の

健康保護を優先する新たな食品安全行政の基本的な方策として「リスク分析

手法」が導入され、その具体的な実施と展開を支える柱として「リスクコミ

ュニケーション」が位置づけられました。厚生労働省では、平成１５年から

内閣府（食品安全委員会）、農林水産省との連携を図りながら、消費者、食

品関連事業者、専門家、メディアなどとのリスクコミュニケーションの取組

を進めています。 

 

（２）業務内容 

関東信越厚生局では、自治体と協力しながらリスクコミュニケーションの

実施について取組を行っています。 

 

（３）実績 

  「安全な食品ができるまで（施設見学型）」（さいたま市共催） 

   ・実施年月日  平成２２年８月２３日 

   ・実施場所   株式会社ロッテ浦和工場（さいたま市） 

 

  「食の安全・安心シンポジウム～食品添加物とのつきあい方～」意見交換会 

（埼玉県共催） 

73

http://kouseikyoku.mhlw.go.JP/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/shokuhin/index.html


     ・実施年月日  平成２３年１月３１日 
          ・実施場所      さいたま新都心合同庁舎１号館２階講堂（さいたま市） 
     食品の安全性に係る意見交換会の実施結果は、以下のページに掲載してい

ますのでご覧ください。（関東信越厚生局ホームページ内） 
http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/shok

uhin/index.html 

 

  ４．健康の保持増進効果等に係る虚偽・誇大広告等の表示の禁止について 

（１）制度の概要 

健康の保持増進に役立つものとして販売される食品が増加してきており、

これらの食品について虚偽又は誇大な広告が行われた場合、これを信じた国

民が適切な診療の機会を失う等のおそれがあることから、健康増進法の一部

が改正（平成１５年５月３０日）され、食品として販売するものに関し、健

康の保持増進効果等について著しく事実に相違する表示を行い、又は著しく

人を誤認させるような表示をしてはならないこととされました。 

この規定に違反し、かつ、国民の健康の保持増進に重大な影響を与えるお

それがある表示の場合、その者に必要な措置をとるべき旨の勧告、および勧

告に従わない場合の命令の権限が平成１６年４月１日より厚生労働大臣から

地方厚生局長にも委任されました。また、平成２１年９月１日には消費者庁

が設置されたことに伴い、健康増進法に係る虚偽・誇大広告等の表示取締の

権限について厚生労働大臣から内閣総理大臣（消費者庁長官）に移管されま

した。 

 

（２）業務内容 

関東信越厚生局では、食品として販売するものに関し、健康の保持増進効果

を謳う表示について事業者への指導及び消費者庁や自治体と連携を図りなが

らその指導等を行っています。 

 

（３）実績                     （単位：件） 

       
      

           

   

５．食肉輸出施設に対する認定について 

（１）制度の概要 

国産牛肉の米国への輸出は、米国政府が定める施設の構造・設備、衛生管

理及び検査法等の衛生要件に適合すること、並びにこれらの適正な実施が米

国政府の査察により確認されることが要件となっています。    

また、カナダ政府、香港政府も同様な政策を行っており、平成１９年３月

に対米国輸出食肉取扱い施設が対カナダ輸出食肉取扱い施設として認定さ

れ、平成２０年１月に対香港輸出食肉取扱い施設として、また、平成２１年

７月には対シンガポール輸出食肉取扱い施設としても認定されました。 

 ２２年度 ２１年度 
自治体からの相談及び指導     ５４ ３５ 
事業者からの相談及び指導     １ １ 
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（２）業務内容 

関東信越厚生局では、対米国輸出食肉取扱い施設として認定されてい

る施設に対して、毎月１回の査察を行うとともに輸出施設等の監視・改

善指導等を実施しています。 

①食肉輸出施設の認定準備作業 

    ・事前相談（申請者及び自治体等） 

    ・認定に関する本省との連絡調整 

②認定施設に対する査察及び指導 

    ・認定施設への定期的な現地査察（１２回／年） 

    ・査察結果に基づく改善措置を自治体に通知するとともに本省へ報告 

    ・輸入国による査察の際の対象施設への同行 
 

（３）実績                  （単位：回） 

   
   

 

   食肉輸出認定施設一覧は、以下のページに掲載していますのでご覧く

ださい。 

（関東信越厚生局管内：関東信越厚生局ホームページ内） 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/shokuhi

n/index.html 

（全国：厚生労働省ホームページ内） 

http://www.mhlw.go.jp/topics/haccp/other/yusyutu_syokuniku/inde

x.html 

 

  ６．対ＥＵ、対米国輸出水産食品認定施設に対する認定に係る指導、確認及び査察

について 

（１）制度の概要 

ＥＵ域内に輸出される水産食品については、その加工場等がＥＵの定めた

要件に適合しなければならないこととされましたが、一方、米国では、水産

食品に対するＨＡＣＣＰの導入に関する連邦規則が平成９年１２月１８日か

ら施行され、この規則が我が国から米国へ輸出される水産食品に対しても適

用されることとなり、その取扱いについて厚生省（当時）は平成９年１２月

に「対米輸出水産食品の取扱い要領」を定めました。 

このため、ＥＵや米国に水産食品を輸出する場合にあってはこれらの   

要領に基づいて、都道府県等がＨＡＣＣＰをはじめとした諸要件を具備   

していることを確認した認定施設において、製造加工された水産食品の   

みが輸出可能となっています。 
 

（２）業務内容 

 ２２年度 ２１年度 
現地査察     １１ １２ 
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関東信越厚生局では、水産食品取扱施設の認定に係る現地調査や認定後の

現地査察等について自治体とともに実施しています。 

   ①認定に係る指導・確認 

     ・自治体からの事前確認 
     ・認定可否の決定（自治体の審査及び調査の結果に基づいた協議に対す

る可否決定及びその結果の通知） 

    ②認定施設に対する査察・調査 

     ・認定施設への定期的な現地査察（年間の査察計画、対ＥＵ２回／年、

対米１回／年） 

     ・査察結果の通知（対象施設の改善指導等を自治体へ通知）  

      ・認定施設及び登録施設の新規認定に係る現地調査（対ＥＵ２施設） 
 

（３）実績                       （単位：回） 

 

 

 

   

    

対ＥＵ、対米国輸出水産食品認定施設一覧（関東信越厚生局管内）は、以

下のホームページに掲載していますのでご覧ください。（関東信越厚生局ホ

ームページ内）       

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/shokuhin/ind

ex.html 

 

 ７．食中毒に係る調整事務について 

（１）制度の概要 

食中毒の発生を防止するため、当局管内の地方自治体（５０自治体）に所

属する食品衛生監視員が食品関係営業施設に対して監視指導を実施していま

す。近年の食品の広域流通化を踏まえ、複数の都道府県をまたがるような大

規模食中毒事件の発生時には迅速な対応を図ることを目的として、厚生労働

本省の指示に基づき、地方厚生局が都道府県等と共同で立ち入り調査等を行

い、また、日常の食中毒予防対策等の実施及び食中毒事件の情報収集に関し

ても都道府県等と厚生労働省との間の連絡調整を行うこととされています。 
 

（２）業務内容 

関東信越厚生局においては、複数の都県をまたがるような大規模食中毒の

発生時には自治体等と共同で立ち入り調査等を行います。また、日常の食中

毒対策等の実施及び食中毒事件の情報収集について、自治体及び厚生労働本

省と連携を図り調整を行っています。 

    ・食中毒事例の情報収集 

    ・自治体との連絡調整 

    ・厚生労働本省の指示に基づく調査 

 ２２年度 ２１年度 
計画 実績 実施率 実績 

対米国輸出水産施設 １０ １０ １００％ １２

対ＥＵ輸出水産施設  ６ ８ １３３．３％ ７
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  （３）実績                   （単位：件） 

   
   

 
  

 ２２年度 ２１年度 
食中毒速報等収集     １９８ ２５３ 
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保険課 
 

医療保険制度の概要 

   医療保険制度とは相互扶助の精神のもとに、企業のサラリーマンや事業

主が普段から保険料を出し合い、病気、けが、出産、死亡などのときに必

要な医療や現金の給付を受けることにより、国民の生活の安定と福祉の向

上に寄与することを目的とした制度です。【別表１】 

 
○ 医療保険制度の種類 

我が国の医療保険制度は職域保険である「被用者保険」と、地域保険である

「国民健康保険」とに大別されます。被用者保険には、民間企業や団体に雇用

されている人たちを対象とした「健康保険」、公務員を対象とした「共済組合」

などがあり、すべての国民が労働の形態、職種、職域等によって、いずれかの

制度に加入する国民皆保険の制度となっています。 

                              

 制 度 加 入 者 保険者 

被
用
者
保
険 

健康保険 企業のサラリーマン・OL が加入 
健康保険組合 

全国健康保険協会 

船員保険 船員として船舶所有者に使用される方が加入 全国健康保険協会 

共済組合 国家公務員・地方公務員が加入 共済組合 

地
域
保
険 

国民健康保険 自営業者等、被用者保険の加入者以外の方が加入 市区町村 

後期高齢者医療制度 
７５歳以上の方および６５歳～７４歳で一定の障害の

状態がある方で、広域連合の認定を受けた方が加入 
後期高齢者医療広域連合 

 

 

保険課の業務内容 

関東信越厚生局保険課の所掌する業務は、健康保険の保険者である健康保険

組合及び全国健康保険協会（以下「協会けんぽ」という）支部に対する指導監

督です。【別表２】 

健康保険組合及び協会けんぽ支部は、国の医療保険制度の一端を担っ

ていることから、医療保険制度に支障を来さないよう、適正な医療給付

と健全な財政を確保するため、厳正に指導監督を実施しています。 

保険課では、その他、設立・解散・合併等の事務指導、認可申請書等の

審査事務、届書の確認事務、各種証明事務、諸調査及び諸統計の取りま

とめなどを行っています。 
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１．健康保険組合について 

（１）制度の概要 

健康保険組合は、健康保険法に基づき国の健康保険事業を代行する

公法人です。企業のサラリーマンが加入し、企業が単独で設立する

場合は７００人以上、同業種の複数の企業が共同で設立する場合は

３，０００人以上の被保険者数が必要であり、国の認可を受けて設

立します。 

 

平成２３年３月末現在、当管内における健康保険組合数は８１７

（茨城１５、栃木９、群馬１１、埼玉３２、千葉３４、東京５９４、

神奈川７８、新潟１７、山梨５及び長野２２）組合であり、全国の

１，４５８組合のうちの５６.０％を占めています。 

平成２２年度における新設組合等については、次のとおりです。 

 

    （新設） 

     平成２２年１０月１日 聖路加健康保険組合 

平成２２年１１月１日 アボット健康保険組合 

    （分割による新設） 

平成２２年１０月１日 ＡＬＩＣＯ健康保険組合 

    （解散） 

     平成２２年４月１日  秩父鉄道健康保険組合 

千葉県石油健康保険組合 

ピーエス三菱健康保険組合 

    （合併による消滅） 

平成２２年４月１日   茨城銀行健康保険組合 

三越健康保険組合 

三菱商事ユニメタルズ健康保険組合 

新日鉱グループ健康保険組合 

日本マタイ健康保険組合 

平成２２年１０月１日 日立金属健康保険組合 

                      

（２）実績 

      ① 各申請書等の処理件数 

                                                         （単位：件）  
 規約変更認可 

申請書等の認可 

規約変更届書等

の受理

厚生労働大臣への

提出書類の経由

公法人証明 

印鑑証明  
２２年度    ４，７２６    ９，０９９ １０，６５２   ３，４６９

２１年度    ４，６７６    ７，４４４ １０，７７６   ３，３８７

 
      ② 指導監督 

健康保険組合への実地指導監査は、平成１３年３月２２日保発第

７６号厚生労働省保険局長通知及び平成２２年３月３１日保保発０

３３１第４号厚生労働省保険局保険課長通知において示された実地

指導監査の実施方針に基づき、次の組合に対して適正かつ円滑な組

合運営を図る観点から実施しました。 
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・準備金等の合計額が法定給付費等の３ヶ月分相当未満若しくは給付 

費等臨時補助金の交付を３年度継続して受けている財政窮迫組合 

・保険料の未収や診療報酬の未払いのある組合 

・被保険者一人当たりの医療費が全組合の医療費の平均を大幅に超え

ている組合 

・前回監査から相当期間が経過している組合 

 

 計 画 実 績 実 施 率 

２２年度 １７１件 １７１件 １００％ 

２１年度 １２０件 １２４件 １０３.３％ 

      

主な指摘事項等 

・レセプト点検等の外部委託については、個人情報保護及び事故防止

の観点から、契約書に基づく業務処理状況の調査・監査を、現地に

赴き定期的に実施すること 

・会計諸帳簿は、記帳原因が生じた都度記帳するとともに、定期的に

関係諸帳簿との突合を適確に行うこと 

・収入支出予算科目の取扱いは、予算編成基準の科目説明に基づき適

正に行うこと など 

    その他、監査実施状況、指摘事項等につきましては関東信越厚生局の 

ホームページを参照ください。 

（監査実施状況） 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/hoken

/documents/h22_kenkokumiai_kekka.pdf 

（指摘事項等） 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/hoken

/documents/h22_shido_kekka.pdf 

 

２．協会けんぽ支部について  
  （１）制度の概要 

中小企業等のサラリーマン等が加入する健康保険は、従来、国（社

会保険庁）で運営していましたが、平成２０年１０月１日に協会けん

ぽが設立されたことにより、当管内１０都県に所在する支部の指導監

督を行うこととなりました。  
 

 （２）実績 

      ① 各申請書等の処理件数 

      協会けんぽ支部が自ら滞納処分を行う場合は、滞納処分認可申請

書を提出し認可を受けなければなりませんが、平成２２年度は申請

がありませんでした。  
 
    ② 指導監督 

      平成２２年１月７日保保発第０１０７第１号厚生労働省保険局

保険課長通知において示された実地指導監査の実施方針に基づき、

協会けんぽ３支部(茨城、山梨、新潟)に対し実施しました。  
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                         【別表１】 

 
                                                  

【別表２】 

健 康 保 険 制 度 の 概 要

関東信越厚生局
（保険課）

事業主
（適用事業所）

医療機関

被保険者 被扶養者

保険料

申
請

保険料
（給与天引き）

認
可

自己負担

医療費
請求

医療費
支払

診療

健康保険組合

協会けんぽ

指導

監督

社会保険
診療報酬支払基金

 

病院

診療所
「医療法」 

【 医療提供体制 】患者（被保険者） 患者（被保険者） 
②受診・窓口負担

③診療

①保険料 
⑤支払

④請求

・７５歳以上
１割負担
（現役並み所得者は３割負担）

・７０歳以上 75 歳未満 
２割負担 ※ 
（現役並み所得者は３割負担）

・義務教育就学後から 70 歳未満

３割負担

・義務教育就学前 
２割負担

行政機関 行政機関 

国 

都道府県 

市町村

公費負担

国民健康保険 １９１５ 約３９１０万人

協会健保 （旧政管健保） １ 約３４８０万人

組合管掌健康保険 １４７３ 約３０００万人

共済組合 ８４ 約９００万人

（保険者数） （加入者数）（主な制度名） 

※ 保険者数・加入者数は平成２２年３月末時点

保険者保険者

 我が国の医療制度の概要

「保健師助産
師看護師法 」

「歯科医師法」

「医師法」 医師

保健師

助産師

看護師

歯科医師 
「薬剤師法」薬剤師

その他の医療従事者

国家資格者について 
は各根拠法あり 

【 医療保険制度 】

※ 平成 20 年 4 月から 4 年間、1 割に据え置く

後期高齢者医療制度 ４７ 約１３９０万人各保険者 
支援金

公費負担 

※保険者数・加入者数は平成 22 年 3 月末時点 
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年金課 
  

１．厚生年金基金について 

（１）制度の概要 

厚生年金基金制度は、国の老齢厚生年金の一部を国に代わって支給

する（代行給付）とともに、厚生年金基金ごとに定められた独自の上

乗せ給付（プラスアルファ部分）を行う企業年金制度で、従業員によ

り手厚い老後保障を行うことを目的として、昭和 41 年に発足しまし

た。  
      その後、生活水準の向上や経済・投資環境の変化などを踏まえ、制

度の充実・改善が図られてきました。平成 14 年 4 月の法律改正から

厚生年金基金は、代行部分を国へ返し（代行返上）、確定給付企業年

金へ移行することも認められるようになっています。  
厚生年金基金は、厚生年金保険法に基づき厚生労働大臣の認可を受

け、特別の公法人として制度の運営・管理を行っています。  
                                        

         【基金に加入していない者】       【基金に加入している者】 

 

                                                                 
 

                                                                
 

                
              
                               

                                  
 
 

（２）業務内容 

関東信越厚生局では、管内、１都９県の厚生年金基金にかかる規約

変更認可申請書、規約変更届書等の受理、認可、厚生労働大臣への提

出書類の経由及び公法人証明・印鑑証明並びに厚生年基金の指導監督

などの業務を行っています。  
 

（３）実績 

①各申請書等の処理件数 

厚生年金基金から受理した規約変更届書等の認可等の処理件数は

以下のとおりです。  
（単位：件）  

 規約変更認可申

請書等の認可  
規約変更届書等

の受理  
厚生労働大臣への

提出書類の経由  

公法人証明・印鑑

証明等  

平成２２年度  １，０８８  １，８４６ ２，８３７ ９８６

平成２１年度  １，１７４  ２，１５０ ３，２８３ １，００５

国民年金  
（老齢基礎年金）  

国民年金  
（老齢基礎年金）  

厚生年金  
（老齢厚生年金）   再評価・スライド部分  

（老齢厚生年金）  

代行部分  

プラスアルファ部分  

国から  

支 給  国から  

支 給  

基金から

支  給
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②指導監督 

厚生年金基金制度の適正な運営等を確保する観点から、指導監督に

あたっては、法令・通達等に基づき適正な業務執行が図られているこ

と、事業運営の内容が円滑かつ適正に行われていることを主眼として

実施しています。  
なお、基金の選定にあたっては、年金給付費等積立金の水準、加入

員数の減少及び掛金の未収率などに着目して選定しています。  
     また、解散した厚生年金基金に対して、財産目録等承認申請時及び

決算報告書等承認申請時に実地監査を実施しています。  
 
     ア 実地監査件数  

（単位：件）  
 平成２２年度  平成２１年度  

現 存 の 厚 生 年

金基金  
解 散 し た 厚 生

年金基金  
現 存 の 厚 生 年

金基金  
解 散 し た 厚 生

年金基金  

計 画  ６８  ―  ６４ ―  

実   績  ６６  ５ ５６ ６

実  施  率  ９７％  ―  ８８ ―  
 
 
     イ 主な指摘事項  

事   項  指 摘 事 項  

代議員関連  

代議員会の表決は規約・代議員会

会議規程に基づき行い、代議員会

会議録には表決の経過を記載す

ること。  

掛  金  関  連  

延滞金の調査確認及び調査決定、

納入告知は、法令及び厚生年金基

金事務取扱い準則に基づき、遅延

なく適正に行うこと。  

財務・会計関連  

随意契約により調達を行う場合

は、価格の比較により業者を決定

した際には複数の業者の見積書、

また総合的な評価により決定し

た際には評価結果等が記載され

た書類を作成することにより随

意契約の理由を明らかにし、決裁

を受けること。  
     ・平成 22 年度厚生年金基金実地監査の結果については、以下のページに

掲載していますので、ご覧下さい。  
（関東信越厚生局ホームページ内）         

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/
nenkin/documents/kansakekka.pdf 
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２．確定拠出年金について 

（１）制度の概要 

確定拠出年金制度は、個人又は事業主が拠出した資金（掛金）を将

来の年金給付のために、個人が自己責任において運用の指図を行う制

度です。  
なお、給付額は掛金とその運用収益との合計額をもとに決定されま

す。  
      確定拠出年金が導入された背景には、少子高齢化の進展、高齢期の

生活の多様化、雇用の流動化等の社会経済状況の変化に十分対応し、

老後の生活への備えを一層安定したものとするため、新たな選択肢と

して、自己責任を「原則」とする制度として平成 13 年 10 月に発足し

ました。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）業務内容 

関東信越厚生局では、管内、１都９県に所在する確定拠出年金を実

施している事業所にかかる規約承認申請書及び規約変更承認申請

書・規約変更届出書等の受理を行い、関東信越厚生局長が承認をして

います。  
 

（３）実績 

事業主から受理した規約承認申請書及び規約変更承認申請書・規約

変更届出書等の処理件数は以下のとおりです。  
                             （単位：件）  

 規約承認申請書

の承認  
規約変更承認書

等の承認  
規約変更届書等

の受理  

平成２２年度  ２５４ ７３２ ２，０４６  

平成２１年度  ２０８ ８７３ １，９５８  
 

３．確定給付企業年金について 

（１）制度の概要 

確定給付企業年金は、平成 14 年 4 月に発足した最も新しい制度で、

労使合意の年金規約に基づき、事業所と信託会社・生命保険会社等が

給付（原則「６０歳」から年金又は一時金を給付） 

運用指図

掛   金  

給付請求  

会  社  

加入者

受給者  

資産管理機関  

運営管理機関  

運用指図の通知  給付の通知  

原則、６０歳になると  
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契約を結び、母体企業の外で年金資産を管理・運用し年金給付を行う

「規約型」と母体企業とは別の法人格をもった基金を設立した上で、

この基金において年金資産を管理・運用し年金給付を行う「基金型」

があります。    
 

【基金型（企業年金基金）の概念図】 

       
 
 
 
 
 
 

 

 

【規約型の概念図】 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

（２）業務内容 

関東信越厚生局では、管内、１都９県に所在する確定給付企業年金

を実施している事業所及び企業年金基金（以下、「企業年金基金等」

という。）にかかる規約認可・承認申請書、規約変更認可・承認申請

書、規約変更届出書等の受理、承認、厚生労働大臣への提出書類の経

由及び公法人証明・印鑑証明並びに指導監督などの業務を行っていま

す。  
 

（３）実績 

①各申請書等の処理件数 

企業年金基金等から受理した各申請書等の処理件数は以下のとお

りです。  
                              （単位：件）  

 規約承認申請書・

規約変更承認申請

書等の承認等  

規約変更届出書

等の受理  
厚生労働大臣へ

の提出書類の経

由  

公法人証明・印

鑑証明  

平成２２年度  ７９２ ３，３５５ ２，５３１ ９０８

平成２１年度  ８２８ ３，１４９ ２，１２６ ９５９

給 付  

給  付  

請 求  

契 約  掛 金  
事業主  執行機関  

信
託
会
社
等 

企業  企業年金基金  

事業主  

企業  

受給権者  

信
託
会
社
等 

掛   金  

信託契約・保険契約等  

支払指図  
請 

求 

受給権者  
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②指導監督 

確定給付企業年金制度の適正かつ効率的な事業運営を確保する観

点から指導監督にあたっては、企業年金基金等において法令及び規約

等に基づき適正に運営されているか個別具体的に確認することとし

ています。  
    なお、企業年金基金等の監査は、書面及び実地により行います。  
 
    ア 監査件数  

（単位：件）  
 書面監査  実地監査  
平成２２年度  

  計 画  ５０ ５  

平成２２年度  

  実 績  ５０ ４  

実  施  率  １００％ ８０％  

 

 

４．国民年金基金について 

（１）制度の概要 

国民年金基金制度は、国民年金しかない自営業者等の方々と国民年

金に上乗せして厚生年金のあるサラリーマンとの年金格差を是正す

る観点から、国民年金（老齢基礎年金）に上乗せする給付を支給する

制度として平成３年５月に発足しました。  
国民年金基金は、厚生労働大臣の認可を受けた公法人で、全国の 

４７都道府県で設立された地域型国民年金基金と、職種別に設立され

た職能型国民年金基金の２種類があります。  
 
       【自営業等の方の上乗せ給付  【サラリーマン等の方の上乗せ 

の概念図－国民年金基金】    給付の概念図－厚生年金基金】 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）業務内容 

関東信越厚生局では、管内、１都９県の国民年金基金にかかる規約

変更認可申請書・規約変更届出書等の受理、認可、厚生労働大臣への

提出書類の経由及び公法人証明・印鑑証明並びに指導監督などの業務

を行っています。  

国民年金  
（老齢基礎年金）  

国民年金  
（老齢基礎年金）

国民年金基金  
厚生年金基金  

老齢厚生年金   
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（３）実績 

①各申請書等の処理件数 

       国民年金基金から受理した規約変更届書等の認可等の処理件数は

以下のとおりです。  
（単位：件）  

 規約変更認可

申請書等の認

可  

規約変更届書

等の受理  
厚生労働大臣

への提出書類

の経由  

公法人証明・

印鑑証明  

平成２２年度  ３  ４７  ２２３  ３５  

平成２１年度  ８  １３１  ２１６  ２０  
 

②指導監督 

国民年金基金の指導監督にあたっては、基金の自立の推進を図る

観点から、制度の周知を図るための広報活動の実施状況、加入員確

保事業の推進状況等を中心に実施することとしています。  
     

ア 実地監査件数  
（単位：件）  

      平成２２年度  平成２１年度  
地域型国民  
年金基金  

職能型国民  
年金基金  

地域型国民  
年金基金  

職能型国民  
年金基金  

計 画  ２  ６  ２  ９  

実   績  ２  ６  ０  ６  

実  施  率  １００％  １００％  ―  ６７％  

           
イ 主な指摘事項  

事   項  指 摘 事 項  

加入勧奨業務  

加入員確保事業については、母体

の協力を得て加入促進を行って

いるが、加入員が減少傾向にある

ことから、引き続き加入促進に努

めること。  

代議員関連  

代議員会、理事会の運営について

は、規約及び代議員会会議規程、

理事会会議規程に基づき行い、会

議録にはその経過を詳細に記載

すること。  

適  用  関  連  加入員資格は、法令・規約どおり

に取り扱うこと。  
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管理課 

 
１．医療法人の定款変更の認可等について 

（１）制度の概要 
医療法人は医療法に基づく法人であり、昭和２５年の医療法改正によ

り制度化されたものです。 

医療法人制度の創設の趣旨は、医療事業の経営主体が医業の非営利性

を損なうことなく法人格を取得する途を開くことにより、①資金の集積

を容易にするとともに、②医療機関の経営に永続性を付与し、もって私

人による医療機関の経営の困難を緩和することにあるとされています。 

 

（２）業務内容 

医療法人は医療法に基づく法人であり、設立認可事務は各都道府県知

事が行っています。 

ただし、２以上の都道府県において病院、診療所又は介護老人保健施

設を開設しようとする場合には厚生労働大臣の認可が必要です。 
関東信越厚生局では、主たる事務所の所在地が管内（１都９県）にあ

る医療法人で２以上の都道府県において病院、診療所又は介護老人保健

施設を開設する場合の定款変更認可等に関する業務を行っています。  
 

   （参考）関東信越厚生局所管の医療法人数 

（単位：件）  

２２年度  ２１年度 ２０年度  

５４７ ５１８ ５１０

＊医療法人名及び主たる事務所所在地は、以下のページに掲載してい

ますのでご覧ください。（関東信越厚生局ホームページ内） 

h t t p : / / k o u s e i k y o k u . m h l w . g o . j p / k a n t o s h i n e t s u / s h o k a n / k a n
r i / d o c u m e n t s / k e n k o _ o r g a n i z a t i o n - 0 1 . x l s 

 

（３）実績  

                          （単位：件） 

 ２２年度  ２１年度 ２０年度 

定款変更認可  
（うち都県所管から変更となっ

たもの）  

２３９

（４１）

１９８ 
（３７） 

３６７

（３６）

非医師又は非歯科医師の  
理事長の選任認可  １ ２ １

特別代理人の選任認可  １５ ４ ４

事業報告書等の受理及び審査 ５３９ ５２４ ４４８

役員変更届の受理及び審査  ４７３ ３９７ ４３８

登記届の受理及び審査  ５４０ ４６７ ３９３
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２．医療保健業を行う公益法人等に対する法人税法上の非課税措置に係る証明

について 
（１）制度の概要 

    平成２０年度税制改正により、法人税法施行令第５条第１項第２９号

ワにおいて、一般社団法人のうち、いわゆるオープン病院事業を行う医

師会や歯科医師会で、一定の基準を満たしたものについて、また、同号

タにおいて、一般社団法人及び一般財団法人のうち、無料低額な診療を

行う病院事業を行う法人で、一定の基準を満たしたものについて、その

法人が行う医療保健業は収益事業の範囲から除外されることとなりまし

た。  
 

（２）業務内容 

① オープン病院事業法人 

    一般社団法人（非営利型）である医師会又は歯科医師会で、いわゆる

オープン病院を開設する法人が行う医療保健業を、収益業務の範囲から

除外するにあたっては、法人税法施行規則第５条第６号の規定により、

一定の基準を満たしていることについて厚生労働大臣の証明が必要で

す。  
関東信越厚生局では、この基準を満たしているオープン病院事業法人

であることの証明書の交付を行っています。  
 

② 福祉病院事業法人 

法人税法に規定する公益法人等のうち一般社団法人及び一般財団法

人が行う医療保健業を収益業務の範囲から除外するにあたっては、法人

税法施行規則第６条第４号及び第７号の規定により、一定の基準を満た

していることについて厚生労働大臣の証明が必要です。 
        関東信越厚生局では、この基準を満たしている福祉病院事業法人であ

ることの証明書の交付を行っています。  
 

（３）実績 

① オープン病院事業法人の証明実績 

  実績無し 

 
② 福祉病院事業法人の証明実績 

（単位：件） 

 ２２年度 ２１年度 ２０年度 

証明件数  １３ １１ ８ 

 
３．病院用建て替えに係る租税特別措置法上の特別償却制度の証明について  

（１）制度の概要 

平成１３年３月に施行された第４次医療法の改正により、病院の構造

設備基準が引き上げられ、病院等が建て替え又は全面改築をする場合に

は、この基準を満たさなければならないこととされています。  

この基準に基づいて早期に建て替えが行われるように税制上の優遇措

置（取得年度において、基準取得価格（実際の取得価格の１／２）の１
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５％を特別償却することがきる。）が設けられています。 

 

（２）業務内容 

関東信越厚生局では、優遇措置を受けるために必要となる、①要件を

満たした建て替え病院用等建物であること、②救急医療等の一定の政策

的医療を実施していること、について審査をして証明書の交付を行って

います。  
 

（３）実績 

（単位：件） 

 ２２年度 ２１年度  ２０年度  

証明件数  ６ ２ １ 

 

４．特定医療法人が厚生労働大臣の定める基準を満たす旨の証明について  
（１）制度の概要 

特定医療法人とは、租税特別措置法施行令第３９条の２５第１項第１

号の規定に基づき、医療法人が税法上の承認を国税庁長官から受けるこ

とにより、承認後に終了する各事業年度において、法人税率（通常は３

０％）が軽減税率（２２％）の適用を受ける医療法人のことです。  
 

（２）業務内容 

関東信越厚生局では、特定医療法人として、法人税率の特例を受ける

要件（各事業年度においてその事業及び医療施設が医療の普及及び向上、

社会福祉への貢献その他公益の増進に著しく寄与するもの）とされる基

準（厚生労働大臣が財務大臣と協議して定める）を満たすものである旨

の厚生労働大臣の当該事業年度における証明書の交付を行っています。  
 

（３）実績 

（単位：件） 

 ２２年度  ２１年度  ２０年度  

証明件数  １０２ １１０ １０６ 
 

 
５．事業報告書等の閲覧について  

（１）制度の概要 

平成１９年４月１日に施行された「良質な医療を提供する体制の確立

を図るための医療法等の一部を改正する法律」の中で、事業報告書等の

作成、所管官庁への届出及び閲覧に関する規定を整備することにより、

医療法人の透明性の確保を図るものであることとされました。  
 

（２）業務内容 

医療法人から提出された事業報告書等について、医療法第５２条第２

項に基づき、閲覧を希望する者がいる場合には、事業報告書等を閲覧に
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供しています。  
 

 

（３）実績 

（単位：件） 

 ２２年度 ２１年度  ２０年度  

閲覧件数  １８９ １４０ ７８ 

閲覧行政文書数  ３５８ ２３７ １８１ 

 
６．社会保険診療報酬支払基金支部の監督について  

（１）制度の概要 

国及び地方の公務員や会社の従業員などの被保険者は、保険者である

共済組合や健康保険組合などに加入しています。 

被保険者や被扶養者である家族が病気になったり、ケガをして医療機関

に行って治療を受けると、その医療費は診療報酬という形で医療機関か

ら社会保険診療報酬支払基金※（以下「支払基金」という。）に請求さ

れます。 

支払基金は、医療機関から請求された診療報酬が適正であるかどうか

を審査した上で、保険者に請求を行います。 

保険者は、事業主と被保険者から納められた保険料により支払基金に

診療報酬を払い込み、支払基金は、この診療報酬を毎月一定の期日まで

に医療機関に支払います。 

このように、医療費は、医療機関、保険者がそれぞれの請求･支払を個

別に行うのではなく、保険者から審査と支払を委託されている支払基金

という公的な機関を通して適正に審査され、支払われています。 
 

＊社会保険診療報酬支払基金 
社会保険診療報酬支払基金は、昭和２３年９月に社会保険診療報酬

支払基金法に基づいて設立された法人（平成１５年１０月１日から民

間法人）です。  
 

（２）業務内容 

保険医療機関及び保険薬局から提出された被用者保険分に係るレセプ

トの審査・支払業務等を行っている支払基金支部の監督については、「社

会保険診療報酬支払基金支部の行う業務の監督について」(平成２０年１

０月３０日付保保発第１０３０００１号厚生労働省保険局保険課長通

知)、その細部については、「社会保険診療報酬支払基金支部の実地監査

について」(平成２１年１２月２８日付保保発第１２２８第１号厚生労働

省保険局保険課長通知）に基づき行うこととされています。  
関東信越厚生局では、支払基金支部の行う業務の適正かつ効率的な運

営を確保することを目的として、管内（１都９県）の支払基金支部の監

査を実施しています。  
なお、「行政改革に関する第５次答申」（昭和５８年３月１４日臨時

行政調査会）の中で、民間法人化された法人に対する政府の関与は最小
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限のものとすべきであるとされていることを踏まえ、公益法人の立入検

査の実施状況を参考に、それと同程度の少なくとも３年に１回実施して

います。  
また、支払基金支部の業務において重大な事故が発生した場合等は、

必要に応じて実施します。  
 

（３）実績 

（単位：件） 

 

 
 
 
７．国民健康保険の保険者及び国民健康保険団体連合会の技術的助言・指導監

督について  
（１）制度の概要 

国民健康保険は、原則として健康保険法等に基づく被用者保険及び後

期高齢者医療制度の適用者以外の一般国民を被保険者とし、その疾病、

負傷、出産又は死亡に関して必要な給付を行い、社会保障及び国民保健

向上に寄与することを目的とする制度です。 

国民健康保険事業の運営主体となる保険者は、市町村（特別区を含む）

と国民健康保険組合であり、国民健康保険団体連合会は、この制度にお

ける診療報酬の審査支払事務、保険者支援事業を実施しています。  
 

（２）業務内容 

都道府県知事が行う国民健康保険事業の助言・指導監督については「国

民健康保険の保険者及び国民健康保険団体連合会の指導監督について」

(平成２０年９月３０日付保発第０９３０００４号厚生労働省保険局長

通知)また、その細部については「国民健康保険の保険者及び国民健康保

険団体連合会の指導監督について」(平成２０年９月３０日付保国発第０

９３０００１号国民健康保険課長通知）に基づき行われています。 

地方厚生局における保険者及び国民健康保険団体連合会の助言・指導

監督については、同通知に準じて実施する他、保険料（税）収納率の向

上、累積赤字の額の計画的な早期解消、診療報酬明細書の点検調査等の

充実強化、保健事業の推進を重点事項とし、国民健康保険事業の適正か

つ安定的運営の確保を図り、保険財政の健全化、医療費の適正化及び保

健事業の推進に努めるよう助言指導を行っています。  
 

（３）実績                     （単位：件） 

 ２２年度 
２１年度 ２０年度  

計画  実績 実施率 

助  言  １５  １５ １００％ １５ １６ 

指導監督  ５ ５ １００％  ５  ４ 

 

 ２２年度 

監査実施支部数 ４ 
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① 実地による助言 

平成22年７月 茨城県 ・水戸市 ・茨城県医師国民健康保険組合 

平成22年９月 新潟県 ・阿賀野市・新潟県建築国民健康保険組合 

平成22年10月 埼玉県 ・八潮市 ・埼玉土建国民健康保険組合 
平成22年11月 栃木県 ・小山市 ・全国歯科医師国民健康保険組合 

平成22年１月 神奈川県・湯河原町・神奈川県食品衛生国民健康保険組合 

 

② 書面による助言 

平成22年12月 群馬県 ・千葉県 ・東京都 ・山梨県 ・長野県 

 

③ 主な助言内容 

    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
８．後期高齢者医療制度に係る技術的助言・指導監督について  

（１）制度の概要 
高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）は、国

民の高齢期における適切な医療の確保を図るため、高齢者の医療につい
て、国民の共同連帯の理念に基づき、前期高齢者に係る保険者間の費用
負担の調整、後期高齢者に対する適切な医療の給付等を行うために必要
な制度を設け、もって国民健康の向上及び高齢者の福祉の増進を図るこ
とを目的としています。 

国（厚生労働省）は、後期高齢者医療制度の運営が健全に行われるよ
う必要な各諸般の措置を講ずるとともに、目的達成に資するため、医療、
公衆衛生、社会福祉その他関連施策を積極的に推進することとしていま
す。  

  
（２）業務内容 

高齢者の医療の確保に関する法律及び関係法令の規定に基づき、地方
厚生局及び都道府県は、後期高齢者医療広域連合及び市町村並びに国民
健康保険団体連合会に対し報告の徴収、技術的助言等を行うこととされ
ています。 

地方厚生局では、後期高齢者医療制度の適正かつ安定的な運営に資す
ることを目的として、都道府県、後期高齢者医療広域連合及び市町村並
びに国民健康保険団体連合会における後期高齢者医療制度の事務の実施
状況を関係法令等に照らして検討し、後期高齢者医療制度の事務の適正
かつ効果的運営の促進について必要な助言指導を行うこととしています。 

 

助言等の対象 主 な 助 言 内 容  

都   県 

・収納率の進行管理に関すること  
・レセプト点検（特に内容点検）の助言に関すること  
・重複・頻回受診者対策の助言に関すること  
・国民健康保険組合の被保険者資格の適正化に関するこ

と。  

保険者  

（市区町村・

国民健康保険

組合） 

・保険料（税）の徴収活動の改善を要するもの 
・診療報酬明細書の点検調査事務の改善を要するもの  
・組合員の資格確認事務の改善を要するもの  
・督促手数料及び延滞金の徴収事務の改善を要するもの 
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（３）実績 

（単位：件） 

 ２２年度  
計画 実績 実施率 

助  言  ２０ ２０ １００％  

 

① 実地による助言 

平成22年７月  茨城県 ・茨城県後期高齢者医療広域連合 

平成22年９月  新潟県 ・新潟県後期高齢者医療広域連合 

平成22年10月  埼玉県 ・埼玉県後期高齢者医療広域連合 
平成22年11月  栃木県 ・栃木県後期高齢者医療広域連合 

平成22年１月  神奈川県・神奈川県後期高齢者医療広域連合 

 

②  書面による助言 

  平成22年12月 群馬県 ・群馬県後期高齢者医療広域連合 

  平成22年12月 千葉県 ・千葉県後期高齢者医療広域連合 

  平成22年12月 東京都 ・東京都後期高齢者医療広域連合 

  平成22年12月 山梨県 ・山梨県後期高齢者医療広域連合 

  平成22年12月 長野県 ・長野県後期高齢者医療広域連合 

 

 

③ 主な助言内容 

 

助言の対象 主 な 助 言 内 容  

都     県 
・事業運営について 
・医療費の適正化について  

広 域 連 合 
・財政状況について 
・医療費適正化対策について 
・健康診査事業について  
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医療課 
 

１．特定機能病院に対する立入検査業務について 

（１）制度の概要 

     特定機能病院は、高度の医療の提供能力と高度の医療技術の開発及

び評価を行う能力を持ち、高度の医療に関する研修を行うなど様々な

機能を併せ持ち、厚生労働大臣の承認を受けた医療機関です。 

     当厚生局管内（１都９県）には、２７の大学（附属）病院及び独立

行政法人国立がん研究センター中央病院が、厚生労働大臣から特定機

能病院と称することができるものとして承認を得ています。 

 

（２）業務内容 
     承認を受けた２８の特定機能病院が、法令により定められている人

員及び構造設備等を有し、適正な管理が行われているかを検査し、不

適切な場合は指導等を通じ改善を図ることにより、良質で適正な医療

の提供を行う場としてふさわしいものとするために、医療法第２５条

第３項の規定に基づき、原則として１年に一度立入検査を実施してい

ます。 

立入検査の実施体制としては、医療指導監視監査官等の医療監視員

が、書面調査や現場確認を行うなどの検査を行っています。 

 

                 立入検査 

 

改善報告    

                 

 

   

      立入検査の実施方法は、厚生労働省医政局指導課から通知された

「特定機能病院への立入検査業務実施要領」等に基づき実施してい  

     ます。 

    ◎ 特定機能病院に対する立入検査項目 

     ・安全管理体制の確保状況  ・院内感染防止対策 

     ・医薬品に係る安全管理体制 ・医療機器に係る安全管理体制 

     ・職員健康診断       ・特定機能病院としての要件事項等      

 

（３）実績 

① 実施件数 

（単位：件） 

 計  画 実  績 実施率 

平成２２年度 ２８ ２８ １００％ 

平成２１年度 ２８ ２８ １００％ 

     

  

特定機能病院  関東信越厚生局  
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② 主な指摘事項 

特に、特定機能病院における医療安全管理体制の確保等につい

て徹底を図るため、「医療安全対策に関する通知等に基づき適正

に管理されているか」、「院内感染防止に関する通知に基づき適

正に管理されているか」などに重点をおき、関東信越厚生局管内

の２８病院の立入検査を実施し、次のような内容について、改善

や検討を指示しました。 

 

・医療安全管理研修の未受講の解消を図ること。 

・院内感染防止対策のための委員会について、委員の出席を徹底し、

適正な運営を図ること。 

・院内感染防止対策研修の未受講者の解消を図ること。 

・輸血療法委員会について、委員の出席を徹底し、適正な運営を図る

こと 

 

２．国の開設する病院等の開設承認について 

（１）制度の概要 

    国が開設する病院、診療所及び助産所は、各省庁が開設者となって

いる病院のほか、国とみなす国立大学法人、独立行政法人を含みます。 

この国の開設する病院等は、その開設承認事項、通知事項の変更や

構造設備の使用等を行うときには、厚生労働大臣から承認を受け、若

しくは厚生労働大臣に通知を行うこととなっています。 

     

 

（２）業務内容 

    国が開設する病院等から提出された、申請書、通知書の書類審査及

び構造設備について立入検査を実施しています。  
     
 
                申請・通知  
 
                  検査  
 
                  承認  
 
 

 

（３）実績 

                           （単位：件） 

 

 

 
 
 

 

  

    ２２年度  ２１年度  

開設承認事項の変更・使用承認  ２３６ ２０５ 
 内 、 立 入 検 査 の 数   ９６  ７８ 

通 知 の 受 理 ２０６ １８３ 

国の開設する  
・病院  
・診療所  
・助産所  

関東信越厚生局  
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３．保険医療機関・保険薬局及び保険医・保険薬剤師に対する指導監査につ

いて 

（１）制度の概要 

         保険医療機関・保険薬局及び保険医・保険薬剤師は、健康保険法、

国民健康保険法及び高齢者の医療の確保に関する法律の規定に基づき、

保険医療機関・保険薬局においては、療養の給付に関して、保険医・

保険薬剤師においては、診療、調剤に関して当厚生局が、指導監査を

行います。 

    また、指定訪問看護事業者及び当該指定に係る訪問看護事業所の看

護師その他の従業者に対し指定訪問看護に関する指導監査を行います。 

     
（２）業務内容 

    保険医療機関・保険薬局及び保険医・保険薬剤師に係る指導・監査

業務は、指導監査課と９か所の都県に所在する事務所（管轄事務所等）

が担当しています。(具体的な指導・監査業務については、「指導監査

課」をご覧下さい。) 

    しかし、特殊な事案や大規模な指導・監査業務において、管轄事務

所等で単独に実施することが困難である場合、当課と共同して業務を

実施しています。 

    具体的には、厚生労働本省及び都県と共同で実施する特定共同指導、

特定機能病院などの大規模な病院などに対する指導等が該当します。 

    このような案件には、医療指導監視監査官等を現地に派遣し、管轄

事務所等と共同して業務を実施しています。 

    また窓口を担当する管轄事務所等が業務を円滑に実施できるように、

業務指導及び連絡調整等を行っています。 

 

 

                                               

                   指定・ 

   

                       

 

                         

 

 

 

    なお、関東信越厚生局管内の保険医療機関は、２，３５２施設の医

科病院（歯科併設病院を含む）、４２１施設の歯科病院（医科併設病

院を含む）、３０，４６８施設の医科診療所（歯科併設診療所を含む）、

２７，８６０施設の歯科診療所（医科併設診療所を含む）、１８，７

９９施設の薬局が指定を受けています。また、保険医は１９２，７７

９人、（医師１３６，７１０人、歯科医師５６，０６９人）、保険薬

剤師は１０６，６４０人が登録を受けています。 

    さらに、柔道整復師は１２，９２０人が受領委任契約を締結してい

ます。（平成２３年３月末現在） 

  

特定事項の指導監査  

共同指導等

指導監査  

申請・届出

指定・登録・承認 保険医療機関

保  険  薬  局  
保 険  医  
保険薬剤師  

指 導 監 査 課

都 県 事 務 所

医療課  
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（３）実績 

    ① 実施件数 

（単位：件） 

     

   ② 主な指導内容 

 

     ・診療報酬の根拠となる診療録については、診療事実に基づいて必

要事項を記入すること。 

     ・投薬、注射にあたっては、適応、用法、用量等の薬事法承認事項

を遵守すること。 など 

 

 

 

 ２２年度 ２１年度 

特定共同指導及び共同指導の実施保険医療機

関数 
１５ ２０
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指導監査課 
 

１．保険医療機関・保険薬局及び保険医・保険薬剤師に対する指導監査につ

いて 

（１）制度の概要 

    保険医療機関及び保険薬局（以下、「保険医療機関等」という。）

及び保険医及び保険薬剤師（以下、「保険医等」という。）に対する

指導は保険医療の質的向上及び適正化を目的とし、健康保険法、船員

保険法、国民健康保険法、高齢者の医療の確保に関する法律の規定に

基づき実施します。 

    また、指定訪問看護事業者及び当該指定に係る訪問看護事業所の看

護師その他の従業者に対し指定訪問看護に関する指導及び調査を行い

ます。 

  

（２）業務内容 

  指導監査課では、関東信越厚生局の管轄する埼玉県に所在する保険

医療機関等を対象に指導等を実施しています。 

① 指導・監査 

指導は、「指導大綱」に基づき集団指導、集団的個別指導、個別指

導等を、講習会方式または個別面談方式により、保険医療機関等の開

設者及び保険医等に出席を求め保険診療等に関して実施しています。 

         なお、指導により不正の事実が判明した場合は監査（調査）を行い

ます。  

     一方、監査は「監査要綱」に基づき、診療内容や診療報酬の請求に

不正または不当があったことを疑うに足る理由があり、監査を行う必

要があると認められる場合に実施します。 

     監査はその結果により、保険医療機関の指定の取消・保険医の登録

の取消のほか、戒告・注意等、行政上の措置等が行われる場合があり

ます。（ただし、指定の取消及び登録の取消の処分は、関東信越地方

社会保険医療協議会への諮問を経なければならないこととされていま

す。） 

     ※「指導大綱」「監査要綱」とは、平成７年１２月２２日付保発第１１７号 

(厚生省保険局長通知)により定められたものを言います。 

      

    ② 施設基準に関する調査 

     保険医療機関等から届出のあった施設基準の届出・報告に関し、「基

本診療料の施設基準およびその届出に関する手続きの取扱いについ

て」等に基づき、届出の受理及び届出受理後の調査等を実施し、必要

に応じ指導等行っています。 

 

（３）実績 

    ① 保険医療機関等の指導状況  
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②保険医療機関等の施設基準の届出状況 

     関東信越厚生局ＨＰ内の各事務所のページに掲載しています。 
http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/j
imusho.html 

 

２．保険医療機関等の指定及び保険医等の登録について 

（１）制度の概要 

    保険医療機関・保険薬局の指定、保険医・保険薬剤師の登録のしくみ 

 

                                      ①申請（指定の通知があるまで保険診 

                                              療の取扱はできない） 

 

 

                                                  ②諮問 

                ③指定 

 

 

                                                  ②答申 

                           ③登録                   

                            

 

 

 
                                    

指導の種類 医歯薬等の別 ① 計画 ② 実績 
割合 

（②／①）

新規個別指導 
医科 

病 院 3件 3件 100％

診療所 105件 94件 89.5％

歯科 60件 55件 91.7％

薬局 117件 105件 89.7％

集団指導 

 

 

医科 
病 院 1件 １件 100％

診療所 120件 103件 85.8％

歯科 1,630件 1,192件 73.1％

薬局 120件 107件 89.2％

集団的個別指導 
医科 

病 院 22件 21件 95.5％

診療所 261件 255件 97.7％

歯科 267件 258件 96.6％

薬局 184件 182件 98.9％

個別指導 
医科 

病 院 5件 5件 100％

診療所 90件 86件 95.6％

歯科 90件 85件 94.4％

薬局 60件 57件 95.0％

保険医療機関等 
指定申請書 ・医療機関 

・薬   局 

保険医療機関等 
指定通知書 

地方社会保険

医療協議会 
 
厚生労働省

地方厚生局

保険医等 
登録票 

・医   師 
・歯科医師 

・薬 剤 師 

保険医等 
登録申請書 ①申請（登録されるまで保険診療の取扱

はできない） 
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① 地方厚生局事務所等（都道府県ごとに設置）に申請書を提出 

② 保険医療機関、保険薬局の指定は地方社会保険医療協議会への諮

問、答申が必要 

なお、保険医療機関及び保険薬局の指定並びに保険医及び保険薬剤

師の登録をしないこととする際にも地方社会保険医療協議会へ諮

問することとなる 

③ 地方厚生局事務所等による指定・登録の通知及び公示 

 

※指定・登録が行われない場合 

・ 指定・登録の取消を受けて５年を経過していないとき 

・ 医療機関等が保険給付に関し診療または調剤内容の適切さを欠くお

それがあるとして重ねて当局による指導を受けたとき 

  ・ 保険医療機関等や保険医等として著しく不適当と認められるとき  

   

（２）業務内容 

     健康保険法に基づく保険医療機関及び保険薬局並びに指定訪問看護

事業者の指定を行います。 

       また、保険医療機関等において健康保険の診療に従事する医師又は保

険薬局において健康保険の調剤に従事する薬剤師の保険医及び保険薬

剤師の登録を行います。 

 

（３）実績 

① 保険医療機関等の指定状況          〈単位：件〉 

保 険 医 療 機
関 等 の 指 定
状況 

医科 歯科 薬局 

指定 廃止等 指定 廃止等 指定 廃止等 

1,101 1,069 990 969 638 555 

 

② 指定訪問看護事業者の指定状況        〈単位：件〉 

指 定 訪 問 看
護 事 業 者 の
指定状況 

指定 １２ 廃止 ４ 辞退等 ０ 

 

③ 保険医等の登録状況 

 新規登録 抹消等 
異動 

転入 転出 

医 師 ２１４ ２８ ８９９ ７８０ 

歯科医師 ８９ ２７ ２８８ ２４０ 

薬 剤 師 ４１５ ７ ５３５ ５１８ 

 

 

※ 上記のほか１都９県の保険医療機関等に対する実績は、第Ⅴ章 資料

・データ集 医療課関係をご覧下さい。 

101



 ３．関東信越地方社会保険医療協議会埼玉部会の運営について 

  （１）概要 

    関東信越地方社会保険医療協議会議事規則により、保険医療機関又は

保険薬局の指定について審議するための関東信越地方社会保険医療協議

会埼玉部会の庶務を行っています。 

 

  （２）実績 

    関東信越地方社会保険医療協議会埼玉部会の開催状況 １２回 
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福祉指導課  
 

１．社会福祉法人の認可等及び監督 

（１）制度の概要 

社会福祉法人は、社会福祉事業を行うことを目的として、社

会福祉法（社会福祉を目的とする事業の基本事項を定めた法律、

昭和２６年に制定）の規定により所轄庁（国・都道府県・政令

指定市・中核市）の認可を受けて設立された法人です。  
所轄庁は、所管する社会福祉法人の定款の変更などの認可、

及びその監督を行います。 

 

 （２）業務内容 

    関東信越厚生局では、管内に主たる事務所を置く社会福祉法

人のうち、２以上の都道府県の区域において事業を行う法人を

所管し、所管法人の設立や定款（法人の基本となる規則）の変

更などの認可を行うとともに、これらの法人の監督を行ってい

ます。 

    当厚生局所管の法人数は、平成２２年度末現在で１２２法人

です。 

 

○  所管法人数の推移 

（ 単 位 ： 件 ） 

年度別 ２ ２ 年 度 末 ２ １ 年 度 末 ２ ０ 年 度 末 １ ９ 年 度 末  １ ８ 年 度 末

所 管 法 人 数 １２２ １１６ １１０ ８３ ６５ 

※ 所 管 法 人 の 一 覧 は 、 以 下 の ペ ー ジ に 掲 載 し て い ま す の

で 、 ご 覧 く だ さ い 。 （ 関 東 信 越 厚 生 局 ホ ー ム ペ ー ジ 内 ）  

ht tp: / /kouseikyoku.mhlw.go. jp/kantoshinetsu/shokan/ fukushi_sh
ido/documents /organizat ion-01.xls 

 

 （３）実績 

平成２２年度における社会福祉法人の認可等に関する業務の

実績は、次表のとおりです。 

（ 単 位 ： 件 ）  

区   分  処理件数 

法人設立の認可  １

定款変更の認可 ５６

基本財産処分の承認  ６

基本財産担保提供の承認  ７

計 ７０

 

２．社会福祉法人指導監査等業務 

２－１ 社会福祉法人に対する指導監査について 

（１）制度の概要 

     社会福祉法人における適正な法人運営と円滑な社会福祉事
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業経営の確保を目的として、社会福祉法第５６条第１項の規

定に基づき、社会福祉法人に対する所轄庁による指導監査が

行われています。 

 

（２）業務内容 

     当厚生局では、所管法人１２２法人のうち、老人の福祉に

関 す る 社 会 福 祉 事 業 を 主 た る 事 業 と し て い る 社 会 福 祉 法 人

（４９法人）に対する指導監査を介護サービス指導官が担当

し、それ以外の社会福祉事業（保育園、障害者支援施設等）

を行う社会福祉法人（７３法人）に対する指導監査を社会福

祉監査官が担当しています。 

     社会福祉法人に対する指導監査は概ね２年に１回を基本に

実施しますが、これまでの指導監査の結果を基に毎年実施、

通常実施（２年に１回）、４年に１回の３段階に区分し、計

画的に実施しています。 

 

（３）実績 

① 実施件数              （ 単 位 ： 件 ）  

 

 

②  主な指摘事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－２ 都県市が行う社会福祉法人指導監査等に対する技術的助言 

について 

（１）制度の概要 

 地方自治体が実施する社会福祉法人に対する指導監査につ

いて、地方自治法第２４５条の４の規定に基づき、地方自治

体に対して国が技術的助言を実施しています。 

 

（２）事業内容 

 対象となる地方自治体は、関東信越厚生局管内の都県市で 

す。社会福祉監査官が担当しています。 

法人の種類 計 画  実 績  実 施 率  

・老人の福祉に関する社会福祉

事業を主たる事業としてい

る社会福祉法人 

・上記以外の社会福祉法人 

１ ４

３ ８

１ ４

３ １

 

１ ０ ０ % 

 

８ １ .６ % 

計  ５ ２ ４ ５ ８ ６ .５ % 

      事 項                主な指摘事項 

組織運営 

 

・定款変更の不備又は実態と乖離 

・役員の選任及び手続が不適切 

・代表権を有する者の未登記 

・評議員会で特定の評議員が欠席 

会計管理 

 

・経理事務処理が不適切 

・決算関係書類が不適切 
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（３）実績 

     １自治体に対する技術的助言を計画し、これを実施しまし

た。 

 

３．介護保険者・介護サービス事業者等指導業務 

 ３－１ 介護保険者に対する指導について 

（１）制度の概要 

     介護保険事業の運営が健全かつ円滑に行われるよう、介護

保険法第１９７条及び地方自治法第２４５条の４の規定に基

づき、介護保険者である市町村等（特別区、広域連合等を含

み、指定都市及び中核市を除く）に対して国が実地指導を実

施しています。 

 

（２）業務内容 

     関東信越厚生局管内の介護保険者（市町村等）を対象とし

て、介護保険指導官が担当し、実地指導を実施しています。 

 

（３）実績 

① 実施介護保険者数 

（ 単 位 ： 件 ）  

都県名 計画 実績 実 施 率  

茨城県 

栃木県 

群馬県 

埼玉県 

千葉県 

東京都 

神奈川県 

新潟県 

山梨県 

長野県 

３

２

２

３

３

３

２

２

２

３

３

２

２

３

３

３

２

２

２

３

１ ０ ０ % 

１ ０ ０ % 

１ ０ ０ % 

１ ０ ０ % 

１ ０ ０ % 

１ ０ ０ % 

１ ０ ０ % 

１ ０ ０ % 

１ ０ ０ % 

１ ０ ０ % 

合計 ２５ ２５ １ ０ ０ % 

 
②  技術的助言の概要 

 

事 項  内 容  

地 域 密 着 型 サ ー ビ ス 事

業 所 等 の 指 定 等 事 務 関

係  

・ 事 業 所 の 指 定 に 伴 う 公 示

が さ れ て い な か っ た 。  

・ 事 業 所 の 廃 止 届 の 提 出 に

伴 う 公 示 が さ れ て い な か

っ た 。  

 

 ３－２ 介護サービス事業者等に対する指導について 

 （１）制度の概要 

     地域密着型サービス事業所のその適切な運営を確保するこ
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とを目的として、介護保険法第２４条の規定に基づき、介護

サービス事業者等に対して、国と保険者による合同の実地指

導を実施しています。 

   

（２）業務内容 

     対象となる介護サービス事業者等は、当厚生局管内の地域

密着型サービス事業所です。 

介護サービス指導官と関係保険者が合同で実施します。 

     実地指導に当たっては、介護保険法の大きな柱で政策上の

重要な課題である「サービスの質の確保と向上」、「尊厳の

保持」及び「高齢者虐待防止・身体拘束禁止」等を踏まえて、

行っています。 

 

（３）実績 

 ①  実施事業所数 

（ 単 位 ： 件 ）  

都県名 計画 実績 実 施 率  

茨城県 

栃木県 

群馬県 

埼玉県 

千葉県 

東京都 

神奈川県 

新潟県 

山梨県 

長野県 

３

２

２

３

３

３

２

２

２

３

３

２

２

３

３

３

２

２

２

３

１ ０ ０ % 

１ ０ ０ % 

１ ０ ０ % 

１ ０ ０ % 

１ ０ ０ % 

１ ０ ０ % 

１ ０ ０ % 

１ ０ ０ % 

１ ０ ０ % 

１ ０ ０ % 

合計 ２５ ２５ １ ０ ０ % 

※  サービス種別は、すべて認知症対応型共同生活介護

(グループホーム）  

 

②  主 な 指 摘 事 項  

     

事 項  主 な 内 容  

サ ー ビ ス の 質 の

確 保 と 向 上  

・  身 体 拘 束 を 実 施 す る に 際 し 、

緊 急 や む を 得 な い 理 由 を 明 確 に

記 録 す る こ と  

・ 運 営 推 進 会 議 を 運 営 基 準 第 108

条 に 従 い ２ か 月 に １ 回 程 度 開 催

す る よ う 努 め る こ と 。  

 

 ３－３ 介護サービス事業者に係る業務管理体制の監督について 

（１）制度の概要 

介護保険法の改正に伴い、平成２１年５月１日より介護サ
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ービス事業者に業務管理体制の整備及び届出が義務付けられ

ました。 

 

（２）業務内容 

     関東信越厚生局では、主として管内に介護サービス事業所

及び施設を有する介護サービス事業者からの業務管理体制に

関する届出を受けるとともに、実地による届出内容の確認を

定期的に実施しています。 

 

（３）実績 

９ ６ 事 業 者 か ら の 業 務 管 理 体 制 に 係 る 届 出 を 受 理 し ま し

た。また、業務管理体制に係る届出内容の確認については 

４１事業者について実施し、自治体指導については５都県に

実施しました。 

（＊）関東信越厚生局所管事業者数３９７事業者（平成 22 年度末現在） 

 

＊  計画外実地検査１件は特別監査  

 

４．障害者自立支援業務実地指導について 

（１）制度の概要 

    障害者基本法の基本的理念にのっとり、障害者の地域生活と

就労を進め、自立を支援する観点から平成１８年４月１日から

障害者自立支援法が施行され、本法に基づく障害福祉サービス

に係る給付その他の支援を行う障害者自立支援制度（＊）が創

設されました。 

   （＊）障害者自立支援制度の事業内容 

      自立支援給付（介護給付、訓練等給付費、自立支援医療

費及び補装具費の支給等）及び地域生活支援事業（相談支

援事業、手話通訳等のコミュニケーション支援事業、移動

支援事業及び地域活動支援センターにおける日中活動を提

供する事業等））に大別される。 

 

 （２）業務内容 

    関東信越厚生局においては、障害者自立支援制度の円滑かつ

適正な実施を図る観点から、障害者自立支援法第２条第３項及

び地方自治法第２４５条の４の規定に基づいて、所管する１０

都県に対して市町村及びサービス事業者に対する指導の実施状

況及び自立支援給付事業の事務処理状況等の実地指導を自立支

援指導官が担当して実施しています。 

 計画 実績 実 施 率  

事業者に対する実地検査 ４１ ４２ １０２.４%

都県に対する報告の聴取 ５ ５ １００%
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 （ ３ ） 実 績  

    平成２２年度においては、３県に対する実地指導を行い、そ

の結果、改善の必要性が認められた事項に対する技術的助言を

行いました。 

 

①  実施自治体 

      ・埼玉県 ・長野県 ・栃木県 

② 技術的助言の概要（文書指摘の内容） 

 

事項 主な内容 

市町村指導 ・ 自立支援給付支給事務等の市町村に対する

指導が実施されていないため、計画的に実施

するよう助言を行った。 

指定障害福祉

サービス事業

者に対する指

導 

・ 指定障害福祉サービス事業者に対する集団

指導の実施に際して、欠席した事業者に対す

る 対 応 が 不 十 分 な 状 況 （ 欠 席 事 業 者 の 未 把

握、資料送付等の対応がなされていない）が

見受けられたため、適正な処理を行うよう助

言を行った。 

・ 指定障害福祉サービス事業者に対する実地

指 導 へ の 取 組 が 不 十 分 な 状 況 が 見 受 け ら れ

たため、十分な対応につき助言を行った。 

指定事務 ・ 指定自立支援医療機関の指定を行った際に

行うべき公示が行われていないため、指定を

行ったときは、その旨公示するよう助言を行

った。 

・ 指定自立支援医療機関の指定辞退の届け出

おいて、一月以上の予告期間を設けることな

く届け出られている事例が見受けられため、

一 月 以 上 の 予 告 期 間 を 設 け る よ う 指 定 自 立

支 援 医 療 機 関 に 指 導 を 行 う よ う 助 言 を 行 っ

た。 

・ 精神通院医療機関の指定において、指定日

は 指 定 を 決 定 し た 日 の 属 す る 月 の 翌 月 初 日

とすべきところ、申請のあった翌月初日とす

る誤った処理が見受けられたため、適正な処

理を行うよう助言を行った。 
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自立支援医療 ・ 自立支援医療費の支給認定において、 

 所得区分（低所得１）の認定に際して確認が

必要な事項（手当及び年金の受給状況）の確

認が不十分である状況が見受けられたため、

適正な処理を行うよう助言を行った。 

・ 自立支援医療費の支給認定において、医療

受 給 者 証 の 医 療 の 具 体 的 方 針 欄 へ の 記 載 が

具 体 性 に 欠 け て い る 状 況 が 見 受 け ら れ た た

め、適正な処理を行うよう 

 助言を行った。 

自立支援医療

 

・ 自立支援医療費の審査点検において、生活

保護受給者にかかる診療報酬明細書・連名簿

の 審 査 点 検 が 不 十 分 で あ る 状 況 が 見 受 け ら

れたため、適正な処理を行うよう助言した。
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特別指導第一課、第二課 
 
                          
 
１．制度の概要 

医療保険制度の健全な運営を堅持し、国民に対する適正な保険診療等の提供

が行われるよう、保険医療機関、保険薬局、保険医、保険薬剤師、指定訪問看

護事業者その他医療保険事業の療養担当者（以下「保険医療機関等」という）

に対する監督に関する事務のうち、関東信越厚生局長が「特別の監督を行う必

要があると認めた特定事項（社会的にも大きな影響を及ぼすような案件等）」

について監督を行います。 

なお、この監督は関東信越厚生局の管轄区域を越え、全ての地域において行

います。 

 

 

２．業務内容 

保険医療機関等に対する監督について 

（１）  関東信越厚生局長が保険医療機関等に対し、「特別の監督を行う必要

があると認めた特定事項」に関する監督を行います。 

     なお、保険医療機関等に対する監督に関する事務の円滑な遂行のため

特に必要があるときは、関東信越厚生局の管轄区域を越え、全ての地域

において当該事務を行います。 

（２） 関東信越厚生局において、特別の監督を行う保険医療機関等の監督に

関する事項ついて審議するため設置される「委員会」の庶務を行います。 

 

 

３．計画と実績 

監督の実施にあたっては、不正請求等の未然防止と、現に不正請求を行っ

た保険医療機関等及び保険医等への厳正な対処を行うため、実施体制や関係

機関との調整を行いました。 
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麻薬取締部 

 
１．麻薬等の取締業務について 

    麻薬取締部は、政府の薬物乱用対策推進本部が決定した第三次薬物乱用防止五

か年戦略（※）に基づき、薬物乱用のない社会を目指して、総合的な取組みを行っ

ています。 
   （※）詳しくは、内閣府 薬物乱用対策推進本部  
        http://www8.cao.go.jp/souki/drug/sanzi5-senryaku.html 
 
     具体的には、①不正な麻薬、大麻、覚せい剤などの薬物犯罪の取締りを行うほ

か、②医薬品である麻薬等の取扱いに関する免許事務等の行政事務、③麻薬等中

毒者対策（相談業務を含む）及び④薬物乱用防止普及啓発活動を実施しています。 
            

２．麻薬等事犯の取締りについて 

 （１）制度の概要 

薬物乱用を防止するためには、薬物の供給源となる薬物密売組織を壊滅し、

薬物を入手できない社会を目指す必要があります。また、薬物密売組織の維

持・拡大を支える末端乱用者に対する取締りを徹底し、薬物の需要の根絶を図

る必要があります。 
        このため麻薬取締部では、特別司法警察員である麻薬取締官が捜査を行い、

麻薬等事犯の取締りを行っています。 
 

（２）業務内容 

        過去５年間における薬物事犯検挙人員の推移をみると、我が国の薬物乱用の

状況は、覚せい剤事犯ではやや減少傾向が見られるものの、大麻事犯について

は大幅に増加してきており、依然として厳しい状況が続いています。 
       特に、大麻事犯については、その検挙件数が 10 年前に比べてほぼ倍増し、

栽培事犯についての検挙人員は同 6 倍に増加するなどその乱用の深刻さが増

しています。また、若年層への乱用の広がりが見られ、中学生が逮捕されるな

ど社会問題となっています。 
このような現状を踏まえ、麻薬取締部では、麻薬取締官を増員するなどして、

取締りを強化しています。 
 

（３）実績 （平成 22 年中） 

          ・検挙人員   83 人 
          ・主な押収薬物 覚せい剤約 6,889g、乾燥大麻約 1,267g  

［上記のほか麻薬等事犯の取締りについては、第Ⅴ章 資料・データ集 麻

薬取締部関係を参照］ 
 

３．麻薬取扱者等に対する指導・監督について 

（１）制度の概要 

       麻薬は、医療上極めて高い価値を有していますが、その使用方法を誤ると、

乱用者個人の健康だけでなく、各種犯罪の原因となるなど、社会全体に危害を

もたらすおそれがあります。  
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       このため、我が国では、法令により、麻薬等の輸入、輸出、製造等について

免許制とするなど必要な取締りを行うこと等により、麻薬等の乱用による保健

衛生上の危害の防止を図っています。 
 
（２）業務内容 

麻薬取締部では、麻薬元卸売業者等に関する免許事務や、麻薬の携帯輸出入

等の許可事務、麻薬向精神薬原料の輸出入に関する届出受理事務などを行って

います。           
また、医薬品である麻薬や向精神薬などは、その円滑な流通を確保しつつ、

一方では不正ルートへの流出を防止するため、これらを取扱う施設に対し立入

検査を実施しています。 
 

（３）実績（平成 22 年度中） 

          ・麻薬元卸売業者に関する免許 4 件 
     ・家庭麻薬製造業者      3 件 
     ・向精神薬取扱者       38 件（輸入、輸出、製造製剤業者等）  
          ・麻薬譲渡許可        356 件 
     ・麻薬小売業者間譲渡許可  235 件 
     ・麻薬携帯輸出入許可     432 件 

・麻薬向精神薬原料の輸出入に関する届出受理 1,033 件                     
          ・麻薬関係業務所等に対する立入検査 278 件 
           

４．麻薬等中毒者対策について 

（１）制度の概要 

        覚せい剤の再犯者が占める割合が約５５％を占める状況から、薬物乱用をな 
くすためには、薬物依存・中毒者の治療・社会復帰の支援及びその家族への支 
援の充実強化による再乱用防止の推進が必要不可欠です。 

        このため麻薬取締部では、相談業務等の業務により、麻薬等中毒者対策を実 
施しています。 

 

（２）業務内容 

薬物乱用者やその家族等を対象として、相談電話やインターネットを介して、 
   麻薬取締官による相談業務を実施しています。 

また麻薬中毒者相談員、都道府県麻薬取締員などと協力し、相談指導や観察 
   指導等の業務を実施しています。 

このほか、精神保健指定医、精神保健福祉センター職員、麻薬中毒者相談員 
   など中毒治療や社会支援に携わる専門家と問題点を検証するとともに関係機   

関間の相互の連携を図るため「薬物中毒対策連絡会議」を開催しています。 
 

（３）実績（平成 22 年度中） 

        ・相談電話やインターネットによる相談件数 822 件 
        ・薬物中毒対策連絡会議の開催 11 月東京都 
           

５．薬物乱用防止普及啓発活動について 

（１）制度の概要 
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薬物乱用をさせないためには、新たな乱用者をつくらない社会環境を構築す 
   ることが重要です。 

このため、麻薬取締部では、学校の生徒や教師、ＰＴＡ等を対象とした薬物 
   乱用防止教室の講師として麻薬取締官ＯＢや現職の麻薬取締官を派遣してい   

ます。 
 

（２）業務内容 

麻薬取締部では、中学校・高等学校等に対する講演活動を行っています。              
また、関係機関等に対して薬物乱用防止啓発パンフレット等を配布するなど 

   し、薬物に対する正しい知識の普及を図っています。 
 

 
（３）実績（平成 22 年度中） 

        ・講演活動実施件数 合計 60 か所 
        ・講演活動対象人数 約 1 万 3 千人 
         
 
 ※麻薬取締官ホームページ（http://www.nco.go.jp）には、上記のほかに、採用等

を掲載しております。また、薬物犯罪に関するご意見や情報があれば、薬物に関

する情報提供（http://www.nco.go.jp/mail.html）からお寄せ下さい。 
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社会保険審査官 

 

１．制度の概要 

  社会保険審査官は、通常の裁判制度によらず、簡易迅速な被保険 

等の権利・利益の保護を目的に、健康保険法、船員保険法、厚生年金

保険法及び石炭鉱業年金基金法並びに国民年金法に規定された資格

や保険（年金）給付に関する審査請求の事件を担当しています。また、

社会保険審査官は、厚生労働省の職員のうちから、厚生労働大臣が任

命し、社会保険審査官は、事件の審理決定等の審査の事務を行うにあ

たり、何らの拘束も受けず、審査の決定は、審査官がその名において

独立してこれを行うこととされています。 

   一方、平成２２年１月の組織再編に伴い、管轄は各地方厚生（支）

局の管轄と同一となり、関東信越厚生局社会保険審査官は、１都９

県の審査請求事件を担当しています。 

   これに伴い、審査請求の利便性の向上を図るため、審査請求の窓

口として、保険者等（年金事務所を含む）を経由して審査請求がで

きるように体制が整備されました。 

   また、社会保険審査官の決定に不服がある場合や厚生年金保険料

に関する不服審査については、厚生労働本省に設置された社会審査

会が担当します。なお、審査請求は、処分を知った日の翌日から６０日

以内に行うこととされています。 

 

２．業務内容（審査請求の事件） 

   社会保険審査官は、審査請求について以下の流れで審査請求を受理すべ

きかを判断した後、本案審理を行い請求人の主張に沿った容認（又は一部

容認）あるいは棄却の決定を、文書をもって通知します。  
 

① 受付前の業務  
管轄に間違いがないかの確認などを行い、審査請求書を受け付けた際に

は、請求人に受け付けした旨を文書で通知します。 

 

② 受付後の業務(要件審理) 

自庁管轄の審査請求を受け付けた場合は、当該審査請求が所要の要件を

具備した適法なものかを審査し、補正が必要な場合は補正を依頼するなど

を行います。 

   要件審理を終えた場合は、却下の決定又は受理の手続きを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

却下の例  
・審査請求が所要の要件を具備しておらず、不適法であって補正するこ

とができない場合。  
（注：請求人の主張に理由がない場合は、棄却となります。） 

・審査請求の期間を経過しており、かつ、期間経過について正当な事由

があると認められない場合。 
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③ 受理後の業務 

 文書をもって、原処分者その他利害関係人に受理した旨を通知します。  

 なお、法令上の事件に関する規定は次のとおりです。 

・ 健康保険法第１８９条に規定する「被保険者の資格、標準報酬又は保

険給付に関する処分」についての不服申立  
・ 船員保険法第１３８条に規定する「被保険者の資格、標準報酬又は保

険給付に関する処分」についての不服申立  
・ 厚生年金保険法第９０条に規定する「被保険者の資格、標準報酬又は

保険給付に関する処分」についての不服申立  
・ 厚生年金保険法第１６９条（厚生年金基金及び企業年金連合会が行う

処分）に規定する「標準給与若しくは年金給付若しくは一時金たる給付

に関する処分」についての不服申立  
・ 石炭鉱業年金基金法第３３条に規定する「年金給付又は一時金たる給

付に関する処分」についての不服申立  
・ 国民年金法第１０１条に規定する「被保険者の資格に関する処分、給

付に関する処分、保険料その他この法律の規定による徴収金に関する処

分」についての不服申立  
・ 国民年金法第１３８条（国民年金基金の行う処分）に規定する「加入

員の資格に関する処分、基金年金若しくは基金一時金に関する処分又は

掛金若しくはこの条において準用する第２３条の規定による徴収金に関

する処分」についての不服申立  
 
 

３．実績 

   平成２２年度に受付した審査請求事件の件数は、２９０６件とな

っており、相談件数も２５１２件となっています。 

   また、前年度から繰り越した審査請求事件を含めて、２７７５件

を処理しています。 

   なお、関東信越厚生局管轄内では、東京都、神奈川県、埼玉県の

１都２県に係る審査請求事件件数が、全件数の約６割を占めていま

す。 
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保険（年金）給付・資格等
に関する不服

保険料徴収等
に関する不服

事業主・被保険者

社会保険審査会（厚生労働本省）

被保険者・受給者

原処分に不服がある
場合（６０日以内）

原処分に不服がある
場合（６０日以内）

更に不服がある
場合（６０日以内）

要件審理

地方厚生（支）局
社会保険審査官

却 下

審理

受 理

容 認 棄 却

（受付後の流れ）

 

117



 



    

    

    

    

    

第第第第ⅢⅢⅢⅢ章章章章    東日本東日本東日本東日本大震災大震災大震災大震災及及及及びびびび    

不正事案不正事案不正事案不正事案へのへのへのへの対応対応対応対応    



 



１ 東日本大震災への対応（地震発生直後～６月現在） 

（１） 東日本大震災の発生 

  ○ 平成23年東北地方太平洋沖地震 

平成23年3月11日（金）14時46分18秒、宮城県牡鹿半島沖を震源として発生

した「平成23年東北地方太平洋沖地震」は、日本の観測史上最大のマグニチュード

（Mw）9.0を記録し、震源域は岩手県沖から茨城県沖までの南北約500km、東西約200km

の広範囲に及びました。 

この地震により、場所によっては波高10メートル以上、最大遡上高40.5mにもの

ぼる大津波が発生し、東北地方の太平洋沿岸部に壊滅的な被害をもたらしました。ま

た地震の揺れや液状化現象、地盤沈下、ダムの決壊などによって、北海道・東北・関

東の広大な範囲で被害が発生し、各種ライフラインも寸断されました。 

この震災による被災状況は、死者・行方不明者は2万人以上、建築物の全壊・半壊

は合わせて20万戸以上、ピーク時の避難者は40万人以上などとなっています。 

  ○ 東京電力福島第一原子力発電所事故 

地震と津波による被害を受けた東京電力福島第一原子力発電所では、全電源を喪失

して原子炉を冷却できなくなり、大量の放射性物質の放出を伴う重大な原子力事故に

発展しました。 

これにより、周辺一帯の住民は長期の避難を強いられています。また、その他の発

電所でも損害が出たため、関東・東北地方は深刻な電力不足に陥っており、節電対策

の取組が進められています。 

  ○ 激甚災害法等の適用 

政府は、3月12日夜の持ち回り閣議で政令により「平成23年東北地方太平洋沖地

震等による災害」を激甚災害法（激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関す

る法律）に基づく激甚災害に指定し、同じく政令により特定非常災害特別措置法に基

づく特定非常災害に指定しました（いずれの政令も3月13日公布）。また、岩手県、

宮城県、福島県、青森県、茨城県、栃木県、千葉県、東京都は災害救助法の適用を決

定しました（適用市町村は都県ごとに指定）。3月22日、岩手県、福島県、青森県、

宮城県、茨城県、千葉県、内閣府は東北地方太平洋沖地震と津波による被害について

被災者生活再建支援法を適用することを決定しました（適用地域は岩手県、福島県、

青森県、宮城県、茨城県、千葉県、栃木県）。 
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（２） 関東信越厚生局の対応 

① 地震発生直後の対応 

   ○  関東信越厚生局では、地震発生直後から、管内10都県に所在する事務所の被害

状況や、職員・家族の安否状況などの確認を翌週の月曜日まで24時間体制で行う

とともに、厚生労働本省との連絡を密に行ないました。 

      なお、地震発生直後からのＪＲ、私鉄、地下鉄の運行停止により、さいたま新

都心合同庁舎１号館に勤務する当厚生局の職員だけでも、111人の帰宅困難者が発

生しました。 

   ○  ３月１４日（月）には関東信越厚生局災害対策本部を設置し管内事務所の被害

状況や、職員・家族の安否状況を確認するとともに、短期、中長期的業務に係る不

要不急の仕分けを行いました。 

② 東北地方への人的支援 

ア 厚生労働省災害対策本部（東北厚生局）への支援派遣 

    ・第一陣（4月3日～4月10日）  ………３名の職員を派遣 

    ・第二陣（4月10日～4月17日）  ………３名の職員を派遣 

    ・第三陣（4月17日～4月24日）  ………３名の職員を派遣 

    ・第四陣（4月24日～4月30日）  ………３名の職員を派遣 

    ・第五陣（5月22日～5月28日）   ………３名の職員を派遣 

    ・第六陣（5月29日～6月5日）  ………３名の職員を派遣 

    ・第七陣（6月20日～6月25日）  ………１名の職員を派遣 

    ・第八陣（6月27日～7月2日）  ………１名の職員を派遣 

イ 政府災害対策本部への支援派遣 

・福島県 

派遣期間：3月30日～4月13日、4月29日～5月6日、5月25日～5月27日、 

6月22日～6月30日    ………各１名の職員を派遣 

・岩手県 

派遣期間:4月6日～4月15日 ………１名の職員を派遣 

ウ 飯舘村・川俣町現地政府対策室への支援派遣 

派遣期間：5月6日～6月末日   ………１名の職員を派遣 

エ 岩手県からの要請に対する支援派遣 

30余名の職員を登録（連絡待ち）   
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③ 各課・事務所の業務対応等 

ア 総務課 

・国家試験に係る卒業証明書の猶予及び管理栄養士国家試験の追加試験対応  

（国有財産管理室） 

・ 災害対策のための国有財産使用に係る無償貸し付け可能財産リスト作成 

・ 地震により旧桜上水研修所の煙突に生じた亀裂への対応  

イ 健康福祉課 

・管内の社会福祉施設等への災害復旧費の補助交付のための体制整備及び本省等

関係機関との調整 

・ 病原体保有施設被害状況確認  

ウ  指導養成課 

・ 看護学校の転入者の受け入れ調査・情報提供  

エ 医事課 

・ 毒物劇物輸入業者指定業務の迅速化 

・ 東北厚生局の医療観察法移送業務支援  

オ 食品衛生課 

・ＨＡＣＣＰ承認施設の被害状況確認（4～5月承認期間満了施設に延長可能を案

内） 

・ 登録検査機関の被害状況確認 

カ 保険課 

・ 管内健康保険組合の被害状況確認  

キ 年金課 

・ 管内厚生年金基金の被害状況確認  

ク 保険医療関係業務 

・東日本大震災に伴う保険医療に関する取扱・減免・猶予措置等の通知の周知及

び問合せ対応  

ケ  社会保険審査官 

・被災地域在住者に対する審査決定書の送付に関し、行方不明者・死亡者リスト

を確認し対応  

コ 各課・事務所共通 

・ 立入検査、監査、指導等の実施に関し、被害状況を踏まえた対応 

④ 節電への対応 

節電対策の取組状況を確認・点検するとともに、「厚生労働省節電行動リスト」の 

進捗を管理するため、6月24日（金）に局長を本部長とする「関東信越厚生局節電 

対策本部」を設置しました。 

⑤ 平成２３年度業務計画の見直し 

災害等への対応を優先し、業務計画の内容や組織目標は適宜見直すこととしています。 
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２ 不正事案への対応状況 

（１）薬物犯罪の捜査・取締り  

不正な麻薬、大麻、覚せい剤などの薬物犯罪の取締りを行いました。 

① 法令別検挙人員              （平成２２年中の実績） 

麻薬及び向精神薬取締法 １７ 人（２１年  ２４ 人） 

あへん法 １ 人（２１年   ０ 人） 

大麻取締法 ２７ 人（２１年  ６２ 人） 

覚せい剤取締法 ４０ 人（２１年  ５８ 人） 

麻薬特例法 １ 人（２１年   ３ 人） 

合 計 ８６ 人（２１年 １４７ 人） 

② 特徴等  

・ 平成２２年は検挙人数が減少しましたが、我が国の薬物乱用の状況は、依然

として厳しい状況が続いています。 

 

（２）保険医療機関等の指定の取消・保険医等の登録の取消  

診療内容･診療報酬等の請求において、不正または著しい不当があったことを疑う

に足りる理由がある際に、患者への調査･確認を行い、当該事実の確認（監査）を

行ったうえで、保険医療機関等の指定取消、保険医等の登録取消といった行政処分

を行いました。 

① 監査の実施状況  

保険医療機関等 １６ 機関 （２１年度 １２ 機関） 

保険医等 ８９ 人  （２１年度 １６ 人 ） 

 

② 取消の状況  

保険医療機関等の指定取消 １ 件 （２０年度  ２ 件） 

保険医等の登録取消 １ 人 （２０年度  ２ 人） 
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③ 特徴等  

・ 不正内容は付増請求、振替請求がそのほとんどを占めています。 

・ 取消に係る端緒は、指導を行った際に不正が強く疑われたことによるものです。 

 

（３）厚生年金基金の不正への対応  

【事案１】 

① 概要  

長野県にある厚生年金基金の理事長及び元事務長が当局へ来訪し、平成21年度決

算事務処理の相談の中で、掛金の一部が外部に流出している疑いが発覚したため、

当該基金に対して特別監査を実施しました。 

② 対応状況  

○ 平成22年9月2日及び7日に特別監査を実施し、振込受付書等により平成18

年度以降の掛金の一部が外部（別口座へ振り込み）に流出している事実を確認し

ました。 

このため、基金事務局に対して早急に流出した掛金の保全及び回収に努めるよ

う指示を行いました。 

○ 当局の指示により、基金事務局が銀行へ確認したところ、別口座への振り込み

の事実がないことが判明したとの連絡を受け、9月10日に3回目の特別監査を実

施し、振込受付書の偽造を確認しました。 

○ 特別監査の結果、基金事務局の事務処理体制の不備や実質的な監事監査が行わ

れていないなど、その機能、役割を十分に果たしていないことを確認しました。 

○ このような実態を踏まえ、事実関係の究明、責任の所在に応じた厳正な措置及

び再発防止策について報告を求めました。 

なお、現在、流出した掛金の所在等は不明となっており、関与したと思われる元

事務長も行方不明となっています。 

 【事案２】 

① 概要  

平成22年4月9日に、東京都にある厚生年金基金の前常務理事が、当該基金が所

有する会館の管理業務を委託する見返りとして管理会社より賄賂を受け取っていた

疑いで逮捕されました。  
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② 対応状況  

○ 平成22年4月12日に当該基金に赴き、現常務理事に対して、基金としての今

後の対応、経理事務、監事監査の実施状況等について聴取しました。 

○ 5月28日及び6月1日に特別監査を実施し、関係者への事情聴取及び関係書類

の確認を行いました。 

○ 特別監査の結果、基金事務局の事務処理体制の不備や実質的な監事監査が行わ

れていないなど、その機能、役割を十分に果たしていないことが確認されました。 

○ このような実態を踏まえ、事実関係の究明及び管理上の責任の所在の明確化を

図り、責任の所在に応じた厳正な措置及び再発防止策について報告を求めました。 

 

（４）健康保険組合の不正への対応  

① 概要  

実地監査の日程調整のために健康保険組合に連絡したところ、元理事長在任中に

不正な支出が行われていた疑いがあり、組合が対象期間の会計を調べた結果、出金伝

票に領収書や請求書が無いなどの不備が多数判明したとの報告がありました。 

当厚生局の指示により、組合が元理事長に説明を求めたところ、理事長在任中に架

空請求や規程にない役員手当等の受給、業務と無関係の飲食への支出など着服を認め、

元理事長は全額を返済しました。 

② 対応状況   

○ Ａ健康保険組合における不正発覚の報告を踏まえ、３日間にわたり実地監査を

行い、元理事長等による不適正な支出が確認されました。 

○ 事故発生の原因として、元理事長の個人的資質によるものもありますが、法令

遵守、事務処理体 制、内部通報制度などが、充分に機能しておらず、更に、監事

監査が機能していなかったことも原因としてありました。 

○ このような実態を踏まえ、健康保険組合に対し、理事長はじめ役職員が、公法

人としての健康保険組合の使命と職責を自覚するとともに、諸法令を厳正に遵守

し、適正な事業運営と事務執行に努めるよう指導しました。 

○ また、不正事故に関して、損害額、補填方法、職員の処分、責任の所在及び再

発防止策について報告を求めました。 
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（５）コンタクトレンズに関連した不正への対応  

① 概要  

コンタクトレンズ診療所を有しコンタクトレンズ販売を業とする会社から、同社

系列の診療所に対し不当に利益を上げることができる方法のアドバイスを行い、そ

の見返りとして賄賂を受け取ったとして当時厚生労働省の現職の課長補佐であった

元保険局医療課医療指導監査室特別医療指導監査官（以下「元監査官」という。）が、

平成２２年９月２５日に逮捕されました。 

コンタクトレンズ装着を目的とした保険診療は、いくつかの検査を包括した診療

報酬（コンタクトレンズ検査料）とされています。 

元監査官は、一連の診療行為を作為的に分けて、治療に伴う検査と説明できる場

合には出来高で請求し、そのように説明できない場合には保険診療が可能であるに

もかかわらず自費診療により対応するなどして不当に利益を上げる方法をアドバイ

スしていました。 

この事案に対しては、平成２２年１２月１７日に「保険医療機関等に対する指導・

監査の検証及び再発防止に関する検討チーム：中間とりまとめ報告書」が厚生労働

本省から公表されています。 

② 対応状況  

○ 関東信越厚生局では、管内に所在し同社と関係が深いコンタクトレンズ診療所

に対し監査を実施し、実態の解明に努めています。 

○ また、同社と関係が深い診療所の多くが西日本に集中していることから、他厚

生局管内の監査について、厚生労働本省からの依頼に基づき担当官として当厚生

局職員を派遣しました。 

○ いずれの監査においても、当該診療所へ関係資料の提出を求めるとともに、開

設者、勤務医及び事務員に対する事情聴取を行い、全容の解明に努めています。 

 

 

（６）国民健康保険組合の不正への対応  

① 概要  

国民健康保険組合は、同種の事業又は同種の業務に従事する者と、その組合の事

業所に使用される者を組合員として組織し、組合員及び組合員の世帯に属する者を

被保険者とする保険者ですが、管内に本部を置く組合において、平成21年9月に徳

島県で多数の無資格者の加入について、同年12月には北海道等で法人事業所の偽装
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加入について報道が行われました。 

当厚生局では、同年度内に指導監督権限を有する東京都とともに、当該国民健康

保険組合本部及び支部に対し実地検査を行い、報道内容の事実確認をし、他の都府

県の組合員の資格に対しても全国的な調査を指示しました。 

全国的な調査の結果（平成 22 年 6 月 30 時点）、無資格加入者は 7,284 事業所の

27,898人（組合員12,252人、家族15,646人）に上ることが判明した。 

② 対応状況   

○ 全国的な調査の結果、無資格加入者が全国の広範囲にわたり多数確認された

こと、都道府県、市町村国民健康保険の保険者、日本年金機構、健康保険協会

との調整が必要なと、無資格加入者が医療機関にかかった際の医療費に充てら

れた国庫補助金の返納を求めることから、平成22年9月9日付で厚生労働大臣

による処分通知（是正改善命令）が行われ、その内容は、無資格加入の発生に

至った経緯や関係者の実態解明、組合員資格の更なる調査、無資格加入者の被

保険者資格の是正、法令遵守、再発防止、処分内容等の組合会への報告や国庫

補助金の返還についてです。 

  ○ また、当局として平成22年度の実地による指導監督については、対象県の一

国民健康保険組合について、資格の適正化に重点を置いた実地指導監督を行い

ました。 
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第第第第ⅣⅣⅣⅣ章章章章    指導監査等指導監査等指導監査等指導監査等のののの実績実績実績実績    

                ・・・・主主主主なななな指摘事項等指摘事項等指摘事項等指摘事項等    



 



◆健康福祉課関係 

◎平成２１年度 児童扶養手当支給事務指導監査での主な指摘事項 
指摘項目 主 な 指 摘 内 容 

主管課の業務体制の状況 

障害認定医の配置 障害認定医が未配置であり、体制整備を図ること。 

 
事務処理体制 

認定請求書等の事務処理状況において、書類等の不備や確認が不十分な状況であるこ
とから、事務処理体制の改善に努めること。 

関係機関等との連携の状況 

 
関係機関との連携 

公的年金受給資格の確認について、年金事務所等への照会が不十分な状況にあり、確
実に把握すること。 

広報の状況 

広報の充実 広報紙による制度広報が行われていないため､広報紙による制度広報に努めること。 

規則に定める諸様式用紙等の作成､記入､整理及び保管状況 

 様式 
児童扶養手当法施行規則に定める様式の事項を満たしていない状況にあるので、同規
則に定める事項を確認できるよう様式の見直しを含めた対応をとること。 

受付処理簿の整備 受付処理簿が未整備であるため、早急に整備すること。 

 受給者台帳 
「事由発生年月日」欄が未記入であったが、同年月日は児童扶養手当法第 13 条の２の規
定による手当の一部支給停止措置の起算点となることから、必ず記入すること。 

認定請求書受理の状況 

 

 
認定請求書等の受理事務 

「預金通帳」「年金手帳」「健康保険証」「賃貸契約書写」などを申請時に必要な添付書類と
していたが、児童扶養手当法施行規則上認定請求書の受理時に必要とされる添付書類
以外の書類がないことをもって認定請求書を受理しないという取扱いは行わないこと。 

 
認定請求書についての記入要

領及び必要な添付書類の作

成指導 

認定請求書の受理時に必要とする書類（戸籍謄（抄）本、事実婚解消等調書など）が未添
付のまま受理していたが、必要な書類が添付されていることを確認した上で受理するこ
と。 

認定請求書の審査及び進達の状況 

 

 

配偶者､子､扶養義務者と
の身分及び生計維持関係
の確認 

受給者と生計を異にする扶養義務者の確認状況をみると、客観的に生計同一でないと判
断するための根拠となる資料が不十分なまま認定していた。受給者とその扶養義務者が
生計を異にする申立の場合には、その内容を明らかにすることができる挙証資料の添付
及び実態の十分な調査を行うこと。 

 書類の審査、決裁状況 
父障害の認定事務について、障害認定通知書を交付することなく有期認定をしていた。当
該通知書を交付すること。 

現況届の処理状況   

 

 
現況届の受理事務 

現況届について､郵送による受付が行われていた。現況届の受付に当たっては､記載内
容､添付書類に不備がないかを確認後に受理することとしており､また､面接方式により生
活状況や対象児童の状況等を､この機会をもって把握していることから､特段の理由がな
い限り認めていない。受給資格者が長期入院等のやむを得ない理由により窓口に提出で
きない場合以外は、現況届提出の趣旨を十分説明し、本人持参による提出とすること。 

 

 

所得の確認（課税台帳等の
照合） 

現況届に添付されている「養育費等に関する申告書」において、適用期間を誤って申告さ
れた額をそのまま所得算入していた。申告書の申告内容に誤りがないか十分確認のう
え、適正な所得額を計上すること。 
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現況届の事務処理 
遺棄を支給事由とした事務処理において、本人の申立書及び民生委員等の証明書が未
添付であった。遺棄を事由としている場合は、関係通知に基づき本人の申立書（民生委員
証明付き）を添付させること。 

未提出者に係る事務処理 
現況届未提出者の時効処理において、現況届提出命令書を発出しないまま職権で資格
喪失処理を行っていたが、現況届未提出者の権利を保全するため、配達記録が残る方法
により提出命令書を発出した後に資格喪失処理を行うこと。 

受給資格喪失者に係る事務処理状況 

 

 

資格喪失届に係る事務処
理 

資格喪失の事務処理にあたっては、関係公簿等の確認を確実に行うとともに、その記録
を付記し､事実を的確に把握できる申立書の添付等を行うとともに､必要に応じ受給者から
聞き取った内容は確実に記録するなど、資格喪失時点の的確な把握に努めること。 

 

 
辞退による資格喪失処理 

受給者から手当の受給を辞退したい旨の申し出があった場合には、資格喪失の処理は
行わず、受給者には辞退による資格喪失はできない旨、本制度についての十分な説明を
行うとともに、適正な事務処理に努めること。 

その他   

 
所得の更正決定 

所得の更正決定は、本人からの申し出があったもののみ処理しているが、関係部署との
連携により、該当者をもれなく適正に把握できるようにすること。 

 

 
債権発生状況 

児童扶養手当の過払い未然防止の観点からも、受給資格者、対象児童、扶養義務者等
の住民基本台帳や課税台帳等に関する定期的な異動状況の把握を行い、手当の適正な
支給に努めること。 

 
 
◎平成２１年度 消費生活協同組合検査での主な指摘事項 

＜組織・管理＞ 

指摘項目 主 な 指 摘 内 容 

基本的事項    

 
変更登記について 

消費生活協同組合法第７５条に規定されている事項について、定められた期間内に登記
が行われていないので、期間内に登記すること。 

定款・規約等   

 

組合の区域について 
定款に規定されている区域と組合登記簿に記載されている職域とが異なっているので、
実態を把握のうえ是正すること。 

規則類の整備について 
定款において定めることとされている規則類について定められていないので、整備するこ
と。 

組合員   

 
組合員名簿について 

組合員名簿に記載すべき法定事項について、記載されていない事項があるので、適切に
整備すること。 

  組合員の管理について 
組合員資格を喪失したと思われる者について、一般組合員と区別して管理されていないこ
とが認められたので、実態を把握して適切に管理すること。 

  出資金について 
出資金について、教員と学生等とで依頼する口数が異なっていることが認められたが、職
種等によって出資を依頼する口数に差を設けることは適当でないので改めること。 

役員及び理事会   

  

  

理事会への理事の出席に
ついて 

理事会において特定の理事の欠席が続いているので、開催日時の調整をする等の工夫
を行い、全ての理事が出席できるように努めること。 
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役員報酬・旅費について 
役員報酬や役員が理事会へ出席した場合の旅費について、慣例により支給額を定め支
給していることが認められたので、支給根拠となる規定を整備し適切に執行すること。 

  役員の選出について 
役員について、役員選挙規約に則した選挙を行わず、理事会において選任していたこと
が認められたので、定款及び役員選挙規約を遵守し、適正な選出を行うこと。 

  
理事長等の職務代行につ
いて 

理事長等に事故があるときの職務代行の順位が定められていないので、定款に則りあら
かじめ定めておくこと。 

  

理事会の運営について 
理事会の運営について、要審議事項が審議されていないことが認められたので、是正す
ること。 

理事会の議事録について 
理事会の議事録に、出席した理事及び監事の署名又は記名押印がないことが認められ
たので、消費生活協同組合法第３０条の５第３項の規定に基づき、是正すること。 

監査    

  監事の監査について 
前回の行政検査等で改善を求められた事項について未改善の事項があるにも関わらず、
監事監査において何ら指摘がなされていないので、理事の業務執行の状況及び財産関
係について十分な監査を行うこと。 

総会及び総（代）会    

  総代の選出について 
総代について選挙による選出が行われていないことが認められたので、定款及び総代選
挙規約を遵守し、適正な選出を行うこと。 

  
総代会の議決事項につい
て 

総代会の議決事項である役員の報酬について、総代会で議決されていないことが認めら
れたので、是正すること。 

 
＜組合事業＞   

指摘項目 主 な 指 摘 内 容 

基本的事項   

  

  

定款に定める事業品目に
ついて 

定款で定める事業品目について、貴組合が取り扱っている品目が入っていないことが認
められたので、実際に取り扱っている事業品目と定款の規定が乖離しないように定款を改
正すること。 

  

  
員外利用について 

員外利用が常態化していることが認められたので、その実態把握に努めるとともに、組合
員以外は利用できない旨の掲示を行って組合への加入を促すなど、適正な運営に努める
こと。 

 

＜会計＞  

指摘項目 主 な 指 摘 内 容 

余剰金処分等   

  
教育事業等繰越金につい
て 

教育事業等繰越金が次年度の教育事業等に使用されていないことが認められたので、当
該繰越金の活用に努めること。 
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＜社会福祉施設運営の適正実施の確保＞ 

指摘項目 主 な 指 摘 内 容 

必要な職員の確保と職員処遇の充実 

  

  
研修会の実施について 

支援に関する施設内研修が行われていないので、入所者の立場に立った支援の技術
的向上を図るため、個別支援計画の見直しに関する事項も含め、施設内研修会を実
施すること。 

その他   

  

  

入所者預り金の管理につ
いて 

入所者預り金について、通帳と印鑑を保管している金庫の鍵を同一の者が保管してい
ることが認められたので、今後は内部牽制を確保する観点から、同一人、同一場所の
管理とならないよう見直すこと。 

 
  

◎平成２１年度 保護施設指導監査での主な指摘事項 

＜適切な入所者処遇の確保＞ 

指摘項目 主 な 指 摘 内 容 

入所者処遇の充実   

 

残食（菜）調査について 
残食（菜）調査が実施されていないことが認められたので、今後は調査を実施し、献立
作成の参考とすること。 

調理室の衛生管理につい
て 

調理室内の衛生管理が不十分であることが認められたので、今後は適切に対応するこ
と。 

入所者の支援について 
入所者を朝から入浴させるなど、施設側の都合で支援が行われていることが認められ
たので、入所者の立場に立った支援を実施すること。 

入所者の生活環境等の確保 

 
ナースコールの設置につ
いて 

居室、便所等必要な場所に対しナースコールが設置されていない箇所があり、一部動
作不良も認められたので、改善を検討すること。 
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◆食品衛生課関係 

◎平成２１年度 総合衛生管理製造過程承認施設に係る立入調査での主な指摘事項 

指摘項目 主 な 指 摘 内 容 

製品説明書 
原材料の具体的名称及び添加物の具体的物質名を記載すること。 

使用基準が定められた添加物の使用量を記載すること。 

ＣＣＰ整理表 ＣＣＰ整理表における各項目について、実状に即した内容に記載整理すること。 

施設図面・フロー図 
施設の図面については、不足等がないか確認し、不足や削除部分を反映させること。 

製造又は加工の工程については、現状に即した記載に修正すること。 

重要管理点／管理基
準 

重要管理点である加熱殺菌工程における製品の流量を管理基準としない理由を提示す
ること。（乳、乳製品、清涼飲料水等） 

重要管理点／モニタリ
ング方法 

加熱殺菌工程におけるスモークチャンバー内のモニタリング測定ポイントが妥当である
とする根拠について、既存のデータを活用したり、必要に応じて新たにデータを再取得
する等して、再検討すること。(食肉製品等） 

重要管理点の管理基準をチャート紙で確認した旨の記録を残すこと 

重要管理点／ 
逸脱・改善措置 

管理基準逸脱時の改善措置については、製品等の適切な措置方法を定め、措置担当
者と検証者が同一とならない規定とすること。 

重要管理点において、管理基準が逸脱した場合、一連の対応内容を記録に残すこと。 

危害分析 

危害分析については、原材料及び製造工程に追加や変更等がなされた場合には、ＨＡ
ＣＣＰ委員会等において議論し、適宜見直すこと。 

危害分析については、食品衛生法施行規則別表第２の下欄に掲げられている食品衛生
上の危害の原因となる物質について検討し、危害分析一覧表に反映すること。また、危
害が想定されない物質については、その理由を示し、見直しの経緯が分かるよう記録を
残すこと。 

清浄度区分 

清浄度に応じた区分については、適切な区分のあり方とそれに応じた管理方法につい
て整理すること。 

施設における清浄度の区分に応じた入室手順を整理すること。 

環境検査 
落下細菌及び拭き取り検査については、施設内基準値を逸脱した際の措置方法を手順
化すること。また、逸脱事例が発生した際は、対応の記録を残すこと。 

衛生管理 

○○室等に認められるカビ及びサビについては、施設内清浄度維持及び異物混入防止
の観点から、必要な対策を講じること。 

施設内の床の亀裂・剥がれ等について、計画的な補修を進め、適切な製造環境の維
持・管理に努めること。 

開封原材料等の使用期限の規定について、使用期限の設定根拠を再確認するととも
に、必要に応じて見直しを行うこと。 

清掃・洗浄 

施設で行っている清掃については、規定を定め、実施記録を残すこと。 

殺菌冷却後送液ライン等における手洗浄の効果を検証すること。（乳、乳製品、清涼飲
料水等） 
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防虫防そ 
防虫防そ対策については、改善措置を確実に実施し、記録に残し、実施対策の有効
性、妥当性について検証すること。 

手順書 各種作業手順書については、実際の作業等と齟齬がないよう整備をすること。 

記録 

各工程での記録の残し方について再点検し、ＨＡＣＣＰシステムを検証する上で必要な
記録に不足がないか、ＨＡＣＣＰメンバーで評価すること。 

記録の修正方法については、規定に従い行うよう従業員に周知すること。 

検証 
検証として実施している各種検査については、目 1 的を明確にした上で、結果に対する
対応及びその記録方法について検討すること。 

校正 
施設内の温度計について、校正を行う際の許容範囲、許容範囲を超えた際の対応につ
いて規定を定めること。 

教育 
パート従業員を含めた従業員への衛生教育を実施し、記録を残すこと。 

従事者の衛生教育について、講習を欠席した職員の対応方法について検討すること。 

製品検査 
微生物検査については、適切な時点で判定がなされたことが確認できるように培養開始
時刻及び終了時刻を記録として残すこと。 

使用水 
使用水の衛生管理については、施設で定めた基準逸脱時の連絡体制及び製品の措置
等を規定すること。また、記録の検証方法について確認すること。 

組織・会議体 
ＨＡＣＣＰチームについては、その役割を再認識し、検証の実施・評価、ＨＡＣＣＰプランの
見直し・修正等の不十分事項について対応を講じること。また、議事録については、議
論の経緯が分かるよう記録方法を工夫すること。 

クレーム対応 クレーム対応について、対策の評価を実施するとともに、その記録を残すこと。 

行程トラブル 工程トラブルについては、再発防止策に対する評価を行い、記録に残すこと。 

回収 
製品の回収方法について、現在の体制等の規定が適切であるかを早急に見直すととも
に、トレースバックの可否も含めて、シミュレーションを実施するなどして確認すること。 

◎平成２１年度 登録検査機関に係る監査での主な指摘事項 

指摘項目 主 な 指 摘 内 容 

組織 
製品検査部門責任者は、検査区分責任者、登録検査員の職務分掌を作成し、 
製品検査が適正に実施できるよう業務体制を見直すこと。 

機械器具の管理 

製品検査に使用する機械器具については、管理基準、点検頻度が適切であるか確認す
ること。 

点検記録の様式についても点検し、標準作業書に従い記録できるか確認すること。 

温度管理を行う機器の管理方法(温度記録)について確認すること。 

試薬等の管理 

培地の取扱いについて、調製方法、保存方法を明確にし、標準作業書等に規定するこ
と。 

標準溶液は、標準品とトレースできるような調製記録を作成すること。 

有毒な又は有害な物
質及び危険物の管理 

細菌学的検査区分で使用する毒物について、適正に管理すること。 

試験品の取扱いの管
理 

サンプリングの状況が確認できるよう記録方法について検討し、併せて現場で撮影した
写真の有効な活用方法についても検討すること。 
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検査の操作等の管理 

検査実施標準作業書は、告示法あるいは通知法に基づいた内容か点検を行い、必要
に応じて見直すこと。 

検査実施標準作業書とワークシートで齟齬があるものは、整合性を図ること。 

新規検査項目導入時のバリデーションの方法及び評価方法を検討すること。 

検査結果の処理 
再試験について、試行数及び結果の評価方法を規定し、その過程及び結果を適切に記
録として残すこと。 

検査結果通知書 

製品検査結果通知書の発行の承認は、製品検査部門責任者が主となって確認するこ
と。 

成績書の発行について、発行承認日、発行日が分かるよう記録の方法を見直 
すこと。 

内部点検 

内部点検の指摘事項に対する改善報告は、改善措置の終了後、速やかに信頼性確保
部門に報告し、評価を受けること。また、製品検査部門からの改善報告が確実に行われ
るよう、進捗状況の管理等を行うこと。 

内部点検は、製品検査について、試験品採取を含めて実施可能か点検を行う 
こと。 

精度管理 
内部精度管理及び外部精度管理について、評価は確実に実施し、改善等が必要な場
合は速やかに措置を講じること。また、業務規程において検査手数料を認可している検
査項目については、適切な精度管理と評価を行うこと。 

外部精度管理調査 
外部精度管理で結果に問題が認められた場合は、原因究明に留まらず、適切な改善措
置を講じること。 

データの作成 ワークシートの内容を点検し、不足している部分について盛り込むこと。 

検査等を行う職員の
研修 

検査員の OJT 等の研修方法、評価方法を規定し、実施した場合は、その記録を残すこ
と。 

その他 

輸入、流通等の可否を判断するための検査は、製品検査に準じた業務管理が行われる
よう規程を設けること。 

検査の受付時に入手すべき情報について検討し、適切な受託管理を行うこと。 
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◆保険課関係 

◎平成２２年度 健康保険組合指導監査での主な指摘事項 

＜庶務関係＞ 

指摘項目 主 な 指 摘 内 容 

医療費通知の作成、レセプトデータ入力及びレセプト点
検等の外部委託については、個人情報保護及び事故
防止の観点から契約書に基づく業務処理状況の調査・
監査を、現地に赴き定期的に実施すること。 

・委託業者の業務処理状況の調査・監査が全く行わ
れていない。 
・委託業者の業務処理状況の調査・監査が定期的
に行われていない。 

個人情報保護管理規程に基づき役職員及び組合会議
員に対し教育研修等を実施すること。 

・役職員の採用時研修が実施されていない。 
・役職員及び組合会議員に対する研修が随時に実
施されていない。 

個人情報保護管理規程に基づき組合会議員に対し教
育研修等を実施すること。 

組合会議員に対する研修が随時に実施されていな
い。 

被保険者等の個人情報に関する処理を外部の業者に
委託する場合は、個人情報の保護に関する法律及び
関係通知に掲げる事項を遵守するよう委託契約書上に
漏れなく明記すること。 

契約条項に「目的外使用の禁止」「再委託の禁止」
「契約の解除」「業務処理状況に対する調査・監査
の実施」等の事項が漏れている。 

組合会における採決は、組合会会議規則に基づき行う
こと。 

拍手や「異議なし」の発声をもって採決している。 

個人情報の保護に関する法律及び健康保険組合等に
おける個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン
に基づき、個人情報の利用目的の特定及び公表を定
期的に行うこと。 

個人情報保護規程に定める方法によって定期的に
公表していない。 

公告すべき事項は、漏れなく公告すること。 

・組合規約の変更に関する公告が漏れている。 
・任意継続被保険者に係る標準報酬の公告が漏れ
ている。 
・選挙規程に基づく公告が漏れている。 

被保険者証管理規程の整備を図ること。 

・カード様式の被保険者証ではなく紙様式の被保険
者証の内容となっている。 
・被保険者証管理規程に被保険者証受払簿の様式
の添付がない。 

医療費通知の作成、レセプトデータ入力及びレセプト点
検等を外部に委託する場合には、個人情報保護及び
事故防止の観点から、レセプト（データを含む）に関す
る授受簿については、受渡件数等を漏れなく記載し適
正に管理すること。 

授受簿にデータ内容（件数）の受渡枚数等ではなく、
束単位やＣＤ等の受渡枚数で記載している。 

選定議員の選定は、他の事業主から委任を受けた代
表事業主若しくは全事業主において行うこと。 

・代表事業主が選定を行う場合に他の全事業主の
委任を受けていない。 
・選定依頼を全事業主に対して行っていない。 

＜保健事業関係＞ 

指摘項目 具体的な事例 

特定健康診査等実施計画については、高齢者の医療
の確保に関する法律に基づき、実施計画書で定める方
法により公表すること。 

・実施計画が被保険者等に公表されていない。 
・公表方法が実施計画に定める方法と違っている。

134



特定保健指導については、組合構成員の健康増進に
寄与するとともに、医療費適正化にも資することから、
実施計画に基づく着実な実施に努めること。 

実施計画の目標値との乖離が激しく計画に基づい
た実施となっていない。 

被保険者ニーズ等の把握並びに疾病状況等の実態を
踏まえた中長期的計画を策定し、実施結果の分析・評
価を積極的に行い、組合構成員全体に対する効果的
な事業の実施に努めること。 

健康管理事業推進委員会において中長期的計画
の策定、実施結果の分析・評価等を行ってなく効果
的に事業の実施が行われていない。 

事業主の義務である労働安全衛生法に基づく健康診
断（法定健診）を事業主から受託又は共催して実施す
る場合には、覚書等により実施項目や費用負担につい
て明確にすること。 

覚書等がなく、実施項目や費用負担等が明確にな
っていない。 

健康管理事業推進委員会の活動を再開し、保健事業
の中長期にわたる企画立案、実施計画の策定、実施
結果の分析・評価を行い、理事会に対し意見の提出を
行うこと。 

健康管理事業推進委員会を設置しているが、事実
上活動休止状態であり、保健事業の策定等が行わ
れていない。 

＜医療費適正化対策関係＞ 

指摘項目 具体的な事例 

減額査定通知の実施を検討すること。 減額査定通知が実施されていない。 

医療費適正化の観点から、診療報酬明細書等の点検
の充実・強化を図ること。 

診療報酬明細書等の内容点検が一部しか実施され
ていない。 

医療費のお知らせについては審査請求等の対象となら
ないため、支給決定通知と合わせた形式の見直しや表
示方法等を検討すること。 

医療費のお知らせに教示文を記載している。 

医療費適正化の観点から、外傷原因の調査を実施す
ること。 

外傷原因調査が実施されていない。 

後発医薬品（ジェネリック薬品）の使用促進を図ること。
後発医薬品希望カードの配布、パンフレット配布、ポ
スター掲示等による周知、広報を行っていない。 

＜業務関係＞   
指摘項目 具体的な事例 

任意継続被保険者が適用事業所に使用されたとき等
については、法令に基づき、被保険者より申出書を提
出させること。 

被保険者からの電話連絡等により申出書の提出な
しに処理している。 

各種処分通知については、平成 16 年 12 月 27 日及び
平成 17 年 3 月 23 日付事務連絡「行政事件訴訟法の一
部を改正する法律の施行に対応した教示文について」
に基づき、教示文を記載すること。 

・各種処分通知に教示文が記載されていない。 
・教示文の内容が改正されていない。 

定年後の再雇用に係る資格取得届については、通知
に基づき定年による退職であることが明らかにできる
書類（就業規則の写し、退職辞令の写し、事業主の証
明等）を添付させること。 

通知に基づく書類の添付、確認なしに処理してい
る。 

135



被保険者証の検認については、平成 16 年 10 月 29 日
付保発第 1029004 号及び保保発第 1029005 号通知に
基づき、毎年実施すること。 

・検認が全く実施されていない。 
・検認を行っているが、毎年実施していない。 

現金給付に係る支給決定通知書は、理事長名で通知
し公印を押印すること。 

健康保険組合名の支給決定通知になっている。 

被扶養者の認定にあたっては、内規を見直すとともに、
法令・通知に基づき適正に行うこと。 

法令及び通知に基づかず、独自の認定基準を内規
に定め取り扱っている。 

各種届書については、事実発生後に受付及び処理を
すること。 

資格取得届、資格喪失届、任意継続被保険者資格
取得申出書等を事実発生前に受付処理を行ってい
る。 

被保険者証の保管・受払・廃棄については、被保険者
証管理規程に基づき適正に行うこと。 

・被保険者証管理規程に基づく被保険者証受払簿
の様式を使用していない。 
・廃棄について被保険者証管理規程に基づく決裁を
経ていない。 

現金給付に係る支給申請書については、受付経過簿
を備えて受付後の処理経過を明らかにすること。 

受付経過簿を備えていない。 

磁気媒体による適用関係届については、その磁気媒体
を届出書として保存すること。 

文書保存規程に基づいて保存していない。 

 
＜歳入関係＞  

指摘項目 具体的な事例 

会計諸帳簿は、記帳原因が生じた都度記帳するととも
に、定期的に関係諸帳簿との突合を的確に行うこと。 

・会計諸帳簿への記帳が、その都度行われていな
い。 
・会計諸帳簿間の突合・確認が行われていない。 

納入告知によらない収入金については、収納と同時に
調査決定の手続きを行うこと。 

収入する際に調定決議をしていないものがある。 

金庫の管理については、財産管理規程に基づき財産
管理責任者が行うこと。 

財産管理責任者ではない事務長や経理担当者が
管理している。 

会計諸帳簿については、会計年度終了時までは各月
毎に月末の締切処理が終了した時点で年度当初から、
当該月分まで出力したものを保管すること。 

月次分をまとめたものを保管している。 

手持ち現金については、財産管理規程に基づく金額の
範囲内とすること。 

財産管理規程に定められている額を超えて、翌日
に持ち越している。 

経理の事務処理については、事務担当者が自己完結
的な処理を行うことのないよう相互チェック体制の確立
を図ること。 

・会計諸帳簿間の突合・確認を定期的に行っていな
い。 
・突合・確認を全て担当者一人だけで行っている。 

法定帳簿は、差し替えできないように製本し保管するこ
と。 

ファイルや紐綴じでの保管となっている。 

前年度収支残金一時充当は、決算組合会までに返還
すること。 

決算組合会以降に返還している。 

歳入歳出外に属する受入金（預かり金）については、
「歳入歳出外現金出納整理簿」を作成し管理すること。

・誤入金等の調定ができないものを歳入金として処
理している。 
・給与等から控除した公租公課を支払日まで預かっ
ているが、記帳されておらず適正に管理されていな
い。 
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現金及び預金通帳等の管理については、財産管理規
程に基づき財産管理責任者が行うこと。 

財産管理責任者ではない事務長や経理担当者が
管理している。 

＜歳出関係＞ 

指摘項目 具体的な事例 

収入支出予算科目の取扱いは、予算編成基準の科
目説明に基づき適正に行うこと。 

・派遣職員の給与について、雑役務費で支出すべきと
ころを非常勤職員手当で支出している。 
・備品費と営繕費の区別ができていない。 

収入支出決議書には、その根拠や支出の内訳など
明細がわかる証拠書を添付すること。 

決議書のみが証拠書類として保管されている。 

平成 19 年 2 月 1 日付保保発第 0201001 号通知に基
づき、会計事務取扱規程を整備すること。 

規程で定めるべきものに漏れがある。 

支出にあたっては、公法人である健康保険組合の事
業運営上、必要と認められるものに限り行うこと。 

組合運営上の予算執行として必要と思われない不適
切な支出をしている。 

同一款内の各項間の予算の流用について理事長専
決にて行う場合は、理事長の決裁を受けること。 

科目流用決議書に理事長の決裁印がない。 

前金払を行ったものについては、前金払整理簿を備
え、その状況を明らかにしておくこと。 

整理簿がなく、その状況が不明。 

売買、請負その他の契約をする場合は、平成 19 年 2
月1日付保保発第0201001号通知に基づき適正に行
うこと。 

物品の購入等の契約を随意契約で行う場合に、二以
上の業者から見積書を徴していない。 

会計事務に関し適正な事務処理を行うため、会計事
務取扱規程を備えること。 

会計事務取扱規程が備えられていない。 

支出証拠書に支払済印を押印すること。 支出証拠書に支払済印が押印されていない。 

同一款内の各項間の予算の流用について理事長専
決にて行う場合は、次の組合会で報告し承認を得る
こと。 

次の組合会で報告し承認を得ていない。 

 
＜財産関係＞ 

指摘項目 具体的な事例 

準備金等財産の保有及び管理の具体的方法については、
規約に基づき理事会の決定等所定の手続きを経ること。 

・事前に理事会に諮り承認を得ていない。 
・理事会に諮っているが、満期更新については漏れて
いる。 

決算残金処分は、決算組合会での議決を得た後、速やか
に行うこと。 

決算組合会から相当期間経過してから処分を行って
いる。 

有価証券を購入（保管替）する際に額面額と購入額に差が
ある場合は、各種積立金台帳に額面額を記載し、額面額
以上または以下で有価証券を購入したときの購入額と額
面額との差額については、準備金等の増額または減額と
して取り扱うこと。 

・購入額と額面額との差額について、支払余裕金に受
入または支出をしている。 
・購入額で管理しているため、残高証明書と一致しな
い。 

各種積立金台帳は、財産の移動経過を正確に記帳するこ
と。 

財産の移動経過に記帳誤りがある。 
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繰越金は予算の範囲内で行うこと。なお、予算を超える繰
越をする場合には、変更予算の手続きを行うこと。 

予算額を超えて収入している。 

支払余裕金と準備金等を同一口座で混在して保有するこ
とを避け、各々別口座で管理すること。 

支払余裕金と準備金等を同一口座で保有している。 

平成19年3月30日付保保発第0330001号通知に基づき、
財産管理規程を整備すること。 

減価償却の取扱い変更に伴う所要の改正が行われ
ていない。 

財産の保管替決議書については、漏れなく作成すること。 満期更新の保管替決議書を作成していない。 

各種積立金台帳に内訳簿・明細簿を備えること。 
積立金台帳に内訳簿又は明細簿が備えられていな
い。 

決算残金処分は適正に行うこと。 

・決算組合会の議決を得ずに又は議決内容と異なる
決算残金処分を行っている。 
・前年度決算残金と異なる額を決算残金処分してい
る。 
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◆年金課関係 

◎平成２２年度 厚生年金基金実地監査での主な指摘事項 
指摘項目 主 な 指 摘 内 容 

代議員会   

 

 

 

代理出席 代議員会に代理出席ができるように、委任状等を整備すること。 

欠席理由 代議員会を欠席する理由の把握ができるよう、委任状等に欠席理由欄を設けること。 

表決 
代議員会の表決は規約・代議員会会議規程に基づき行い、代議員会会議録には表決
の経過を記載すること。 

理事会    

書面出席 
理事会において、書面により理事会の議事に加わることができるように、様式を整備す
ること。 

表決 
理事会の表決は規約・理事会会議規程に基づき行い、理事会会議録には表決の経過
を記載すること。 

常務理事への委任   

事務委任 常務理事への事務委任規程に職員の出退勤及び出張に関する事項を追加すること。 

監事監査   

監事監査 
監事監査は、「厚生年金基金の事業運営基準」に示された「厚生年金基金監事監査規
程要綱」に基づき、適正に行うこと。 

監査様式 月例（四半期）監査用の別紙に監査項目「業務概況の周知関係」を加えること。 

 

 
総合監査 

総合監査において、監査事項「貸借対照表、損益計算書及び業務報告書その他決算に
関する事項」の監査に使用する、決算関係監査調書の「１財務及び会計規程及びその
運用」に記されている監査項目「契約」の監査を実施すること。 

月例監査 月例（四半期）監査は、監事監査規程に基づき監事が実施すること。 

任免     

任免簿 職員任免簿を整備すること。 

キャッシュカード    

 管理者等 
キャッシュカードの管理責任者を定めること。また、その使用に当たっては、責任者又は
責任者の委任を受けた者とすること。 

原簿     

 

基金原簿 基金原簿を整備すること。 

規約原簿 規約原簿を整備すること。 

選挙     

 

規程 
代議員の選挙の執行に関する規程には、互選代議員が母体企業の従業員たる加入員
の立場を代表する者であることについて選挙前に加入員に周知を行う旨の規定を設
け、その規定に基づき周知すること。 

公示 
代議員の選挙の執行に関する規程に基づく総選挙の公示に、互選代議員が母体企業
の従業員たる加入員の立場を代表する旨を付記すること。 

データ保護管理   

 

指定 電子計算機処理データ保護管理規程に基づき、オペレータを指定すること。 

規程等 
電子計算機処理データ保護管理規程に、経理事務に関するデータ管理の規定を加える
とともに、電子計算機処理に係る経理担当責任者の配置及び経理担当オペレータの指
定を行うこと。 
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掛金   

 

調定 
各月の掛金の調査確認及び調査決定は、厚生年金基金事務取扱い準則に基づき、遅く
とも翌月１５日までに行うこと。 

領収証書 
掛金や返納金が ATM 等により振り込まれたことを確認した場合には、納付者に対して
領収証書を発行すること。 

督促     

 
督促状の発行 

掛金が納付期限内に納付されない場合は、法令及び厚生年金基金事務取扱い準則に
基づき督促状を発行すること。 

延滞金    

 

調定・告知 
延滞金の調査確認及び調査決定、納入告知は、法令及び厚生年金基金事務取扱い準
則に基づき、遅滞なく適正に行うこと。 

納入告知書 納入告知書の延滞金に関する記載内容を改めること。 

滞納処分   

 

滞納処分票 滞納事業所については、滞納処分票を作成し、適正に管理すること。 

債権確保 
滞納事業所に対しては、時効中断措置を講ずるとともに、積極的な滞納整理を実施し、
債権確保に努めること。 

交付要求 交付要求を行う場合には、滞納処分の認可を受けること。 

返納金 

 

債権管理簿 返納金債権管理簿（総括、個人別）を作成すること。 

調定・告知 
返納金は、事実確認後速やかに調査確認及び調査決定を行い、納入告知日で未収返
納金を計上すること。 

領収証書 返納金を領収した場合には、納付者に対して領収証書を発行すること。 

契約  

 

契約 
契約については、財務及び会計規程に基づき、業者決定や契約書の作成を適正に行
い、理事長の決裁を受けること。 

契約書 財務及び会計規程に定める額以上の契約については、契約書を作成すること。 

 随意契約 
随意契約により調達を行う場合は、価格の比較により業者を決定した際には複数の業
者の見積書、また総合的な評価により決定した際には評価結果等が記載された書類を
作成することにより随意契約の理由を明らかにし、決裁を受けること。 

出納  

出納員の引継 
出納員が交替した場合の引継は、財務及び会計規程に基づき引継書を作成し、適正に
行うこと。 

経理   

 

 

固定資産 
耐用年数が 1 年以上かつ取得価格が 10 万円以上の器具及び備品は固定資産台帳に
計上するとともに、適正に減価償却を行うこと。 

伝票処理 会計伝票は、取引が発生した都度起票すること。 

物品管理 

 
物品管理簿 物品管理簿を作成・整備すること。 

金券類 
切手・葉書等の金券類は、受払簿等を作成し、その使用については適正に管理するこ
と。 

旅費   

 支給 役職員及び代議員の旅費は、旅費に関する規程に基づき適正に支給すること。 

予算   

 流用 予算の流用については、必ず事前に理事長の決裁を受けること。 

適用   

届出 法第１２８条の規定に基づく届出について、漏れなく事業主から提出させること。 
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◆指導監査課・都県事務所関係 

◎平成２１年度 保険医療機関（医科）に対する個別指導での主な指摘事項 

＜診療録及び基本診療料等に関する指摘事項＞ 

指摘項目 主 な 指 摘 内 容 

診療録 

 
診療録の記載内容 

・診療録の不適切な取扱いが認められたが、診療録は保険請求の根拠となるもので
あり、保険医は診療の都度、遅滞なく必要事項を記載すること。 
・診療録に必要事項の記載が乏しい例が認められたので改めること。症状、経過、
診療内容、治療内容などを、正確に、具体的に記載すること。 

 

診療録の記載方法 
・診療録等を鉛筆で書いている例が認められたが、ペン等で記載すること。 
・診療録の修正は、修正前の内容が判読できるよう二重線で行うこと。 

傷病名等 
不適切な傷病名の記載が認められたので、根拠に基づき医学的に妥当性のある傷
名を記載すること。あわせて、診断の日や転帰なども記載すること。 

基本診療料等 

 

再診料 
再診料を算定出来ない例が認められたので改めること。 
・指定訪問看護事業者（「患者又は看護に当たっている家族」以外）の来院相談に対
する再診料を算定 

外来診療料 
外来診療料の算定において、不適切な例が認められたので改めること。 
・検査のみの来院で算定 

時 間 外 加 算 ・ 休 日 加
算 ・ 夜 間 早 朝 等 加 算
（初診料・再診料・外来
診療料） 

算定要件を満たさない例が認められたので改めること。 
・医療機関の表示する診療時間内に来院した患者に時間外加算を算定 
・コンタクトレンズ検査料を算定した患者に夜間・早朝等加算を算定入院料等・入院
診療計画 

入院基本料等 

「10 対 1 入院基本料を算定する病棟において、1 日に看護を行う看護職員の数
は、常時、当該病棟の入院患者の数が 10 又はその端数を増すごとに 1 以上であ
ること」と定められているが、入院基本料の施設基準に定める看護配置要件に適合
していない月が認められたので改めること。 

 

＜特掲診療料に関する指摘事項＞ 

指摘項目 指摘項目 

医学管理 

医学管理料の算定において、必要事項の記載が乏しい診療録が見られ、また、判読
できない例が認められたので改めること。この項目の算定に当たっては、特に、指導
内容・治療計画等診療録に記載すべき事項が、算定要件としてそれぞれの医学管
理料ごとに定められていることに留意すること。 

在宅医療 

 

 
往診料 

往診料の算定において、不適切な例が認められたので改めること。 
・診療録に往診の理由がわかる記載がない 
・定期的ないし計画的に患家に赴いて診療を行った場合には、往診料の算定はでき
ない 

リハビリテーション 
疾患別リハビリテーションにおいて不適切な例が認められたが、適応を症状、所見に
応じ、妥当適切に判断した上で施行し、漫然と治療することなく適宜効果判定を行う
こと。 
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＜看護・食事に関する指摘事項＞ 

 
 
 

  

精神科専門療法 
入院精神療法の算定において、不適切な例が認められたので改めること。 
・入院精神療法(Ⅰ)で、診療録に実施時間の記載が乏しい 
・入院精神療法(Ⅱ)で、診療録に介入の具体的内容の記載がない 

指摘項目 指摘項目 

看護 

 
看護管理・病棟管理・勤
務計画等に関する例 

看護記録・看護計画 
・看護計画を治療方針に沿った内容で具体的に作成していない 
・個々の看護計画を定期的に見直ししていない 
・看護計画を患者や家族に説明し、同意を得た旨を明確にしていない 

食事 

 一般的事項 
・食事療養の内容について、医師を含む会議において検討していない 
・適温給食のための適切な配慮をしていない 

 入院時食事療養 
・検食簿の記載が不十分 
・入院時食事療養（Ⅰ）での算定誤り（食数）が認められた 

 

＜その他事務的な事項に関する指摘事項＞ 

指摘項目 指摘項目 

診療録の様式 診療録表紙の様式が定められた様式に準じていないので改めること。 

院内掲示 

院内掲示を適切に行っていない例が認められたので改めること。 
・診察時間を見やすい場所に掲示していない 
・入院基本料に係る届出内容の概要を掲示していない 
・施設基準に関する届出事項について掲示していない 

特別の療養環境の提供 

特別の療養環境の提供にかかる取扱いが適切でない例が認められたので改めるこ
と。 
・同意書がないにもかかわらず料金を徴収 
・病院の都合や療養上必要な患者に対して料金を徴収 
・申込日が不明確 
・保険外併用療養費の報告書に記載された金額以外の料金を徴収 

一部負担金に係る事項 

一部負担金の取扱いが適切でない例が認められたので改めること。 
・従業員、家族等から未徴収 
・一部負担金の徴収に係る記録がない 
・診療録の一部負担金額と日別の受領額が適正に管理されていない 
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◎平成２１年度 保険医療機関（歯科）に対する個別指導での主な指摘事項 

＜診療録及び基本診療料等に関する指摘事項＞ 

指摘項目 主 な 指 摘 内 容 

診療録 

診療録は患者の病状経過等を記録しておく重要なものであり、診療報酬請求の根拠となることを十分に認識し、保
険診療に関する必要事項（症状、経過など）は、遅滞なく正確に記載するとともに内容の充実に努めること。 

保険医は「保険医療機関及び保険医療養担当規則」等の諸規則を十分に理解し、適正な保険診療に努めること。 

 
診療録の記載内容 

・診療録第１面の記載事項（主訴、傷病名、歯式、口腔内所見、開始、終了、転帰
等）は的確に記載すること。 
・診療録第２面の記載内容（症状、所見、処置内容、指導内容、検査結果、治療方
針、印象材料、補綴物名、使用金属等）の充実に努めること。 
・診療録の不適切な記載（行間を空けた記載、欄外への記載、療法・処置記載欄へ
の複数行の記載、判読困難な記載、独自の略称の使用、ぬりつぶし・修正液・上書
きによる訂正）を行わないこと。 

基本診療料等 

・歯科初診料は、健康診断の結果に基づく時には算定できないので改めること。 
・基本診療料・特掲診療料についての障害者加算の算定において、不適切な例が認
められたので改めること。 
・著しく歯科診療が困難な障害者でない患者に対する算定 
・障害者手帳交付者という理由のみによる算定 

 

＜特掲診療料に関する指摘事項＞ 

 

＜その他事務的な事項に関する指摘事項＞ 

指摘項目 指摘項目 

事務的取り扱いに係る事
項 

○診療録とレセプトの間で（診療内容、部位、病名、所定点数、合計点数）についての
不一致がみられたので、照合・確認を十分に行うこと。 
・保険証は、毎月、受給資格の確認を行うこと。 
・帳簿、伝票等の関係書類については、所定の期間（３年）保存しておくこと。 
・歯科技工指示書や歯科衛生士業務記録簿の、整理保管に留意すること 
○院内掲示を適切に行っていない例が認められたので改めること。 
・届出事項（電子化加算、補綴物維持管理料、地域医療連携体制加算） 
・保険外併用療養費（金属床総義歯の概要及び費用） 

一部負担金に係る事項 
不適切な例が認められたので改めること。 
・徴収すべき者から徴収していない 
・診療の都度徴収していない 

 

指摘項目 指摘項目 

医学管理 

医学管理料の算定において、必要事項の記載が乏しい診療録が見られ、また、判読
できない例が認められたので改めること。この項目の算定に当たっては、特に、指導
内容・治療計画等診療録に記載すべき事項が、算定要件としてそれぞれの医学管
理料ごとに定められていることに留意すること。 

在宅医療 

 

 
往診料 

往診料の算定において、不適切な例が認められたので改めること。 
・診療録に往診の理由がわかる記載がない 
・定期的ないし計画的に患家に赴いて診療を行った場合には、往診料の算定はでき
ない 

リハビリテーション 
疾患別リハビリテーションにおいて不適切な例が認められたが、適応を症状、所見に
応じ、妥当適切に判断した上で施行し、漫然と治療することなく適宜効果判定を行う
こと。 

精神科専門療法 
入院精神療法の算定において、不適切な例が認められたので改めること。 
・入院精神療法(Ⅰ)で、診療録に実施時間の記載が乏しい 
・入院精神療法(Ⅱ)で、診療録に介入の具体的内容の記載がない 
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◎平成２１年度 保険薬局に対する個別指導での主な指摘事項 

＜処方せん、調剤録及び調剤内容に関する指摘事項＞ 

指摘項目 主 な 指 摘 内 容 

処方せんの取扱い 

〇処方せんに不備があるにもかかわらず、そのまま調剤している例が認められたの
で改めること。 
・経緯の明らかでない訂正 
・用法の記載がない 
・「医師の指示どおり」「用法口授」の記載 
・保険医署名欄の記名・押印に押印がない 
・処方せんの保険医の押印が異なっている 
・外用薬において、使用用量、使用時点、使用部位の記載がない 
〇調剤済の処方せんに不適切な例が認められたので改めること。 
・調剤済の未記載 
・調剤済の印が不鮮明 
・医師への照会事項の記載が不十分 
・疑義照会の対応相手の確認が行われていない 

調剤録等の取扱い 

○ 薬剤服用歴の記録、管理について不適切な例が認められたので改めること。 
・指導の要点の記載がない 
・患者記録の記載が不十分（住所・緊急連絡先） 
・調剤年月日、調剤した薬剤師の氏名等の記載がない 
・処方内容に関する疑義照会の要点等の記載が不備 
・薬剤情報提供の記録が記載されていない 
○ 薬剤服用歴の患者情報について不適切な例が認められたので改めること。 
・患者の体質・アレルギー歴・副作用歴等の患者情報の記載がない 
・定期的に患者の体質・アレルギー歴・副作用歴等の更新歴がない 
・薬剤によるアレルギーの情報提供を処方された時点に確認されていない 
○ 薬剤服用歴の患者指導について不適切な例が認められたので改めること。 
・患者の理解度などについて適切な注意を払った服薬指導を行っていない 
・患者に対して、同一もしくは類似した内容の指導が漫然と繰り返されている 
・同時に複数医師の処方を受けている患者の相互作用及び禁忌等のチェックが行
われていない 
○ 緊急安全性情報、医薬品医療機器等安全性情報を定期的に確認し、適切な服
薬指導を行っていない例が認められたので改めること。 

調剤内容 

 

疑義照会が適切に行われていない例が認められたので改めること。 
・薬学的に問題のある重複・多剤投与が疑われる薬剤の処方 
・投与期間に上限がある医薬品についてその上限を超えて投与が疑われる 

 

＜その他事務的な事項に関する指摘事項＞  

指摘項目 指摘項目 

事務的取り扱いに係る事
項 

○ 領収証が交付されていない例が認められたので改めること。 
○ 局内掲示を適切に行っていない例が認められたので改めること。 
○ 調剤録と調剤報酬明細書の照合が不十分な例が認められるので改めること。 
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◆福祉指導課関係 

◎平成２１年度 社会福祉法人指導監査での主な指摘事項 
＜組織運営Ｉに関する指摘事項＞ 

指摘項目 主 な 指 摘 内 容 

組織運営 

・定款変更の不備又は実態と乖離 
・役員の選任及び手続が不適切 
・代表権を有する者の未登記 
・評議員会で特定の評議員が欠席 

会計管理 
・経理事務処理が不適切 
・決算関係書類が不適切 

評議員の構成等の状況 
ア 評議員の構成が不適切、イ 評議員の選任及び手続が不適切、ウ 評議員報
酬等の不適正な支給 

理事会の状況 

理事会の開催要件の不備 

理事会の要議決事項にかかる審議が未実施 

理事会で特定の理事が欠席 

理事会の議事録の記録及び保存が不適切 

日常軽易な業務の理事長専決事項の不備 

資産の総額の登記変更の不備 

評議員会の状況 

評議員会の開催要件の不備     

評議員会の要議決事項にかかる審議が未実施 

評議員会で特定の評議員が欠席 

評議員会の議事録の記録及び保存が不適切     

監事監査の状況 監事監査が形式的 

 

＜事業に関する指摘事項＞ 

指摘項目 主 な 指 摘 内 容 

社会福祉事業の実施状況 
定款上の事業と実際に行われている事業が不一致 

届出の不備及び遅延 

収益事業の実施状況 収益事業の内容が不適切 

 

＜管理に関する指摘事項＞ 

指摘項目 主 な 指 摘 内 容 

人事管理の状況 
施設長任免が不適切 

職員の人事管理が不適切 

資産管理の状況 

基本財産の管理が不十分 

運用財産等の管理が不十分 

借地等に係る利用権の未設定又は未登記 

総資産額等が未登記又は登記遅延 

土地・建物に係る賃貸借契約の不備 
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会計管理の状況 

経理規程の未整備 

会計責任者と出納職員の未配置又は兼務 

経理事務処理が不十分 

資金計画、借入金の償還が不適切 

決算関係書類が不適切 

諸帳簿の整備が不十分 

寄付金の取扱いが不適切 

入所者預かり金の取扱いが不適切 

契約事務手続きが不適切 

運営資金の借入手続きの不備 

その他 

苦情解決の仕組みの未整備又は不十分 

必要な規則類の未整備 

事務局機能が不十分 
 

 
 
 

◎平成２１年度 介護保険者・介護サービス事業者等指導監査での主な指摘事項 

指摘項目 主 な 指 摘 内 容 

地域密着型サービス事業
所等の指定等事務関係 

事業所の指定に伴う公示がされていなかった。 

事業所の廃止届の提出に伴う公示がされていなかった。 

 
 
 

◎平成２１年度 介護サービス事業者等に対する指導監査での主な指摘事項 

指摘項目 主 な 指 摘 内 容 

サービスの質の確保と向
上 

身体拘束を実施するに際し、緊急やむを得ない理由を明確に記録すること 

運営推進会議を運営基準第 108 条に従い２か月に１回程度開催するよう努めるこ
と。 

 
 
 

◎平成２１年度 障害者自立支援業務実地指導 

指摘項目 主 な 指 摘 内 容 

市町村指導 
自立支援給付支給事務等の市町村に対する指導が実施されていないため、計画的
に実施するよう助言を行った。 

指定障害福祉サービス事
業者に対する指導 

指定障害福祉サービス事業者に対する集団指導の実施に際して、欠席した事業者
に対する対応が不十分な状況（欠席事業者の未把握、資料送付等の対応がなされ
ていない）が見受けられたため、適正な処理を行うよう助言を行った。 
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指定障害福祉サービス事業者に対する実地指導への取組が不十分な状況が見受
けられたため、十分な対応につき助言を行った。 

指定事務 

指定自立支援医療機関の指定を行った際に行うべき公示が行われていないため、
指定を行ったときは、その旨公示するよう助言を行った。 

指定自立支援医療機関の指定辞退の届け出おいて、一月以上の予告期間を設ける
ことなく届け出られている事例が見受けられため、一月以上の予告期間を設けるよう
指定自立支援医療機関に指導を行うよう助言を行った。 

精神通院医療機関の指定において、指定日は指定を決定した日の属する月の翌月
初日とすべきところ、申請のあった翌月初日とする誤った処理が見受けられたため、
適正な処理を行うよう助言を行った。 

自立支援医療 

自立支援医療費の支給認定において、 
所得区分（低所得１）の認定に際して確認が必要な事項（手当及び年金の受給状
況）の確認が不十分である状況が見受けられたため、適正な処理を行うよう助言を
行った。 

自立支援医療費の支給認定において、医療受給者証の医療の具体的方針欄への
記載が具体性に欠けている状況が見受けられたため、適正な処理を行うよう 
 助言を行った。 

自立支援医療 
自立支援医療費の審査点検において、生活保護受給者にかかる診療報酬明細書・
連名簿の審査点検が不十分である状況が見受けられたため、適正な処理を行うよう
助言した。 
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第第第第ⅤⅤⅤⅤ章章章章    資料資料資料資料・・・・データデータデータデータ集集集集    



 



１  主 な 所 掌 業 務 （ 課 別 ）  

 

（総務課） 

・関東信越厚生局の総務 

・関東信越厚生局職員の人事、教養、訓練及び研修等に関すること 

・厚生労働省共済組合に関すること 

・行政文書の開示に関すること 

・個人情報の保護に関すること 

・各種国家試験に関すること 

 

国家試験の種類 

 

医師、歯科医師、保健師、助産師、看護師、診療放射線技師、臨床検査

技師、理学療法士、作業療法士、視能訓練士、薬剤師、管理栄養士 

 

 ・国有財産の管理及び処分 

 

（企画調整課） 

・都道府県医療費適正化計画その他の医療に要する費用の適正化の推進に

関する地方公共団体その他の関係者との連絡調整 

・関東信越厚生局の所掌事務に関する総合的な企画及び立案並びに調整 

・関東信越地方社会保険医療協議会の運営 

・医療安全対策に関すること（医事課の所掌に属するものを除く） 

 

（年金指導課） 

・日本年金機構の理事長が任命する徴収職員及び保険料等の収納を行う職

員の認可に関すること 

・日本年金機構が行う滞納処分等に係る認可に関すること 

・日本年金機構が滞納処分等をした場合におけるその結果の報告に関する

こと 

・日本年金機構が行う立入検査等に係る認可に関すること 

・日本年金機構が行う保険料等の収納に係る事務の実施状況及びその結果

の報告に関すること。 

・政府が管掌する厚生年金保険及び国民年金の被保険者等に関する記録の

管理に関する日本年金機構の行う業務に係る監督に関すること 

・前記に掲げるもののほか、日本年金機構の行う業務に係る監督に関する

こと 

 

（年金調整課） 

・社会保険労務士に関すること 

・年金委員に関すること 

・政府が管掌する国民年金事業及び全国健康保険協会が管掌する健康保険

の事業の実施に関し市町村が処理する事務に関すること。 

・国民年金法第１０９条の２第１項に規定する学生納付特例事務法人の指
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定及び監督に関すること 

・国民年金法第１０９条の３第１項に規定する保険料納付確認団体の指定

及び監督並びに同条第３項の規定による情報提供に関すること 

・政府管掌年金事業等の実施に関する日本年金機構、地方公共団体、事業

者団体、その他の関係者との連絡調整に関すること 

 

（管理課） 

・医療・福祉サービスの指導業務に関する総合調整 

・２以上の都道府県の区域において、病院、診療所または介護老人保健施

設を開設する医療法人の定款変更認可等の指導監督 

・病院用等建物の建替えに係る租税特別措置法上の特別償却制度における

証明業務 

・医療保健業を行う公益法人等に対する法人税法上の非課税措置に係る証

明業務 

・特定医療法人が厚生労働大臣の定める基準を満たす旨の証明業務 

・保険医療機関、保険薬局、保険医、保険薬剤師及び指定訪問看護事業者

その他の医療保険事業の療養担当者に係る情報の管理 

・社会保険診療報酬支払基金の行う業務（高齢者医療制度関係業務及び介

護保険事業関係業務を除く。）の監督 

・後期高齢者医療広域連合が行う業務、市町村が行う後期高齢者医療制度

に関する業務、及び後期高齢者支援金等の額の算定に関する指導 

・国民健康保険の保険者及び国民健康保険団体連合会の行う業務（介護保

険事業関係業務、障害者自立支援事業関係業務及び児童福祉事業関係業

務を除く。）についての指導 

 

（医療課） 

・国の開設する病院等の監督（開設承認、変更承認、構造設備の使用承認

等） 

・特定機能病院に対する立入検査 

・健康保険事業、政府が管掌する船員保険事業、国民健康保険事業及び後

期高齢者医療制度に係る療養に関する監督 

・保険医療機関、保険薬局、保険医、保険薬剤師、指定訪問看護事業者そ

の他医療保健事業の療養担当者に対する監督 

・関東信越厚生局事務所等が行う業務に関する事務の指導及び監督 

 

（福祉指導課） 

・２以上の都道府県の区域において事業を行う社会福祉法人の設立認可、

定款変更認可、監督等 

・介護保険法による市町村等（保険者）の事務の指導（技術的助言） 

・介護保険の地域密着型サービス事業者等に対する指導 

・介護サ－ビス事業者に係る業務管理体制の監督 

・介護サ－ビス事業者の業務管理体制の整備に関する届出の受理  

・障害者自立支援法による都県等の事務の指導（技術的助言） 

・障害福祉サービス事業者等に対する指導 
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（特別指導第一課・特別指導第二課） 

・保険医療機関、保険薬局、保険医、保険薬剤師、指定訪問看護事業者そ

の他医療保険事業の療養担当者に対する監督に関する事務のうち、地方

厚生局長が特別の監督を行う必要があると認めた特定事項 

 

（指導監査課） 

・健康保険事業、政府が管掌する船員保険事業、国民健康保険事業及び後

期高齢者医療制度に係る療養に関する監督（埼玉県内） 

・保険医療機関、保険薬局、保険医、保険薬剤師、指定訪問看護事業者そ

の他医療保険事業の療養担当者に対する監督（埼玉県内） 

・関東信越地方社会保険医療協議会埼玉部会の運営 

 

（都県事務所） 

所在都県（埼玉県を除く）内における以下の業務 

・健康保険事業、政府が管掌する船員保険事業、国民健康保険事業及び後

期高齢者医療制度に係る療養に関する監督 

・保険医療機関、保険薬局、保険医、保険薬剤師、指定訪問看護事業者そ

の他医療保険事業の療養担当者に対する監督 

・関東信越地方社会保険医療協議会担当部会の運営 

 

○健康福祉部 

（健康福祉課） 

・２以上の都県の区域を越えて活動する中小企業等協同組合の設立認可、

定款変更認可等の指導監督 

・指定医療機関の指定、監督 

 

指定医療機関の種類 

 

・原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律に基づく指定医療機関 

・感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づく特

定感染症指定医療機関（監督のみ） 

・母子保健法に基づく指定養育医療機関（国が開設したものに限る。） 

・児童福祉法に基づく指定療育医療機関（国が開設したものに限る。） 

・生活保護法に基づく指定医療機関及び指定介護機関（国が開設したも

のに限る。） 

・戦傷病者特別援護法に基づく指定医療機関 

 

・クリーニング業法に基づく指定試験機関の指定及び監督 

・生活衛生同業組合の振興計画の認定 

・三種病原体等の所持・輸入の届出及び監督 

・温室効果ガス算定排出量報告受付等 

・民生委員及び主任・児童委員の委嘱（指名）、解職及び表彰 

・精神保健指定医の指定等 

・特別弔慰金国庫債券及び特別給付金国庫債券の特別買上償還の証明書の

交付 
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・２以上の都県の区域において事業を行う消費生活協同組合の設立認可、

変更認可、監督等 

・地域における公的介護施設等の計画的な整備等の促進に関する法律に基

づく特定民間施設の整備計画の認定等 

・地方厚生局に委任された補助金等に関する書類審査、交付、精算確定等 

 

補助金等の種類 

 

保健衛生施設等施設・設備整備費国庫補助金、保健衛生施設等災害復

旧費国庫補助金、地域介護・福祉空間整備等交付金、次世代育成支援

対策施設整備交付金、社会福祉施設等施設整備費国庫補助金、社会福

祉施設等災害復旧費国庫補助金 

結核医療費国庫負担（補助）金、原爆被爆者健康診断費交付金、原爆

被爆者手当交付金、原爆被爆者葬祭料交付金、児童扶養手当給付費国

庫補助金、特別児童扶養手当事務取扱交付金、特別障害者手当等給付

費国庫負担金、婦人保護費国庫負担（補助）金、児童入所施設措置費

等国庫負担金、保育所運営費国庫負担金 

 

・児童扶養手当の支給事務に関する都県及び市町村の指導（技術的助言） 

・都県、指定都市及び中核市が設置する保護施設の監督 

 

（指導養成課） 

・各種養成施設（所）の指定等 

 

養成施設の種類 

 

保健師、助産師、看護師、救急救命士、理学療法士、作業療法士、診

療放射線技師、臨床検査技師、あん摩マッサージ指圧師、はり師、き

ゅう師、柔道整復師、視能訓練士、臨床工学技士、義肢装具士、言語

聴覚士、歯科衛生士、歯科技工士、栄養士、調理師（入学及び学力認

定の事務を含む。）、理容師、（入学及び学力認定の事務を含む。）、

美容師（入学及び学力認定の事務を含む。）、製菓衛生師、食品衛生

管理者、食品衛生監視員、食鳥処理衛生管理者（入学及び学力認定の

事務を含む。）、保育士、社会福祉士、介護福祉士、社会福祉主事、

精神保健福祉士、児童福祉司、児童福祉施設職員、身体障害者福祉司、

知的障害者福祉司 

 

・各種講習会（介護技術講習会、社会福祉主事資格認定講習会、児童福祉

司資格認定講習会）の届出、実施報告書等の受理等 

・食鳥処理衛生管理者及び食品衛生管理者の資格取得講習会の登録 

 

（医事課） 

・原因の明らかでない公衆衛生上重大な危害が生じ、又は生じるおそれが

ある緊急の事態への対処に関する総括 

・医療の安全に関する取組の普及及び啓発 
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・医師、歯科医師臨床研修病院の指定に係る審査及び指導並びに適正な臨

床研修の実施体制の確保等 

・医療観察法による決定の執行、指定医療機関の指定及び指導等 

・医師確保及び地域医療の確保・推進 

・行政処分を受けた医師等に対する再教育の実施等 

・血液製剤、放射性医薬品等の医薬品及び医療機器の製造業等の許可、並

びに医薬品等輸入届の確認 

・毒物及び劇物の製造及び輸入業の登録及び監視 

・医薬品等の輸入監視 

・地方厚生局に委任された補助金等に関する業務 

 

補助金の種類 

 

医師臨床研修費等補助金 

 

 

（食品衛生課） 

・総合衛生管理製造過程（ HACCP ）の食品の製造又は加工に係る承認等 

 

HACCP （ Hazard Analysis and Critical Control Point ）とは１９６０

年代に米国で考案された宇宙計画向けの食品衛生管理方法で、膨大な

数の検体を必要とする最終製品検査システムではなく、製造における

重要な行程を連続的に監視することにより、一つ一つの製品の安全性

を保証しようとする衛生管理方法である。現在、乳・乳製品、食肉製

品、魚肉練り製品、容器包装詰加圧加熱殺菌食品及び清涼飲料水の５

種類がHACCP の承認対象品として指定されている。 

 

・食品衛生法の規定に基づく登録検査機関の登録及び監督並びに食品衛生

検査施設に対する技術的助言 

・健康の保持増進効果等に係る虚偽・誇大広告等の表示の禁止 

・食肉輸出施設に対する認定について 

・対EU、対米国輸出水産食品認定施設に対する認定に係る指導、確認及び

視察 

・対中国輸出水産取扱施設に係る事務 

・食中毒に係る調整事務 

・食品の安全確保に関するリスクコミュニケーション 

 

（保険課） 

・健康保険組合の行う業務についての指導及び監督 

・全国健康保険協会支部の指導監督 

 

（年金課） 

・厚生年金基金の認可、指導監督等 

・国民年金基金の認可、指導監督等 

・確定拠出年金（企業型年金に限る）の承認、指導監督等 
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・確定給付企業年金の認可、承認及び指導監査等 

 

○麻薬取締部 

・麻薬等事犯の取締りに関すること 

・麻薬取扱者等に対する指導・監督に関すること 

・麻薬等中毒者対策（相談の受理を含む。）に関すること 

・薬物乱用防止普及啓発活動に関すること 

 

○社会保険審査官 

 ・年金給付等の処分決定に係る不服申立の審査請求の対応に関すること。 
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２　所在地・連絡先一覧 平成23年3月31日現在

所属部署 所在地 電話番号 ＦＡＸ番号

総務課 　０４８－７４０－０７１１（代） ０４８－６０１－１３２５

企画調整課 　０４８－７４０－０８３０ ０４８－６０１－１３３０

年金指導課 　０４８－７４０－０７１２ ０４８－６０１－１３４６

年金調整課 　０４８－７４０－０７１４ ０４８－６０１－１３４６

健康福祉課 　０４８－７４０－０７４４ ０４８－６０１－１３３２

指導養成課 　０４８－７４０－０８２３ ０４８－６０１－０５１２

医事課 　０４８－７４０－０７５４
０４８－６０１－１３３１
０４８－６０１－１３３３

食品衛生課 　０４８－７４０－０７６１ ０４８－６０１－１３３５

保険課 　０４８－７４０－０７７２ ０４８－６０１－１３３７

年金課 　０４８－７４０－０７８２ ０４８－６０１－１３３８

管理課 　０４８－７４０－０８１１ ０４８－６０１－０５１４

医療課 　０４８－７４０－０８１４ ０４８－６０１－０５１４

福祉指導課 　０４８－７４０－０７９７ ０４８－６０１－０５１３

指導監査課
〒330-0063
埼玉県さいたま市浦和区高砂１－１－１
朝日生命浦和ビル８階

　０４８－６１２－７５０８ ０４８－６１２－７５３４

特別指導第一課 　０４８－７４０－０８１６ ０４８－６０１－０５１４

特別指導第二課 　０４８－７４０－０８１７ ０４８－６０１－０５１４

社会保険審査官

〒330-0063
埼玉県さいたま市浦和区高砂１－１－１
朝日生命浦和ビル８階

　
　０４８－６１５－０２００ ０４８－６１５－０２１０

〒３３０－９７１３
埼玉県さいたま市中央区新都心１－１
さいたま新都心合同庁舎１号館７階
〔年金指導課、年金調整課は５階〕

〒３３０－９７１３
埼玉県さいたま市中央区新都心１－１
さいたま新都心合同庁舎１号館７階
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【麻薬取締部】

所属部署 所在地 電話番号 ＦＡＸ番号

〒102-8309
東京都千代田区九段南１－２－１
九段第３合同庁舎１７階
東京メトロ九段下駅徒歩３分

　０３－３５１２－８６８８（代） ０３－３５１２－８６８９

（麻薬・覚せい剤相談） 　０３－３５１２－８６９０

〒231-0003
神奈川県横浜市中区北仲通５－５７
横浜第２合同庁舎２階
みなとみらい線馬車道駅徒歩１分

　０４５－２０１－０７７０（代） ０４５－２１２－２８４０

（麻薬・覚せい剤相談） 　０４５－２０１－０７７０

【都県事務所】

所属部署 所在地 電話番号 ＦＡＸ番号

茨城事務所
〒310-0061
茨城県水戸市北見町1-11
水戸地方合同庁舎４階

　０２９－２７７－１３１６　　 ０２９－２７７－１３３６

栃木事務所
〒320-0033
栃木県宇都宮市本町３－９
栃木県本町合同ビル２階

　０２８－３４１－２００９　　 ０２８－３４１－２２３３

群馬事務所
〒371-0024
群馬県前橋市表町２－２－６
前橋第一生命ビルディング７階

　０２７－８９６－０４８８　　 ０２７－８９６－０５４０

千葉事務所
〒260-0013
千葉県千葉市中央区中央３－３－８
日本生命千葉中央ビル７階

　０４３－３７９－２７１６ 　０４３－３７９－２８００  

東京事務所
〒163-1111
東京都新宿区西新宿６－２２－１
新宿スクエアタワ－11階

　０３－６６９２－５１１９ ０３－６６９８－５４４７

神奈川事務所
〒231-0015
神奈川県横浜市中区尾上町１－６
住友生命横浜関内ビル６階

　０４５－２７０－２０５３ ０４５－２７０－５２７６

新潟事務所
〒950-0088
新潟県新潟市中央区万代２－３－６
新潟東京海上日動ビルディング１階

　０２５－３６４－１８４７ ０２５－３６４－１８６２

山梨事務所
〒400-0858
山梨県甲府市相生１－４－２３
日本興和鮎川ビル５階

　０５５－２０６－０５６９ ０５５－２０６－０５７１

長野事務所
〒380-0836
長野県大字南長野南県町１０４０－１
日本生命長野県庁前ビル９階

　０２６－４７４－１００２ ０２６－４７４－１０３４

九段
第３合同庁舎

横浜分室
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◆総務課関係 
 

１．国家試験 受験者数・合格率   

 

    ○国家試験受験者の推移                （単位：人） 

 

 

全国 関東信越 

２１年 ２２年 ２３年 ２１年 ２２年 ２３年

 医師 8,428 8,447  8,611 2,827  2,902  2,941
 歯科医師 3,531  3,465 3,378 1,624  1,714  1,663
 保健師 12,049 13,048 14,819 3,682  4,238  4,826
 助産師 1,742  1,901  2,410 528 669  786
 看護師 50,906 52,883 54,138 15,330 16,314 16,520
 診療放射線技師 2,547  2,460  2,409 1,058 1,024  1,012
 臨床検査技師 3,701  4,060  3,959 1,602 1,832  1,843
 理学療法士 9,119  9,835 10,487 2,804 3,077  3,162
 作業療法士 6,675  6,469  5,824 2,047 2,013  1,800
 視能訓練士 675  685   734 352 378  397
 薬剤師 15,189  6,720  3,274 6,259 2,942  1,432
 管理栄養士 23,744 25,047 19,923 8,253 8,684  7,152

 

    ○職種別合格率の推移                           （単位：％） 

 

 

全国 関東信越 

２１年 ２２年 ２３年 ２１年 ２２年 ２３年

 医師 91.0 89.2  89.3 90.5 88.6  89.1
 歯科医師 67.5 69.5  71.0 64.7 67.6  70.0
 保健師 97.7 86.6  86.3 97.4 85.3  84.9
 助産師 99.9 83.1  97.2 99.8 83.1  96.3
 看護師 89.9 89.5  91.8 90.5 90.5  92.9
 診療放射線技師 74.4 80.0  71.1 74.1 79.5  71.9
 臨床検査技師 71.8 67.8  67.0 70.1 67.1  66.1
 理学療法士 90.9 92.6  74.2 89.6 91.8  74.6
 作業療法士 81.0 82.2  70.9 79.1 80.2  71.5
 視能訓練士 92.4 85.4  91.3 90.0 81.0  87.4
 薬剤師 74.4 56.4  44.4 76.0 62.2  49.3
 管理栄養士 29.0 32.2  40.5 27.5 30.3  37.2

 

※２３年の管理栄養士国家試験(平成２３年３月２０日実施)の全国数値は、東日本大

震災に伴い東北会場での実施ができなかったため、東京に設置した特設会場の受験

者数及び合格者数を算入。  
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1 社会保険桜上水研修所 東京都世田谷区上北沢１－２０－２ 7,477.66 行財 社会保険庁

2 社会保険庁狛江宿舎 東京都狛江市中和泉５－２８－２０ 796.5 行財 社会保険庁

3 社会保険庁原宿宿舎 東京都渋谷区神宮前２－３１－１１ 738.44 行財 社会保険庁

4 社会保険庁北新宿宿舎 東京都新宿区北新宿１－２３－２１ 709.81 行財 社会保険庁

5 社会保険庁千歳台宿舎 東京都世田谷区千歳台１－１１－８ 1,357.96 行財 社会保険庁 船と合築

6 社会保険庁二子玉川宿舎 東京都世田谷区鎌田１－１５－８ 1,290.26 行財 社会保険庁 船と合築

7 社会保険庁西落合宿舎 東京都新宿区西落合２－２２－１７ 389.96 普財 社会保険庁

8 社会保険庁高井戸東宿舎 東京都杉並区高井戸東３－３０－２ 508.29 普財 社会保険庁

9 東京厚生年金病院 東京都新宿区津久戸町５－１ 44.91 普財 社会保険庁

10 社会保険庁生田宿舎 神奈川県川崎市麻生区多摩美１－２－４ 727.22 普財 社会保険庁

11 社会保険庁分室 東京都渋谷区恵比寿南３－９－８ 931.16 普財 社会保険庁

12 社会保険庁三郷宿舎 埼玉県三郷市早稲田５－１１－７ 1,034.19 普財 社会保険庁

13 東京船員保険病院柏医師宿舎用地 千葉県柏市伊勢原１－１４－１５０ 737.42 普財 社会保険庁 船特

14 東京船員保険病院東ヶ丘医師宿舎 東京都目黒区東が丘１－２８－５ 158.42 普財 社会保険庁 船特

15 一般職員用宇都宮第３公務員宿舎 栃木県宇都宮市末広２－１３－３３ 235.94 行財 栃木社会保険事務局

16 栃木社会保険事務所長公務員宿舎 栃木県栃木市日の出町６－１１ 168.46 普財 栃木社会保険事務局

17 社会保険群馬中央総合病院岩神町医員住宅 群馬県前橋市岩神町２－７－１８ 156.19 普財 群馬社会保険事務局

18 前橋市元総社町公務員宿舎 群馬県前橋市元総社町字稲葉３３５－１３ 221.48 普財 群馬社会保険事務局

19 前橋市緑ヶ丘町公務員宿舎 群馬県前橋市緑が丘町２０－７ 223.56 普財 群馬社会保険事務局

20 社会保険職員宿舎小深住宅 千葉県千葉市稲毛区小深町６２－１ 1,686.73 普財 千葉社会保険事務局

21 東北沢第１公務員宿舎 東京都渋谷区上原３－２７－６ 163.37 行財 東京社会保険事務局

22 東北沢第２公務員宿舎 東京都渋谷区上原３－２７－８ 171.56 行財 東京社会保険事務局

23 社会保険練馬共同宿舎 東京都練馬区豊玉中３－２－１６ 238.01 行財 東京社会保険事務局

24 社会保険若林共同宿舎 東京都世田谷区若林４－２４－９ 309.97 行財 東京社会保険事務局

25 社会保険井荻共同宿舎 東京都杉並区下井草４－２８－３ 226.05 行財 東京社会保険事務局

26 社会保険板橋寮 東京都板橋区板橋１－４７－４ 行財 東京社会保険事務局
土地は日本年金

機構に出資

27 社会保険板橋独身寮 東京都板橋区板橋１－４７－４ 行財 東京社会保険事務局
土地は日本年金

機構に出資

28 東京社会保険事務局神田分室 東京都千代田区神田小川町１－６ 157.02 普財 東京社会保険事務局

29 旧港社会保険事務所 東京都港区三田２－９－１ 364.76 普財 東京社会保険事務局

30 東京社会保険病院国分寺職員宿舎 東京都国分寺市東恋ヶ窪３－９－８ 423.31 普財 東京社会保険事務局

31 健康保険二子玉川園スポーツセンター 東京都世田谷区鎌田１－１６－１ 1,182.56 普財 東京社会保険事務局

32 健康保険保養所日向荘 東京都青梅市日向和田２－２９９ 1,923.53 普財 東京社会保険事務局

33 旧神田社会保険事務所 東京都千代田区神田神保町１－３８ 241.01 普財 東京社会保険事務局

34 健康保険湯河原保養所 神奈川県足柄下郡湯河原町宮上２６１－４６ 771.86 普財 神奈川社会保険事務局

35 旧西濃運輸健康保険組合碧荘 神奈川県足柄下郡湯河原町宮下字聖ヶ窪６９８－１７ 343.57 普財 神奈川社会保険事務局

36 駐在員宿舎 神奈川県横須賀市林３－２－１１ 105.64 普財 神奈川社会保険事務局

37 新潟社会保険事務所長宿舎 新潟県新潟市西区寺尾上３－３－７ 220.12 普財 新潟社会保険事務局

38 新発田社会保険事務所長宿舎 新潟県新発田市東新町３－６－１９ 197.12 普財 新潟社会保険事務局

39 五十嵐公務員宿舎 新潟県新潟市西区五十嵐中島３－７－１３ 271 普財 新潟社会保険事務局

40 新発田公務員宿舎 新潟県新発田市東新町１－５－１８ 192.38 普財 新潟社会保険事務局

41 柏崎社会保険事務所長宿舎 新潟県柏崎市栄町１８－４３ 188.84 普財 新潟社会保険事務局

42 柏崎公務員宿舎 新潟県柏崎市栄町１８－３９ 139.44 普財 新潟社会保険事務局

43 甲府社会保険事務所長宿舎 山梨県甲府市北新２－１４－２５ 194.54 普財 山梨社会保険事務局

44 社会保険敷島宿舎（１号） 山梨県甲斐市中下条１４４０ 434.36 普財 山梨社会保険事務局

45 伊那社会保険事務所職員宿舎 長野県伊那市上牧６４８１－３ 459.84 行財 長野社会保険事務局

46 松本社会保険事務所長公舎 長野県松本市白板１－７－４９ 198.11 普財 長野社会保険事務局

47 飯田社会保険事務所長公舎 長野県飯田市正永町１－１２１８－４７ 220.62 普財 長野社会保険事務局

48 松本社会保険事務所職員宿舎 長野県松本市大字里山辺字南畑１７１８－５ 346.21 普財 長野社会保険事務局

２．関東信越厚生局に所属替された国有財産一覧

番
号

財
産

所管部局（渡） 備考口座名 所在地 台帳数量（㎡）
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開札日
落札・不調・
不落の別

開札日
落札・不調・
不落の別

公告日
申込有無

の別

第１回 社会保険庁分室 渋谷区 931.16 ㎡ H22.3.29 落札

第２回
東京船員保険病院
東ヶ丘医師宿舎

目黒区 158.42 ㎡ H22.9.29 不落 H22.11.9 落札

社会保険庁三郷宿舎 三郷市 1,034.19 ㎡ 不落 不調 有

東京船員保険病院
柏医師宿舎用地

柏市 737.42 ㎡ 不落 不落 有

新発田公務員宿舎 新発田市 192.38 ㎡ 不調 － － 無

新発田社会保険事務所長宿舎 新発田市 197.12 ㎡ 落札

社会保険職員宿舎小深住宅 千葉市 1,686.73 ㎡ 不調 － － 有

社会保険群馬中央総合病院
岩神町医院住宅

前橋市 156.19 ㎡ 不調 － － 無

前橋市緑ヶ丘町公務員宿舎 前橋市 223.56 ㎡ 不調 － － 無

五十嵐公務員宿舎 新潟市 271.00 ㎡ 不落 H23.2.16 不落 無

柏崎社会保険事務所長宿舎 柏崎市 188.84 ㎡ 不調 － － 無

柏崎公務員宿舎 柏崎市 139.44 ㎡ 不調 － － 無

松本社会保険事務所職員宿舎 松本市 346.21 ㎡ 不調 － － 有

飯田社会保険事務所長公舎 飯田市 220.62 ㎡ 不調 － － 無

社会保険庁原宿宿舎 渋谷区 738.44 ㎡ 不落 ※

東北沢第一公務員宿舎 渋谷区 163.37 ㎡ 不落 ※

東北沢第二公務員宿舎 渋谷区 171.56 ㎡ 不落 ※

社会保険若林共同宿舎 世田谷区 309.97 ㎡ 落札

社会保険井荻共同宿舎 杉並区 226.05 ㎡ 不落 ※

東京社会保険病院
国分寺職員宿舎

国分寺市 423.31 ㎡ 落札

新潟社会保険事務所長宿舎 新潟市 220.12 ㎡ 不落 ※

※第５回期間入札の結果、不調・不落の物件については、平成２３年４月以降、所要の措置を講じる予定。

H23.3.8第４回 H23.1.27

第５回 H23.3.18

３． 国　有　財　産　入　札　結　果

一般競争入札 再度入札 先着順

第３回 H22.12.22

回次 口座名 市区町村 土地台帳数量

平成２３年３月３１日現在

H23.1.19

H23.3.8
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◆企画調査課関係

茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉 東京

医科 69 34 52 202 162 716

歯科 49 20 28 158 145 483

薬科 117 43 38 209 214 472

計 235 97 118 569 521 1,671

医科 340 323 358 921 807 2,387

歯科 333 267 258 805 796 2,436

薬科 192 145 160 429 379 1,141

計 865 735 776 2,155 1,982 5,964

神奈川 新潟 山梨 長野 合計

医科 481 52 20 38 1,826

歯科 205 35 13 19 1,155

薬科 214 58 20 49 1,434

計 900 145 53 106 4,415

医科 1,293 388 167 381 7,365

歯科 1,103 354 114 267 6,733

薬科 676 170 86 153 3,531

計 3,072 912 367 801 17,629

※　指定日は原則として、部会開催日の翌月初日（遡及指定を除く）。

更新指定

　　　１．関東信越地方社会保険医療協議会部会ごとの保険医療機関及び
　　　　　保険薬局の審議状況

新規指定

更新指定

新規指定
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◆年金指導課関係

年月 22.4 22.5 22.6 22.7 22.8 22.9 22.10 22.11 22.12 23.1 23.2 23.3
徴収職員 2 23 30 15 26 67 26 39 32 11 3 62
収納職員 4 27 35 16 26 70 26 42 34 12 3 65

＜厚生年金保険分＞
年月 22.4 22.5 22.6 22.7 22.8 22.9 22.10 22.11 22.12 23.1 23.2 23.3

定例分 49,142 50,027 49,135 50,611 52,857 51,819 51,958 54,119 51,848 55,302 54,267 49,754
緊急分 26 29 44 41 36 37 120 53 54 47 46 65

＜国民年金分＞
年月 22.4 22.5 22.6 22.7 22.8 22.9 22.10 22.11 22.12 23.1 23.2 23.3

定例分 0 11 106 36 223 0 64 119 39 100 507 1,781
緊急分 6 8 5 3 9 9 5 11 11 16 11 16

＜事業所関係＞
年月 22.4 22.5 22.6 22.7 22.8 22.9 22.10 22.11 22.12 23.1 23.2 23.3

定例分 144 422 29,988 835 2,155 3,806 6,262 4,021 6,097 5,500 3,983 3,512
緊急分 115 135 1,855 140 239 317 236 1,703 1,232 380 1,300 722

＜受給者・被保険者関係＞
年月 22.4 22.5 22.6 22.7 22.8 22.9 22.10 22.11 22.12 23.1 23.2 23.3

定例分 1 16 7 9 4 0 3 0
緊急分 1 6 7 0 0 6 32 16

※受給者・被保険者に対する立入検査等の認可については、平成２２年８月より実施。

単位：人

１．平成２２年度　認可件数（実績）

単位：人

単位：事業所数

単位：被保険者数

単位：事業所数

（１）日本年金機構の徴収職員・収納職員の認可

（２）日本年金機構が行う滞納処分等の認可

（３）日本年金機構が行う立入検査等の実施にかかる認可
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◆年金調整課関係

都県名 事務所名 職域型 地域型 都県名 事務所名 職域型 地域型
水戸南 525 111 千代田 746
水戸北 494 73 中央 660 1
土浦 404 68 港 763
下館 447 60 新宿 455
日立 418 30 杉並 152 1
宇都宮東 518 17 中野 102 1
宇都宮西 431 59 上野 397
大田原 245 17 文京 299
栃木 705 42 墨田 206 3
今市 120 22 江東 314 1
前橋 437 86 江戸川 139
桐生 249 21 品川 334
高崎 495 19 大田 334
渋川 352 31 渋谷 282
太田 363 77 目黒 100 1
浦和 422 13 世田谷 137
大宮 444 17 池袋 183
熊谷 382 23 北 147
川越 345 3 板橋 257 2
所沢 341 3 練馬 125
春日部 283 9 足立 174
越谷 255 1 荒川 76 1
秩父 149 3 葛飾 120
新潟東 1,046 13 立川 151
新潟西 446 13 青梅 83
長岡 884 19 八王子 161
上越 575 14 武蔵野 259 1
柏崎 212 3 府中 151
三条 745 8 鶴見 434 5
新発田 519 12 港北 348 2
六日町 379 2 横浜中 529 3
長野南 708 27 横浜西 183 13
長野北 537 8 横浜南 285 13
岡谷 609 17 川崎 251 3
伊那 471 15 高津 298 2
飯田 428 16 平塚 169 12
松本 946 13 厚木 296 6
小諸 865 17 相模原 169 5

小田原 247 13
横須賀 149 7

県名 職域型 地域型 藤沢 186 9
茨城 2,288 342 甲府 564 54
栃木 2,019 157 竜王 558 31
群馬 1,896 234 大月 339 4
埼玉 2,621 72 千葉 518 30
千葉 2,914 96 幕張 533 11
東京 7,307 12 船橋 301 11
神奈川 3,544 93 市川 305 4
新潟 4,806 84 松戸 401 11
山梨 1,461 89 木更津 568 21
長野 4,564 113 佐原 288 8
合計 33,420 1,292

職域型
北関東信
越ブロック

18,194
南関東ブ
ロック

15,226 職域型計 33,420

地域型
北関東信
越ブロック

1,002
南関東ブ
ロック

290 地域型計 1,292

計 19,196 15,516 34,712

（日本年金機構ブロック本部別）

長野 神奈川

千葉

山梨

（各県別）

平成２３．３．３１現在

東京

茨城

栃木

群馬

埼玉

新潟

1．年金委員委嘱人数 （年金事務所別）
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　２．学生納付特例事務法人指定校一覧表

学特事務法人指定校 指定年月日

茨 城 県 つくば市 学校法人 つくば文化学園 つくば国際ペット専門学校 H20.5.20

神 栖 市 社会福祉法人 白十字会 白十字看護専門学校 H20.8.14

栃 木 県 宇都宮市 学校法人　三友学園　（※） H20.10.27

埼 玉 県 深 谷 市 学校法人　智香寺学園　埼玉工業大学 H20.5.30

熊 谷 市 学校法人 郷学舎 アルスコンピュター専門学校 H20.7.7

飯 能 市 学校法人　駿河台大学　（※） H23.3.1

千 葉 県 成 田 市 学校法人　日栄学園　日本自動車大学校 H20.6.23

千 葉 市 学校法人　大乗淑徳学園　淑徳大学 H20.10.15

東 京 都 町 田 市 学校法人　明泉学園　鶴川女子短期大学 H20.6.18

清 瀬 市 学校法人　日本社会事業大学　日本社会福祉事業大学 H21.4.21

江 東 区 学校法人　花田学園　東京有明医療大学 H23.2.8

新 潟 県 柏 崎 市 学校法人　新潟工科大学 H21.7.7

山 梨 県 甲 府 市 学校法人　看護学園　甲府看護専門学校 H20.4.1

甲 府 市 学校法人　山梨英和学院　山梨英和大学 H20.7.1

長 野 県 佐 久 市 学校法人　佐久学園　（※） H20.6.2

塩 尻 市 学校法人　松本歯科大学　（※） H20.9.9

                                                 指定校　　１６校

法人名 （※）　学校名
宇都宮料理師専門学校・宇都宮栄養専門学校
アイ・エフ・シー製菓専門学校

飯能市 駿河台大学 駿河台大学・駿河台大学法科大学院
佐久市 佐久学園 佐久大学・信州短期大学
塩尻市 松本歯科大学松本歯科大学・松本歯科大学衛生学院

　３．学生納付特例事務取扱教育施設一覧表

学特事務法人指定校 指定年月日

茨 城 県 水 戸 市 茨城県立産業技術短期大学校 H20.5.13

稲敷郡阿見町 茨城県立医療大学 H20.5.28

千 葉 県 旭　　市 旭中央病院付属看護専門学校 H20.5.7

香 取 市 国保小見川総合病院付属　看護専門学校 H20.6.23

東 金 市 千葉県農業大学校 H20.12.1

新 潟 県 新 潟 市 新潟県立看護学校 H22.10.19

山 梨 県 大 月 市 大月短期大学 H20.4.7

長 野 県 長 野 市 長野県農業大学校 H20.4.22

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 指定校　　　８校

　４．学生納付特例事務法人指定解除校一覧表

学特事務法人指定校 解除年月日

山 梨 県 甲 府 市 山梨県立大学 H22.3.31

平成２３年 ３ 月３１日 現在

所　在　地

平成２３年 ３ 月３１日 現在

平成２３年 ３ 月３１日 現在

所　在　地

所　在　地

宇都宮市 三友学園
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◆指導養成課関係

区　　分 茨 城 県 栃 木 県 群 馬 県 埼 玉 県 千 葉 県 東 京 都 神奈川県 新 潟 県 山 梨 県 長 野 県 合　　計

栄養士 3 3 3 5 2 26 5 1 0 3 51

管理栄養
士

3 0 2 4 3 16 6 4 1 1 40

調理師 3 6 4 11 8 26 6 8 1 3 76

理容師 4 1 2 3 3 8 4 1 0 1 27

　美容師 5 8 3 5 6 32 11 5 1 3 79

製菓衛生
師

2 3 1 2 1 7 1 4 1 2 24

食品衛生
管理者

3 2 3 4 4 21 8 2 1 2 50

指定保育
士

6 7 13 19 17 59 18 8 5 9 161

社会福祉
士

 －  － 2 1 1 12 3 2  －  － 21

介護福祉
士

8 8 10 12 14 34 12 12 4 11 125

福祉系高
校

7 3 2 4 1 4 2 2 1 2 28

社会福祉
主事

1 2 1 1 3 5 5 2  －  － 20

精神保健
福祉士

 －  －  －  － 1 8 1 2  －  － 12

児童福祉
司

 －  －  － 2  － 1  －  －  －  － 3

児童福祉
施設職員

 －  －  － 2  － 2  －  －  －  － 4

知的障害
者福祉司

 －  －  － 1  －  －  －  －  －  － 1

保健師・助
産師・看護
師

14 9 13 31 24 43 23 14 4 11 186

救急救命
士

2 1 1 1 1 5 4 1  － 1 17

診療放射
線技師

 －  －  －  －  － 5 1  －  －  － 6

臨床検査
技師

 － 1  － 2  － 5 1 1  －  － 10

理学療法
士

2 1 4 5 6 13 2 3  － 2 38

作業療法
士

1 1 4 2 4 11 3 2 1 1 30

視能訓練
士

 －  －  － 2  － 2  － 1  －  － 5

臨床工学
技士

 － 1 1  －  － 6 1 2  －  － 11

義肢装具
士

 －  －  － 2  － 1  －  －  －  － 3

言語聴覚
士

1  － 1 1  － 6 1 1  － 1 12

あん摩マッ
サージ指圧師  －  －  －  －  － 2  －  －  －  － 2

あん摩・はり
師・きゅう師  － 1  － 2  － 7 3  －  －  － 13

はり師・
きゅう師

 －  － 1 4 1 17 4 2  － 1 30

柔道整復
師

 －  － 2 4  － 21 3 1  － 2 33

歯科衛生
士

3 3 4 3 1 13 4  － 1 4 36

歯科技工
士

1 1  － 1  － 3 2  －  －  － 8

計 69 62 77 136 101 421 134 81 21 60 1162

　　

（平成22年4月1日現在）

１．都県別養成施設（所）学校数
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No. 都県 設置者 課程
入学
定員

1 東京都 （学）古屋学園
昼間
１年 136

昼間
１年 40

昼間
２年 40

昼間
１年 20

夜間
1.5年 20

No. 都県 設置者 課程
入学
定員

1 千葉県 （学）中村学園
昼間
2年 36

No. 都県 設置者 課程
入学
定員

1 東京都 （学）東京農業大学
昼間
４年 80

2 東京都 （学）常磐大学
昼間
４年 80

No. 都県市 設置者 課程
入学
定員

1 新潟県 （学）北陸学園 北陸福祉保育専門学院こども学科  
昼間
２年 50

2 埼玉県 （学）小池学園 埼玉東萌短期大学幼児保育学科
昼間
２年 80

3 栃木県
(宇都宮市)

（学）須賀学園 宇都宮共和大学子ども生活学部子ども生活学科
昼間
４年 100

4 東京都 （学）明星学苑 明星大学教育学部教育学科（通信教育課程）保育士養成課程
昼間
４年 50

5 東京都 （学）篠原学園 篠原学園専門学校こども保育学科夜間部
昼間
３年 40

No. 都県 設置者 課程
入学
定員

1 群馬県 （学）藤仁館学園 専門学校高崎福祉医療カレッジ社会福祉士科短期養成課程  
通信
９月 80

2 東京都 （学）秋葉学園 東京豊島医療福祉専門学校社会福祉学科社会福祉士通信コース
通信

1年7月 150

養成施設（所）名

○　指定保育士養成施設

養成施設（所）名

○　社会福祉士養成施設

養成施設（所）名

東京農業大学応用生物科学部栄養科学科食品栄養学専攻

常磐大学人間科学部健康栄養学科

2 東京都 田中　啓介 西東京調理師専門学校

○　美容師養成施設

養成施設（所）名

アイエステティック美容専門学校

○　食品衛生管理者及び食品衛生監視員養成施設

２．平成２２年度に指定した養成施設(所)一覧

         （平成２３年４月開設分）

養成施設（所）名

二葉栄養専門学校

○　調理師養成施設
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No. 都県 設置者 課程
入学
定員

1 東京都 （学）上智学院 上智社会福祉専門学校社会福祉専門課程介護福祉士科  
昼間
２年 40

2 東京都 （学）国際総合学園 国際こども・福祉カレッジ介護福祉こども学科 
昼間
３年 40

3 東京都 （学）大原学園 大原簿記情報ビジネス医療福祉専門学校介護福祉学科  
昼間
２年 30

No. 都県 設置者 課程
入学
定員

1 群馬県 （学）藤仁館学園 専門学校高崎福祉医療カレッジ精神保健福祉士通信科一般養成コース
通信

1年7月 180

2 群馬県 （学）藤仁館学園 専門学校高崎福祉医療カレッジ精神保健福祉士通信科短期養成コース
通信
９月 180

No. 都県 設置者 課程
入学
定員

1 東京都 (学)モード学園
昼間
１年 40

No. 都県 設置者 課程
入学
定員

1 東京都 (学)敬心学園
昼間
３年 60

2 神奈川県 (学)平井学園 昼間(午前)
３年 60

No. 都県 設置者 課程
入学
定員

1 神奈川県 公益財団法人相模原市健康福祉財団 相模原看護専門学校
全日制
３年 40

2 東京都 学校法人上智学院 聖母看護学校
通信
２年 350

※　上記１の相模原看護専門学校及び上記２の聖母看護学校は、設置者の変更に伴う指定。

養成施設（所）名

○　臨床工学技士養成所

養成施設（所）名

首都医校　臨床工学特科

○　柔道整復師養成施設

養成施設（所）名

臨床福祉専門学校　柔道整復学科

○　看護師養成所

○　精神保健福祉士養成施設

養成施設（所）名

神奈川柔道整復専門学校　柔道整復学科Ⅰ

養成施設（所）名

○　介護福祉士養成施設等
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No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 学校法人　山梨学院 山梨県甲府市酒折2-4-5 H23.3.31

2 学校法人　東京家政学院 東京都千代田区三番町22 H23.3.31

3 学校法人　昭和女子大学 東京都世田谷区太子堂1-7 H23.3.31

4 学校法人　昭和女子大学 東京都世田谷区太子堂1-7 H23.3.31

No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 真英舎学院情報文化高等専修学校調理技術科  学校法人　真英舎 埼玉県北葛飾郡杉戸町大字並塚1643 H23.3.31

2 群馬調理マイスター専門学校  学校法人　山崎学園 群馬県太田市新野町80-3 H23.3.31

No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 東京エアトラベル・ホテル専門学校  学校法人　田中育英会 東京都小金井市前原町５－１－２９ H23.3.31

No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 群馬松嶺福祉短期大学人間福祉学科児童福祉専攻 （学）群馬常磐学園 群馬県太田市内ヶ鳥町1361-4 H23.3.31

2 帝京大学福祉・保育専門学校保育士養成科 （学）帝京大学 東京都板橋区加賀2-11-1    H23.3.31

No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 臨床福祉専門学校社会福祉士通信課程 （学）敬心学園 東京都江東区塩浜2-22-10 H23.3.31

No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 織田福祉専門学校介護福祉学科 （学）織田学園 東京都杉並区高円寺南2-50-12 H22.7.31

2 東京介護福祉専門学校介護福祉学科 (学)都築インターナショナル学園 東京都葛飾区亀有5-41-10 H23.1.24

3 技友ビューティ福祉専門学校介護福祉科 （学）技友学園 茨城県古河市旭町2-11-6 H23.3.31

4 水戸教育福祉専門学校介護福祉科 （学）田中学園 茨城県水戸市千波町2369-1 H23.3.31

5 東京福祉専門学校健康福祉科 （学）滋慶学園 東京都江戸川区清新町2-7-20 H23.3.31

6 群馬松嶺福祉短期大学人間福祉学科介護福祉専攻 (学)群馬常磐学園 東京都太田市内ヶ島町1361-4 H23.3.31

7 日本福祉医療専門学校介護福祉専攻科（社会福祉コース） (学)新潟福祉医療学園 新潟県新潟市西区槇尾1425 H23.3.31

8 日本福祉医療専門学校介護福祉専攻科（児童福祉コース） (学)新潟福祉医療学園 新潟県新潟市西区槇尾1425 H23.3.31

9 東京聖星社会福祉専門学校介護福祉学科 （学）三浦学園 東京都品川区豊町2-16-12 H23.3.31

No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 水戸教育福祉専門学校社会福祉科 （学）田中学園 茨城県水戸市千波町2369－1 H23.3.31

2 茅ヶ崎ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ専門学校精神社会福祉学科 （学）湘南ふれあい学園 神奈川県茅ヶ崎市西久保500 H23.3.31

3 群馬社会福祉専門学校社会福祉学科 （学）昌賢学園 群馬県前橋市元総社町152 H23.3.31

No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 社団法人相模原市医師会 神奈川県相模原市南区新磯野４－１－１ H23.3.31

2 学校法人聖母学園 東京都新宿区下落合４－１６－１１ H23.3.31

3 千葉県 千葉県千葉市中央区花輪町１１１ H23.3.31

4 千葉県 千葉県千葉市中央区花輪町１１１ H23.3.31

5 千葉県 千葉県千葉市中央区花輪町１１１ H23.3.31

6 学校法人早稲田医療学園 埼玉県さいたま市岩槻区太田字新正寺曲輪３５４番地３号 H23.3.31

7 医療法人社団碧水会 東京都三鷹市大沢２－２０－３６ H23.3.31

○  社会福祉士養成施設

○  介護福祉士養成施設

○  社会福祉主事養成機関

千葉県医療技術大学校（助産学科）

千葉県医療技術大学校（第一看護学科）

早稲田医療技術専門学校

三鷹看護専門学校

養成施設（所）名

養成施設（所）名

千葉県医療技術大学校（保健学科）

○  保健師養成所、助産師養成所、看護師養成所

養成施設（所）名

相模原看護専門学校

聖母看護学校

養成施設（所）名

○  美容師養成施設

養成施設（所）名

養成施設（所）名

３．平成２２年度に廃止した養成施設(所)一覧

○  栄養士養成施設

養成施設（所）名

○  調理師養成施設

山梨学院短期大学専攻科食物栄養専攻

東京家政学院短期大学生活科学科食物栄養専攻

昭和女子大学短期大学部食物科学科

昭和女子大学短期大学部専攻科食物科専攻

○  指定保育士養成施設

養成施設（所）名
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No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 （学）昭和大学 神奈川県横浜市都筑区荏田東4-10-5 H23.3.31

No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 （学）早稲田医療学園 埼玉県さいたま市岩槻区太田字新生寺曲輪354-3 H23.3.31

2 千葉県 千葉県千葉市中央区花輪町111 H23.3.31

3 （学）片柳学園 東京都大田区西蒲田5-23-22 H23.3.31

No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 （学）早稲田医療学園 埼玉県さいたま市岩槻区太田字新生寺曲輪354-3 H23.3.31

2 千葉県 千葉県千葉市中央区花輪町111 H23.3.31

3 （学）常陽学園 東京都中央区新川1-15-13 H23.3.31

4 （学）アゼリー学園 東京都江戸川区中央1-8-21 H23.3.31

5 （学）帝京科学大学 山梨県山梨市上神内川1150-1 H23.3.31

No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 （学）片柳学園 東京都大田区西蒲田5-23-22 H22.3.31

2 （学）湘南ふれあい学園 神奈川県横浜市神奈川区鶴屋町3-32 H23.3.31

※　日本工学院専門学校　臨床工学専攻科　夜間については、平成２２年４月２３日付けで指定取消しの申請があった

No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 （学）早稲田医療学園 埼玉県さいたま市岩槻区太田字新生寺曲輪354-3 H23.3.31

No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 （医社）和風会 東京都青梅市根ヶ布1-642-1 H23.3.31

No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 （学）呉竹学園 東京都新宿区三栄町3番地 H23.3.31

No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 （学）サンシャイン学園 東京都北区堀船2-1-11 H23.3.31

No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 （医社）昭和育英会 東京都大田区中央3-22-14 H23.3.31

○  歯科衛生士養成所

養成施設（所）名

昭和医療技術専門学校　歯科衛生士科　昼間

東京リハビリテーション専門学校　作業療法学科　昼間

帝京医療福祉専門学校 作業療法科　昼間

早稲田医療技術専門学校　義肢装具学科　昼間

東京医学柔整専門学校　柔道整復学科Ⅱ　夜間

東京医療専門学校　鍼灸マッサージ科Ⅱ部　昼間（午後）

養成施設（所）名

多摩リハビリテーション学院　言語療法学科　夜間

○  言語聴覚士養成所

○  あん摩マッサージ指圧師・はり師・きゅう師養成施設

養成施設（所）名

○  柔道整復師養成施設

養成施設（所）名

養成施設（所）名

養成施設（所）名

○  臨床工学技士養成所

千葉県医療技術大学校　作業療法学科　昼間

専門学校東京医療学院　作業療法学科　夜間

○  理学療法士養成施設

ふれあい横浜専門学校　臨床工学学科　昼間

日本工学院専門学校　臨床工学専攻科　夜間

○  義肢装具士養成所

早稲田医療技術専門学校　作業療法学科　昼間

養成施設（所）名

昭和大学診療放射線専門学校　診療放射線学科　昼間

養成施設（所）名

○  診療放射線技師養成所

千葉県医療技術大学校　理学療法学科　昼間

日本工学院専門学校　理学療法学科第二部　夜間

○  作業療法士養成施設

養成施設（所）名

早稲田医療技術専門学校　理学療法学科　昼間
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◆◆◆◆医事課関係医事課関係医事課関係医事課関係

１．平成２２年度医療安全に関するワークショッププログラム
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◆保険課関係

減　少

平成18年度末 850 △ 7 1 3 3 3 11 0

平成19年度末 846 △ 4 4 0 5 2 11 0

平成20年度末 835 △ 11 1 0 0 6 6 0

平成21年度末 824 △ 11 3 0 0 9 3 2

平成22年度末 817 △ 7 2 1 0 3 6 1

11 4 8 23 37 3

茨城県 　　　　

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

山梨県

長野県

計

１．健康保険組合の状況

15

所在地 組合数
単独

11

　　○ 健康保険組合数

分割新設

組合数年　　度
対前年
度増減

17

78

9

594

計

32

34

22

18

1

7

143817

60

22 15

15

5 3

7

0

0

8

90

664

497

25

10

2

8

6

13

91

1

1

0

転出

増減の内訳

増　加

転入

0

0 3

連合

解散

総合

0

2

3

合併

　　○ 所在地別等の健康保険組合数(平成22年度末)

設　立　形　態　別
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◆年金課関係

１．厚生年金基金の状況

規約型 基金型

平成17年度末 362 △ 87 0 0 0 0 14 73 9 64 0

平成18年度末 350 △ 12 0 1 0 1 2 10 0 10 0

平成19年度末 329 △ 21 0 0 0 1 5 15 0 15 0

平成20年度末 323 △ 6 0 0 0 1 2 3 0 3 0

平成21年度末 319 △ 4 0 0 0 0 2 2 0 2 0

平成22年度末 314 △ 5 0 0 0 0 2 3 0 3 0

0 1 0 3 27 106 9 97 0

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

山梨県

長野県

計

２．代行返上の状況 　　　　　　

（１）将来返上の認可状況 （２）過去返上の認可状況

年  度 件数

平成15年度 159

平成16年度 32

平成17年度 14

平成18年度 10

平成19年度 4

平成20年度 4

平成21年度 2

平成22年度 5

計 230

15 14

0

0

計

所在地 基金数
設　立　形　態　別

単独 連合 総合

6

5

7 6

6

0

　（１）厚生年金基金数

基金数年　　度
対前年
度増減

増　加
確定給付企業年金へ

減　少

合併 解散分割新設 転出

増減の内訳

転入

12

3

250

10

7

19 35

6

225

24

171

20

314

2 2

10 0

2

0

1

0 0 5

1 0

1 1 10

0 1

1 0

10

平成15年度

平成16年度

平成17年度

平成18年度

83

220

73

　（２）所在地別等の厚生年金基金数(平成22年度末)

計 409

※平成14年度含むと累計４３8件

平成19年度

平成20年度 3

平成22年度 3

平成21年度 2

件数年  度

24 40

15
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３．確定拠出年金の状況

増　　加
転入等 終了等 転出

（累計）
平成15年度以前分 505 (505) 6 54 3 454

平成16年度 284 (789) 3 21 2 718

平成17年度 263 (1,052) 3 10 2 972

平成18年度 245 (1,297) 5 15 1 1,206

平成19年度 231 (1,528) 1 9 1 1,428  

平成20年度 201 (1,729) 1 5 0 1,625

平成21年度 160 (1,889) 0 0 1 1,784

平成22年度 239 (2,128) 0 0 0 2,023

計 2,128 - 19 114 10 -

４．確定給付企業年金の状況
　（１）確定給付企業年金（規約型）

増　　加
転入等 終了等 転出

（累計）
平成15年度以前分 83 (83) 3 16 2 68

平成16年度 167 (250) 5 23 3 214

平成17年度 180 (430) 1 18 1 376

平成18年度 235 (665) 2 16 2 595

平成19年度 517 (1,182) 3 20 2 1,093

平成20年度 842 (2,024) 5 15 1 1,924

平成21年度 1,046 (3,070) 1 3 2 2,966

平成22年度 1,093 (4,163) 2 4 0 4,057

計 4,163 - 22 115 13 -

　（２）確定給付企業年金（基金型）

増加
厚生年金基
金から移行

新　規 転入等 解散等 転出

（累計）
平成15年度以前分 62 (62) 60 2 0 0 0 62

平成16年度 189 (251) 182 7 0 2 0 249

平成17年度 63 (314) 60 3 0 9 0 303

平成18年度 12 (326) 10 2 2 7 0 310

平成19年度 16 (342) 13 3 2 9 0 319

平成20年度 5 (347) 3 2 1 12 0 313

平成21年度 4 (351) 2 2 1 4 1 313

平成22年度 6 (357) 2 4 0 3 2 314

計 357 - 332 25 6 46 3 -

　（３）確定給付企業年金(累計)

年度

平成15年度以前分

平成16年度

平成17年度

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

年度
認　　　可　　　数

認可後の増減

年度
承認数
(新規)

承認後の増減 現存
規約

（累計）
減　　少

年度
承認数
(新規)

承認後の増減 現存
規約

（累計）
減　　少

現存
基金

（累計）

減　　少

3,279

4,371

130

463

679

905

1,412

2,237

現存規約・
基金(累計)
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◆医療課関係

平成２３年３月３１日現在

  都道府県名 施設名 開設者 所在地

1  茨城県 筑波大学附属病院 国立大学法人  茨城県つくば市天久保二丁目1－1  

2  栃木県 自治医科大学附属病院 学校法人  栃木県河内郡南河内町大字薬師寺３３１１－１  

3  栃木県 獨協医科大学病院 学校法人  栃木県下都賀郡壬生町北小林８８０  

4  群馬県 群馬大学医学部附属病院 国立大学法人  群馬県前橋市昭和町三丁目３９番１５号  

5  埼玉県 防衛医科大学校病院 防衛省  埼玉県所沢市並木三丁目２番地  

6  埼玉県 埼玉医科大学病院 学校法人  埼玉県入間郡毛呂山町毛呂本郷３８  

7  千葉県 千葉大学医学部附属病院 国立大学法人  千葉県千葉市中央区亥鼻一丁目８－１  

8  東京都 国立がん研究センタ一中央病院  独立行政法人  東京都中央区築地五丁目１番１号 

9  東京都 東京慈恵会医科大学附属病院 学校法人  東京都港区西新橋三丁目１９番18号  

10  東京都 東京女子医科大学病院 学校法人  東京都新宿区河田町８番１号  

11  東京都 慶應義塾大学病院 学校法人  東京都新宿区信濃町３５番地  

12  東京都 東京大学医学部附属病院 国立大学法人  東京都文京区本郷七丁目３番１号  

13  東京都 東京医科歯科大学医学部附属病院 国立大学法人  東京都文京区湯島一丁目５番４５号

14  東京都 順天堂大学医学部附属順天堂病院 学校法人  東京都文京区本郷三丁目１番３号  

15  東京都 日本医科大学附属病院 学校法人  東京都文京区千駄木一丁目１番５号

16  東京都 昭和大学病院 学校法人  東京都品川区旗の台一丁目５番地８号

17  東京都 東邦大学医療センタ一大森病院 学校法人  東京都大田区大森西六丁目１１番１号

18  東京都 日本大学医学部附属板橋病院 学校法人  東京都板橋区大谷口上町３０番１号  

19  東京都 帝京大学医学部附属病院 学校法人  東京都板橋区加賀二丁目１１番１号 

20  東京都 杏林大学医学部付属病院 学校法人  東京都三鷹市新川六丁目２０番２号  

21  東京都 東京医科大学病院 学校法人  東京都新宿区西新宿六丁目７番１号  

22  神奈川県 公立大学法人横浜市立大学附属病院  地方独立行政法人  神奈川県横浜市金沢区福浦３－９  

23  神奈川県 北里大学病院 学校法人  神奈川県相模原市南区北里一丁目１５－１  

24  神奈川県 東海大学医学部付属病院 学校法人  神奈川県伊勢原市下糟谷１４３  

25  神奈川県 聖マリアンナ医科大学病院 学校法人  神奈川県川崎市宮前区菅生二丁目１６－１  

26  新潟県 新潟大学医歯学総合病院 国立大学法人  新潟県新潟市旭町通一番町７５４番地  

27  山梨県 山梨医科大学医学部附属病院 国立大学法人  山梨県中央市下河東１１１０  

28  長野県 信州大学医学部附属病院 国立大学法人  長野県松本市旭三丁目１－１ 

  合計 ２８施設  

１．特定機能病院一覧
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平成２３年３月３１日現在

精神 感染 結核 療養 一般 総数

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

水戸医療センター 国立病院機構

独立行政法人労働者健康福祉機構 独立行政法人

鹿島労災病院 労働者健康福祉機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

霞ヶ浦医療センター 国立病院機構

国立大学法人

筑波大学

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

茨城東病院 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

栃木病院 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

宇都宮病院 国立病院機構

国立大学法人

群馬大学

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

高崎総合医療センター 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

西群馬病院 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

沼田病院 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

埼玉病院 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

西埼玉中央病院 国立病院機構

国立障害者

リハビリテーションセンター病院

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

東埼玉病院 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

千葉東病院 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

千葉医療センター 国立病院機構

国立大学法人

千葉大学

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

下志津病院 国立病院機構

独立行政法人労働者健康福祉機構 独立行政法人

千葉労災病院 労働者健康福祉機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

下総精神医療センター 国立病院機構

独立行政法人放射線医学総合研究所 独立行政法人

重粒子医科学センター病院 放射線医学総合研究所

国立大学法人

東京大学

国立大学法人

東京医科歯科大学

国立大学法人

東京医科歯科大学

２．国の開設する病院一覧

茨
城
県

宮内庁

独立行政法人
国立がん研究センター

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

厚生労働省

厚生労働省

防衛省

独立行政法人
国立国際医療研究センター

宮内庁病院

独立行政法人
国立国際医療研究センター

国立療養所栗生楽泉園

防衛医科大学校病院

千葉大学医学部附属病院

独立行政法人国立国際医療研究セン
ター国府台病院

独立行政法人国立がん研究センター東
病院

独立行政法人
国立がん研究センター

独立行政法人国立がん研究センター中
央病院

独立行政法人国立国際医療研究セン
ター病院

東京医科歯科大学医学部附属病院

東京医科歯科大学歯学部附属病院

東京大学医科学研究所附属病院

47

6060

440

754

800712

備　　考

8014 71938 40

41

20

600

135135

文京区湯島 1-5-45

文京区湯島 1-5-45

新宿区戸山 1-21-1

100

中央区築地 5-1-1

20

600

千代田区千代田 1-2

港区白金台 4-6-1

千葉市稲毛区穴川 4-9-1 100

469

425

469

425

400

440

400

45 8355 785

192 622430

50 470420

10

45 455410

800

200 200

100 452 552

36

神栖市土合本町 1-9108-2

沼田市上原町 1551-4

市川市国府台 1-7-1

市原市辰巳台東 2-16

四街道市鹿渡 934-5

柏市柏の葉 6-5-1

千葉市緑区辺田町 578

渋川市金井 2854

吾妻郡草津町大字草津乙 647

和光市諏訪 2-1

蓮田市大字黒浜 4147

つくば市天久保 2-1-1

宇都宮市中戸祭1-10-37

千葉市中央区仁戸名町 673

千葉市中央区椿森 4-1-2

千葉市中央区亥鼻 1-8-1

所沢市若狭 2-1671

所沢市並木 4-1

所沢市並木 3-2

医療法許可病床数
所　在　地

所在
都道
府県

6

500

445

施　設　名 開　設　者

500東茨城郡茨城町桜の郷 280

300 300

筑波大学附属病院

高崎市高松町 36

土浦市下高津 2-7-14 250

68

250

428那珂郡東海村照沼 825 360

50

群馬大学医学部附属病院

759 80041

421

723

330 430

674

宇都宮市下岡本町 2160 100

前橋市昭和町 3-39-15 40

325 325

350 350

1954

東
京
都

6 437 443

9

199

380

451

330

421
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精神 感染 結核 療養 一般 総数

医療法許可病床数
所　在　地

所在
都道
府県

施　設　名 開　設　者 備　　考

国立大学法人

東京大学

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

東京医療センター 国立病院機構

独立行政法人労働者健康福祉機構 独立行政法人

東京労災病院 労働者健康福祉機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

災害医療センター 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

村山医療センター 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

東京病院 国立病院機構

独立行政法人労働者健康福祉機構 独立行政法人

横浜労災病院 労働者健康福祉機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

横浜医療センター 国立病院機構

独立行政法人労働者健康福祉機構 独立行政法人

関東労災病院 労働者健康福祉機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

久里浜アルコール症センター 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

箱根病院 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

相模原病院 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

神奈川病院 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

西新潟中央病院 国立病院機構

国立大学法人

新潟大学

独立行政法人労働者健康福祉機構 独立行政法人

燕労災病院 労働者健康福祉機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

さいがた病院 国立病院機構

独立行政法人労働者健康福祉機構 独立行政法人

新潟労災病院 労働者健康福祉機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

新潟病院 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

小諸高原病院 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

長野病院 国立病院機構

独立行政法人

国立病院機構

独立行政法人

国立病院機構

東
京
都

長
野
県 独立行政法人国立病院機構まつもと医

療センター中信松本病院

独立行政法人国立病院機構まつもと医
療センター松本病院

小田原市風祭 412

文京区本郷 7-3-1

目黒区東が丘 2-5-1

大田区大森南 4-13-21

八王子市子安町 3-26-1

武蔵村山市学園 2-37-1

松本市村井町南 2-20-30

清瀬市竹丘 3-1-1

横浜市港北区小机町 3211

横浜市戸塚区原宿3-60-2

世田谷区大蔵 2-10-1

葛飾区小菅 1-35-1

府中市新町 1-17-1

立川市緑町 3256

川崎市中原区木月住吉町 1-1

横須賀市野比 5-3-1

横須賀市田浦港町 1766-1

小諸市甲 4598

上田市緑が丘 1-27-21

相模原市南区桜台 18-1

松本市大字寿豊丘 811

燕市佐渡 633

上越市大潟区犀潟 468-1

上越市東雲町 1-7-12

柏崎市赤坂町 3-52

秦野市落合 666-1

新潟市西区真砂 1-14-1

新潟市中央区旭町通一番町
754

小平市小川東町 4-1-1

東村山市青葉町 4-1-1

世田谷区池尻 1-2-24

60 1210

50 20 42010

50 780

400

730

400

500

490

8 21 38 72

490

323170

65 82

455455

17

350

673 923

350

250

722

100 560

722

460

650

40 510

650

610

100

610

332

199

86

458

246

300

50 420370

320

280

419

1150

34

5

250

64

119

東京大学医学部附属病院

八王子医療刑務所病院

独立行政法人国立成育医療研究セン
ター

新潟大学医歯学総合病院

340

東京拘置所医務部病院

法務省

100

199

470

260

361361

825

300

50 370

458

防衛省

独立行政法人国立精神・神経医療研究
センター病院

自衛隊横須賀病院

自衛隊中央病院

独立行政法人
国立精神・神経医療研究センター

厚生労働省

防衛省

独立行政法人
国立成育医療研究センター

法務省

法務省

80

243

160

243

420

330

410

国立療養所多磨全生園

関東医療少年院

神
奈
川
県

新
潟
県

50

1
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350350
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精神 感染 結核 療養 一般 総数

医療法許可病床数
所　在　地

所在
都道
府県

施　設　名 開　設　者 備　　考

国立大学法人

信州大学

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

東長野病院 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

甲府病院 国立病院機構

国立大学法人

山梨大学

長
野
県

計 67施設 ----- -----

松本市旭 3-1-1

長野市大字上野 2-477 223223

667

2,912 51 795 30,0850 26,327

270

600山梨大学医学部附属病院 中央市下河東 1110 40 560

6 276

707信州大学医学部附属病院 40

甲府市天神町 11-35山
梨
県

178



平成２３年３月３１日現在

療養
病床

療養
病床
以外

合計

陸上自衛隊土浦駐屯地医務室 防衛省 稲敷郡阿見町青宿 121-1 5 5

陸上自衛隊霞ケ浦駐屯地医務室 防衛省 土浦市右籾町 2410 10 10

茨城農芸学院医務課診療所 法務省 牛久市久野町 1722

入国者収容所東日本入国管理センター医務室診療所 法務省 牛久市久野町 1766

宇宙飛行士養成棟医務室
独立行政法人
宇宙航空研究開発機構

つくば市千現 2-1-1 6 6

筑波大学ＡＲ放射光実験施設附属診療所
国立大学法人
筑波大学

つくば市大穂 1-1

筑波診療所 農林水産省 つくば市観音台 2-1-9

独立行政法人国立環境研究所診療室
独立行政法人
国立環境研究所

つくば市小野川 16-2

国立大学法人筑波技術大学保健科学部附属東西医学
統合医療センタ－

国立大学法人
筑波技術大学

つくば市春日 4-12-7

国立大学法人筑波技術大学保健管理センター視覚障
害系（春日キャンパス）

国立大学法人
筑波技術大学

つくば市春日 4-12-7

筑波大学保健管理センター
国立大学法人
筑波大学

つくば市天王台 1-1-1

陸上自衛隊古河駐屯地医務室 防衛省 古河市上辺見 1195 5 5

茨城大学保健管理センター
国立大学法人
茨城大学

水戸市文京 2-1-1

水戸家庭裁判所医務室 最高裁判所 水戸市大町 1-1-38

水府学院医務課診療所 法務省 東茨城郡茨城町駒渡 1084

航空自衛隊百里基地医務室 防衛省 小美玉市百里 170 10 10

陸上自衛隊勝田駐屯地医務室 防衛省 ひたちなか市勝倉 3433 5 5

水戸刑務所医務課診療所 法務省 ひたちなか市市毛 847

宇都宮拘置支所医務室 法務省 宇都宮市小幡 1-1-9

宇都宮家庭裁判所医務室 最高裁判所 宇都宮市小幡 1-1-38

陸上自衛隊北宇都宮駐屯地医務室 防衛省 宇都宮市上横田町 1360 3 3

陸上自衛隊宇都宮駐屯地医務室 防衛省 宇都宮市茂原 1-5-45 5 5

宇都宮大学保健管理センター
国立大学法人
宇都宮大学

宇都宮市峰町 350

栃木刑務所医務課 法務省 栃木市惣社町 2484 15 15

国立きぬ川学院診療所 厚生労働省 さくら市押上 288

喜連川社会復帰促進センター診療所 法務省 さくら市喜連川 5547 19 19

喜連川少年院医務課 法務省 さくら市喜連川 3475-1

黒羽刑務所医務部診療所 法務省 大田原市寒井 1466-2 19 19

陸上自衛隊新町駐屯地医務室 防衛省 高崎市新町 1080 3 3

陸上自衛隊相馬ケ原駐屯地医務室 防衛省 北群馬郡榛東村新井 1017-2 10 10

榛名女子学園医務課診療所 法務省 北群馬郡榛東村新井 1027-1

赤城少年院医務課診療所 法務省 前橋市上大屋町 60

群馬大学健康支援統合センター
国立大学法人
群馬大学

前橋市荒牧町 4-2

前橋刑務所医務課診療所 法務省 前橋市南町 1-23-7 18 18

前橋家庭裁判所医務室 最高裁判所 前橋市大手町 3-1-34

さいたま少年鑑別所医務課診療所 法務省 さいたま市浦和区高砂 3-16-36

さいたま拘置支所医務課診療所 法務省 さいたま市浦和区高砂 3-16-58 10 10

水資源開発公団診療所
独立行政法人
水資源機構

さいたま市中央区上落合 2-40

陸上自衛隊大宮駐屯地医務室 防衛省 さいたま市北区日進町 1-40-7 2 2

開　設　者 所　在　地

病床数

備　　考

３．国の開設する診療所一覧

埼
玉
県

施　設　名

栃
木
県

群
馬
県

所在

都道

府県

茨
城
県
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平成２３年３月３１日現在

療養
病床

療養
病床
以外

合計

所在

都道

府県
開　設　者 所　在　地

病床数

備　　考施　設　名

さいたま家庭裁判所医務室 最高裁判所 さいたま市浦和区高砂 3-16-45

国立武蔵野学院診療所 厚生労働省 さいたま市緑区大門 1030

埼玉大学保健管理センター
国立大学法人
埼玉大学

さいたま市桜区下大久保 255

川越少年刑務所医務部 法務省 川越市南大塚 1508 19 19

航空自衛隊入間基地医務室 防衛省 狭山市稲荷山 2-3 　

航空自衛隊航空医学実験隊医務室 防衛省 狭山市稲荷山 2-3

独立行政法人理化学研究所診療所
独立行政法人
理化学研究所

和光市広沢 2-1

陸上自衛隊朝霞駐屯地医務室 防衛省 朝霞市 19 19

国立障害者リハビリテーションセンター自立支援局
秩父学園発達診療所

厚生労働省 所沢市北原町 860

防衛医科大学医務室 防衛省 所沢市並木 3-2

さいたま家庭裁判所熊谷支部医務室 最高裁判所 熊谷市官町 1-68

航空自衛隊熊谷基地医務室 防衛省 熊谷市十六間 839 9 9

千葉家庭裁判所医務室 最高裁判所 千葉市中央区中央 4-11-27

千葉少年鑑別所医務課診療所 法務省 千葉市稲毛区天台 1-12-9

千葉大学総合安全衛生管理機構
国立大学法人
千葉大学

千葉市稲毛区弥生町 1-33

陸上自衛隊下志津駐屯地医務室 防衛省 千葉市若葉区若松町 902 5 5

千葉刑務所医務部診療所 法務省 千葉市若葉区貝塚町 192 10 10

陸上自衛隊松戸駐屯地医務室 防衛省 松戸市五香六実 17 5 5

陸上自衛隊習志野駐屯地医務室 防衛省 船橋市薬円台 3-20-1 6 6

千葉大学柏の葉診療所
国立大学法人
千葉大学

柏市柏の葉 6-2-1

海上自衛隊下総航空衛生隊医務室 防衛省 柏市藤ケ谷 1614-1 10 10

国立大学法人東京大学保健・健康推進本部柏地区
国立大学法人
東京大学

柏市柏の葉 5-1-5

成田空港検疫所診察室 厚生労働省 成田市古込字古込 1-1

八街少年院医務課診療所 法務省 八街市滝台 1766

市原刑務所医務課診療所 法務省 市原市磯ケ谷 11-1 6 6

市原学園医務課 法務省 市原市磯ケ谷 157-1

航空自衛隊木更津基地医務室 防衛省 木更津市岩根 1-4-1 5 5

陸上自衛隊木更津駐屯地医務室 防衛省 木更津市吾妻地先 3 3

海上自衛隊舘山航空基地隊医務室 防衛省 館山市宮城無番地 10 10

独立行政法人労働者健康福祉機構労災リハビリテー
ション千葉作業所附属診療所

独立行政法人
労働者健康福祉機構

長生郡白子町幸治 3201

農林水産省診療所 農林水産省 千代田区霞ガ関 1-2-1

特許庁健康管理室 特許庁 千代田区霞ケ関 3-4-3

会計検査院医務室 会計検査院 千代田区霞が関 3-2-2

参議院医務室 参議院 千代田区永田町 1-7-1

衆議院医務室 衆議院 千代田区永田町 1-7-1

内閣総理大臣官邸医務室 内閣府 千代田区永田町 2-3-1

参議院議員会館議員歯科診療室 参議院 千代田区永田町 2-1-1

東京家庭裁判所医務室 最高裁判所 千代田区霞ヶ関 1-1-2

海上自衛隊硫黄島航空基地隊医務室 防衛省 小笠原支庁小笠原村硫黄島

千
葉
県

埼
玉
県

東
京
都
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療養
病床

療養
病床
以外

合計
施　設　名

所在

都道

府県
開　設　者 所　在　地

病床数

備　　考

国立国会図書館健康管理室 国立国会図書館 千代田区永田町 1-10-1

科学技術振興事業団健康管理室
独立行政法人
科学技術振興機構

千代田区四番町 5-3

日本芸術文化振興会医務室
独立行政法人
日本芸術文化振興会

千代田区隼町 4-1

独立行政法人中小企業基盤整備機構医務室
独立行政法人
中小企業基盤整備機構

港区虎ノ門 3-5-1

政策研究大学院大学保健管理センター
国立大学法人
政策研究大学院大学

港区六本木 7-22-1

東京入国管理局診療所 法務省 港区港南 5-5-30

東京海洋大学保健管理センター
国立大学法人
東京海洋大学

港区港南 4-5-7

東京芸術大学保健管理センター
国立大学法人
東京芸術大学

台東区上野公園 12-8

お茶の水女子大学保健管理センター
国立大学法人
お茶の水女子大学

文京区大塚 2-1-1

国立大学法人東京大学保健・健康推進本部本郷地区
国立大学法人
東京大学

文京区本郷 7-3-1

東京医科歯科大学保健管理センター
国立大学法人
東京医科歯科大学

文京区湯島 1-5-45

陸上自衛隊十条駐屯地医務室 防衛省 北区十条台 1-5-70 10 10

国立スポーツ科学センタースポーツクリニック
独立行政法人
日本スポーツ振興センター

北区西が丘 3-15-1

東京検疫所診察室 厚生労働省 江東区青海 2-7-11

東京海洋大学保健管理センター越中島地区
国立大学法人
東京海洋大学

江東区越中島 2-1-6

東京工業大学保健管理センター
国立大学法人
東京工業大学

目黒区大岡山 2-12-1

国立大学法人東京大学保健・健康推進本部駒場地区
国立大学法人
東京大学

目黒区駒場 3-8-1

航空自衛隊目黒基地医務室 防衛省 目黒区中目黒 2-2-1 3 3

国立健康・栄養研究所診療室
独立行政法人
国立健康・栄養研究所

新宿区戸山 1-23-1

共助会国立感染症研究所職員診療所 厚生労働省 新宿区戸山 1-23-1

陸上自衛隊練馬駐屯地医務室 防衛省 練馬区北町 4-1-1 10 10

東京少年鑑別所医務課診療所 法務省 練馬区氷川台 2-11-7 10 10

電気通信大学保健管理センター
国立大学法人
電気通信大学

調布市調布ケ丘 1-5-1

航空自衛隊府中基地医務室 防衛省 府中市浅間町 1-5-5 5 5

府中刑務所医務部診療所 法務省 府中市晴見町 4-10-1 19 19

東京農工大学保健管理センター
国立大学法人
東京農工大学

府中市晴見町 3-8-1

東京外国語大学保健管理センター
国立大学法人
東京外国語大学

府中市朝日町 3-11-1

東京学芸大学保健管理センター
国立大学法人
東京学芸大学

小金井市貫井北町 4-1-1

一橋大学保健管理センター
国立大学法人
一橋大学

国立市中 2-1

陸上自衛隊小平駐屯地医務室 防衛省 小平市喜平町 2-3-1 5 5

陸上自衛隊東立川駐屯地医務室 防衛省 立川市栄町 1-2-10 5 5

陸上自衛隊立川駐屯地医務室 防衛省 立川市緑町 5 3 3

立川拘置所診療所 法務省 東京都立川市泉町1156-11 18 18

東京家庭裁判所立川支部医務室 最高裁判所 東京都立川市緑町 10-4

八王子少年鑑別所医務課診療所 法務省 八王子市中野町 2726-1

多摩少年院医務課診療所 法務省 八王子市緑町 670

愛光女子学園医務室 法務省 狛江市西野川 3-14-6

神奈川医療少年院医務課診療所 法務省 相模原市中央区小山 4-4-5

横浜検疫所診察室 厚生労働省 横浜市中区海岸通 1-1

神
奈
川
県

東
京
都
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病床

療養
病床
以外

合計
施　設　名

所在

都道

府県
開　設　者 所　在　地

病床数

備　　考

独立行政法人航海訓練所練習船日本丸医務室
独立行政法人
航海訓練所

横浜市中区北仲通 5-57
（練習船日本丸船内）

独立行政法人航海訓練所練習船海王丸医務室
独立行政法人
航海訓練所

横浜市中区北仲通 5-57
（練習船海王丸船内）

独立行政法人航海訓練所練習船大成丸医務室
独立行政法人
航海訓練所

横浜市中区北仲通 5-57
（練習船大成丸船内）

独立行政法人航海訓練所練習船銀河丸医務室
独立行政法人
航海訓練所

横浜市中区北仲通 5-57
（練習船銀河丸船内）

独立行政法人航海訓練所練習船青雲丸医務室
独立行政法人
航海訓練所

横浜市中区北仲通 5-57
（練習船青雲丸船内）

横浜家庭裁判所医務室 最高裁判所 横浜市中区寿町 1-2

横浜少年鑑別所医務課診療所 法務省 横浜市港南区港南 4-2-1

横浜刑務所医務部診療所 法務省 横浜市港南区港南 4-2-2 19 19

横浜拘置支所医務課診療所 法務省 横浜市港南区港南 4-2-3 12 12

東京入国管理局横浜支局診療所 法務省 横浜市金沢区鳥浜長10-7

海上自衛隊横須賀衛生隊第１医務室 防衛省 横須賀市長浦町 1-43 10 10

海上自衛隊横須賀衛生隊第２医務室 防衛省 横須賀市御幸浜 4-1 10 10

海上自衛隊横須賀衛生隊第３医務室 防衛省 横須賀市船越町 7-73 5 5

海上自衛隊横須賀衛生隊第４医務室 防衛省 横須賀市本町

海上自衛隊練習艦「かとり」医務室 防衛省 横須賀市西逸見町１丁目無番地

海上自衛隊潜水艦救難母艦「ちよだ」医務室 防衛省 横須賀市西逸見町１丁目無番地

海上自衛隊補給艦「ときわ」医務室 防衛省 横須賀市西逸見町１丁目無番地

海上自衛隊掃海母艦「うらが」医務室 防衛省 横須賀市西逸見町１丁目無番地

海上自衛隊護衛艦「ひゅうが」医務室 防衛省 横須賀市西逸見町１丁目無番地

海上自衛隊砕氷艦「しらせ」医務室 防衛省 横須賀市西逸見町１丁目無番地

武山駐屯地業務隊衛生科医務室 防衛省 横須賀市御幸浜 1-1 16 16

横須賀刑務支所医務課診療所 法務省 横須賀市長瀬町 3-12-3

久里浜少年院医務課 法務省 横須賀市長瀬 3-12-1

海上自衛隊潜水医学実験隊医務室 防衛省 横須賀市長瀬 2-7-1 4 4

陸上自衛隊久里浜駐屯地医務室 防衛省 横須賀市久比里 2-1-1 10 10

防衛大学校総務部衛生課医務室 防衛省 横須賀市走水 1-10-20 19 19

横浜国立大学保健管理センター
国立大学法人
横浜国立大学

横浜市保土ケ谷区常盤台 79-1

小田原少年院医務課 法務省 小田原市扇町 1-4-6

海上自衛隊厚木航空基地隊医務室 防衛省 綾瀬市無番地 10 10

新潟少年学院医務課診療所 法務省 長岡市御山町 117-13

長岡技術科学大学体育・保健センター
国立大学法人
長岡技術科学大学

長岡市上富岡町 1603-1

上越教育大学保健管理センター
国立大学法人
上越教育大学

上越市山屋敷町 1

陸上自衛隊高田駐屯地医務室 防衛省 上越市南城町 3-7-1 5 5

新潟検疫所診察室 厚生労働省 新潟市竜が島 1-5-4

新潟刑務所医務課診療所 法務省 新潟市江南区山二ツ 381-4 19 19

新潟大学保健管理センター
国立大学法人
新潟大学

新潟市五十嵐２の町 8050

新潟少年鑑別所医務診療所 法務省 新潟市中央区川岸町 1-53-2

新潟家庭裁判所医務室 最高裁判所 新潟市川岸町 1-54-1

陸上自衛隊新発田駐屯地医務室 防衛省 新発田市大手町 6-4-16 5 5

神
奈
川
県

新
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県
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長野家庭裁判所医務室 最高裁判所 長野市長野旭町 1108

長野刑務所医務課 法務省 須坂市馬場町 1200

陸上自衛隊松本駐とん地医務室 防衛省 松本市高宮西 1-1 5 5

松本少年刑務所医務課 法務省 松本市桐 3-9-4 10 10

信州大学総合健康安全センター
国立大学法人
信州大学

松本市旭 3-1-1

独立行政法人労働者健康福祉機構労災リハビリテー
ション長野作業所附属診療所

独立行政法人
労働者健康福祉機構

諏訪郡下諏訪町社 7001

有明高原寮医務課診療所 法務省 安曇野市穂高有明 7299

甲府家庭裁判所医務室 最高裁判所 甲府市中央 1-10-7

甲府刑務所医務課診療所 法務省 甲府市堀之内町 500 19 19

山梨大学保健管理センター
国立大学法人
山梨大学

甲府市武田 4-4-37

陸上自衛隊北富士駐屯地医務室 防衛省 南都留郡忍野村忍草 3093 3 3

山梨大学玉穂地区保健管理センター
国立大学法人
山梨大学

中央市下河東 1110

計 168施設 ----- 521 521

長
野
県

山
梨
県
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都道府県名 対象機関 新規個別指導 集団指導 集団的個別指導 個別指導

医科・病院 0 0 15 0

医科・診療所 53 39 55 54

歯     科 32 32 110 38

薬     局 57 83 77 41

医科・病院 0 123 7 5

医科・診療所 15 161 79 34

歯     科 7 247 74 33

薬     局 22 222 55 22

医科・病院 0 0 11 1

医科・診療所 39 99 85 14

歯     科 30 28 73 36

薬     局 40 71 52 21

医科・病院 3 1 21 5

医科・診療所 94 103 255 86

歯     科 55 1,192 258 85

薬     局 105 107 182 57

医科・病院 4 1 19 2

医科・診療所 138 73 194 5

歯     科 73 86 245 14

薬     局 97 92 152 71

医科・病院 0 1,930 46 11

医科・診療所 280 225 826 89

歯     科 256 534 684 109

薬     局 234 515 438 142

医科・病院 2 1 24 7

医科・診療所 227 187 406 59

歯     科 115 340 242 136

薬     局 142 159 231 131

医科・病院 0 35 8 10

医科・診療所 26 288 102 24

歯     科 27 384 97 12

薬     局 46 302 80 42

医科・病院 0 0 5 3

医科・診療所 13 18 34 19

歯     科 11 11 33 14

薬     局 23 20 30 14

医科・病院 0 1 9 4

医科・診療所 45 0 87 37

歯     科 14 48 75 40

薬     局 26 0 64 32

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

４．保険医療機関等の指導状況

神奈川県

新潟県

山梨県

長野県
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都道府県名

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

山梨県

長野県

指　定 廃止等 指　定 廃止等 指　定 廃止等

茨城県 416 399 392 382 297 239

栃木県 357 358 290 289 197 169

群馬県 391 396 277 277 204 188

埼玉県 1,101 1,069 990 969 638 555

千葉県 968 953 943 917 568 489

東京都 2,976 2,903 2,884 2,846 1,609 1,437

神奈川県 1,607 1,560 1,350 1,328 882 799

新潟県 461 486 379 381 214 226

山梨県 171 166 125 123 95 89

長野県 366 379 289 295 202 183

都道府県名 指　　 定  廃　 　止 辞　 　退 取　　 消
茨城県 5 0 0 0

栃木県 1 1 0 0

群馬県 3 0 0 0

埼玉県 12 4 0 0

千葉県 12 8 0 0

東京都 43 17 0 0

神奈川県 26 16 0 0

新潟県 2 4 0 0

山梨県 2 1 0 0

長野県 5 3 0 0

0

0

8

個別指導

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

５．指定訪問看護事業者の指導状況

６．保険医療機関等の指定状況

集団指導

0

55

0

159

193

524

308

７．指定訪問看護事業者の指定状況

歯　　　科 薬　　　局
都道府県名

医　　　科
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転　入 転　出

医　　師 118 9 397 403
歯科医師 3 17 76 40
薬 剤 師 150 3 201 181
医　　師 112 17 298 321
歯科医師 8 6 44 28
薬 剤 師 98 3 136 129
医　　師 74 24 153 146
歯科医師 7 14 41 40
薬 剤 師 64 3 97 89
医　　師 214 28 899 781
歯科医師 89 27 288 240
薬 剤 師 415 7 535 518
医　　師 282 34 936 865
歯科医師 236 12 252 323
薬 剤 師 347 3 440 393
医　　師 1,245 94 2,781 2,841
歯科医師 416 51 611 629
薬 剤 師 948 12 1,076 1,186
医　　師 588 32 1,351 1,206
歯科医師 223 18 293 308
薬 剤 師 550 5 668 505
医　　師 87 47 170 161
歯科医師 92 15 67 135
薬 剤 師 74 0 71 92
医　　師 42 2 58 52
歯科医師 3 6 15 7
薬 剤 師 32 1 43 35
医　　師 121 31 203 205
歯科医師 56 11 38 55
薬 剤 師 53 10 84 61

都道府県名 保険医等 新規登録 抹消等 異　　　動

８．保険医等の登録状況

注）抹消等欄は抹消、死亡、取消の合計件数です。

長野県

神奈川

山梨県

新潟県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都
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◆福祉指導課関係

（平成２３年３月３１日現在）

No. 法　　人　　名 代表者名 主たる事務所の所在地 担当 備考

1 北養会 大久保重義  茨城県水戸市鯉淵町字三ノ割２２２２－１  介護

2 尚生会 山口　伸樹  茨城県笠間市福田３１９９  介護

3 清栄会 渡邊　金隆  茨城県神栖市土合本町２－９８０９－１２８  介護

4 光誠会 古口　誠二  栃木県塩谷郡高根沢町大字宝積寺２２４０－１  介護

5 桑の実会 桑原　哲也  埼玉県所沢市東狭山ヶ丘６－２８２３－１２  介護

6 安心会 片居木裕明  埼玉県所沢市東狭山ヶ丘５－９２８－１  介護

7 こひつじ会 吉田順一郎  埼玉県行田市若小玉３５４７－１  社福

8 千曲会 田中　光子  埼玉県新座市新堀１－８－１１  社福

9 平成会 村田　士郎  埼玉県吉川市大字加藤字中道１８７－１  介護

10 若草福祉会 福島　好正  埼玉県本庄市仁手６６９－４  社福

11 青柳保育会 奥冨　喜康  埼玉県狭山市大字青柳３１７－３  社福

12 武蔵野ユートピアダイアナクラブ 福田雄次郎  埼玉県熊谷市小江川１３９６  介護

13 カナの会 北山　雅史  埼玉県秩父郡皆野町大字国神字柿平４２１  社福

14 晴山会 平山登志夫  千葉県千葉市花見川区花島町１４９－１  介護

15 ミッドナイト・ミッションのぞみ会 木下　宣世  千葉県富津市川名１４３６  介護

16 ユーカリ福祉会 高橋　剛弘  千葉県松戸市小山５２３－５  社福

17 マリンピア 西條　昌良  千葉県銚子市外川町４－１１２２９  介護

18 三芳野会 宗像　克治  千葉県南房総市谷向１６６－２  社福

19 江戸川豊生会 柳井　光子  東京都江戸川区臨海町１－４－４  介護

20 わかみや福祉会 吉田　宏司  東京都江戸川区船堀２－１９－４  社福

21 瑞光会 小川　　實  東京都江戸川区瑞江１－３－１２  介護

22 健修会 大坪　　修  東京都江戸川区西一之江４－９－２４  介護

23 大泉旭出学園 上出　弘之  東京都練馬区東大泉７－２１－３２  社福

24 ベテスダ奉仕女母の家 天羽　道子  東京都練馬区大泉学園町７－１７－３０  社福

25 嬉泉 須藤　祐司  東京都世田谷区船橋１－３０－９  社福

26 敬心福祉会 小林　光俊  東京都世田谷区給田５－９－５  介護

27 興望館 石原　　力  東京都墨田区京島１－１１－６  社福

28 康保会 遠藤　和幸  東京都台東区日本堤２－７－１  社福

29 白十字会 関口　英輔  東京都台東区台東２－２７－３毛塚ビル５０３  社福

30 そのえだ 丸山　　是  東京都江東区南砂３－１０－８  社福

31 東京愛隣会 高崎　道子  東京都足立区東保木間１－１０－１６  社福

32 日本キリスト教奉仕団 榎本　尚美  東京都新宿区西早稲田２－３－１８  社福

33 慈生会 山根　幸子  東京都中野区江古田３－１５－２  社福

34 のゆり会 津田　　望  東京都葛飾区高砂５－４８－４  社福

35 みのり愛の会 清水　孝郎  東京都豊島区池袋本町３－２９－９  社福

36 紫野の会 服部　克重  東京都杉並区和田１－６６－１２  社福

37 清徳会 松井　清徳  東京都目黒区目黒本町４－２－１  介護

38 愛と光の会 山下　博譽  東京都荒川区西尾久７－５０－６三博ビル  社福

39 三育ライフ 東海林正樹  東京都東久留米市南沢５－１８－３６  介護

40 しあわせ会 斎藤　　實  東京都立川市幸町２－２０－８  社福

41 にんじんの会 石川　治江  東京都立川市高松町2-27-27TBK第２高松ビル203号  介護

42 正吉福祉会 櫻井　　初  東京都稲城市平尾字１０－１１２７－１  介護

43 聖ヨハネ会 渡邊　元子  東京都小金井市桜町１－２－２０  社福

44 友好福祉会 松井満洲夫  東京都小金井市貫井南町５－１６－１０  社福

45 そだち会 鈴木　博康  東京都武蔵野市関前２－２４－９  社福

１．関東信越厚生局所管社会福祉法人一覧
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No. 法　　人　　名 代表者名 主たる事務所の所在地 担当 備考

46 のぞみ会 松原　敏明  東京都調布市染地２－８－３０  社福

47 芙蓉会 内村　達夫  東京都町田市鶴間５４４  介護

48 合掌苑 市原　秀翁  東京都町田市金森１０９７  介護

49 たかね福祉会 窪澤　健治  東京都町田市山崎町１５５５  社福

50 まりも会 石井　　司  東京都小平市上水南町４－７－４５  社福

51 バオバブ保育の会 平林　　浩  東京都多摩市一ノ宮１－２０－３  社福

52 聖徳会 菱川　慧治  神奈川県横浜市神奈川区七島町１６３  社福

53 諸岳会 伊東　盛熈  神奈川県横浜市鶴見区鶴見２－１－１  社福

54 横浜社会福祉協会 小林建次郎  神奈川県横浜市南区中村町５－３１５  社福

55 礼拝会 宮下　慧子  神奈川県横浜市南区唐沢４１  社福

56 兼愛会 赤枝　雄一  神奈川県横浜市緑区三保町１７１－１  介護

57 同愛会 高山　和彦  神奈川県横浜市保土ヶ谷区上菅田町金草沢１７４９  社福

58 知恵の光会 小谷　知男  神奈川県横須賀市公郷町３－６９－１  社福

59 ケアネット 田島　哲夫  神奈川県海老名市河原口字相澤１３８３  介護

60 松涛会 大熊　次夫  新潟県十日町市浦田２９５５－１  介護

61 長岡福祉協会 田宮　　崇  新潟県長岡市深沢町２２７８－８  社福

62 誠心福祉協会 関原　史人  長野県安曇野市三郷小倉２６８５－１  社福

63 聖母の会 鈴木　丈史  長野県諏訪市大和１－５－７  介護

64 亮和会 牧川　雅一  茨城県古河市下辺見１４５１  社福

65 三樹会 細野　智樹  埼玉県さいたま市北区宮原町１－４７５－７  社福

66 健仁会 小池　　健  千葉県鴨川市天津３４６６  介護

67 菊清会 伊藤　清光  東京都八王子市中野町２５１７－２  社福 平
成
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68 共助会 作田　　勉  東京都八王子市南浅川町２８８３－２  介護

69 苗場福祉会 湖山　聖道  新潟県中魚沼郡津南町大字芦ヶ崎乙３１７－１  介護

70 みわの会 細野貴美子  神奈川県横浜市青葉区あかね台２－１８－１  社福

71 聖華 白須賀まり子  千葉県野田市上三ヶ尾４５４－１  社福

72 佑啓会 里見　吉英  千葉県市原市今富１１１０－１  社福

73 入間福祉会 野口　正男  埼玉県入間市扇台４－５－１９  社福

74 邦友会 高木　邦格  栃木県大田原市北金丸２６００－７  介護

75 清心福祉会 青木　訓行  東京都八王子市左入町３７３－１  介護

76 誠和会 大島　和彦  栃木県芳賀郡益子町七井３９２３－３  社福

77 東京さくら福祉会 櫻井　正美  東京都世田谷区桜丘４－７－１７  介護

78 緑の風 武田　和久  山梨県北杜市長坂町大井ヶ森９９４－１  社福

79 ゆずの木 山口　義明  東京都八王子市上柚子１５５０  介護

80 宮原ハーモニー 島村　　準  埼玉県さいたま市北区宮原町２－３９－１６  社福

81 立正福祉会 三田村鳳治  東京都大田区池上１－３２－１５  社福 １８法人

82 元気村 神成　　　裕 埼玉県鴻巣市上谷字砂場687-1  介護

83 賛育会 橋本　　　章 東京都墨田区太平3-17-8  介護

84 聖母会 風間　まさ子 東京都新宿区中落合2-5-1  介護

85 黎明会 鈴木　可人 東京都小平市小川町1-485  社福

86 東京都社会福祉事業団 平井　健一 東京都新宿区大久保3-10-1-201  社福

87 婦人の園 高橋　道雄 東京都大田区井の頭山王2-12-10  社福

88 武蔵野会 青木　昌子 東京都八王子市台町1-19-3  社福
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No. 法　　人　　名 代表者名 主たる事務所の所在地 担当 備考

89 パール 新谷　弘子 東京都渋谷区鉢山町3-27  介護

90 共生会 伊藤　義延 東京都葛飾区東四つ木1-12-17  介護

91 浴光会 高木　智匡 東京都国分寺東恋ヶ窪4-2-2  介護

92 雲柱社 服部　　　栄 東京都世田谷区上北沢3-8-19  社福

93 お告げのフランシスコ姉妹会 田中　妙子 東京都大田区久が原4-2-1  社福

94 カリタスの園 西　　　恵子 東京都杉並区井草4-19-28  社福

95 救世軍社会事業団 吉田　　　眞 東京都神田神保町2-17  社福

96 クリスト・ロア会 服部　和義 東京都西東京市保谷町4-12-7  社福

97 栄光会 東峰　正志 東京都日野市平山5-7-11  社福

98 聖心の布教姉妹会 後藤　澄子 神奈川県藤沢市本藤沢3-4-19  社福

99 勇樹会 中野　　　勇 新潟県新潟市東区粟山字南中谷内706-1  社福

100 親愛の里 加藤　孝正 長野県下伊那郡松川町生田5015  社福

101 萱垣会 萱垣　光英 長野県飯田市鼎一色551  介護 20法人

102 福祉楽団 在田　正則 千葉県香取市岩部字前野８６９－６０ 介護

103 和泉福祉会 今田　安紀 神奈川県横浜市泉区和泉町字四ッ谷１３６８－２ 社福

104 高砂福祉会 篠塚　雅之 千葉県流山市十太夫９９－４ 社福

105 奉優会 香取　眞惠子 東京都世田谷区駒沢２丁目１１－３ 介護

106 佰和会 倉持　あおい 千葉県野田市桐ヶ作６６６ 介護

107 貴静会 小山　貴好 東京都町田市常盤町２９７０－１ 社福

108 日本聴導犬協会 増田　美恵子 長野県上伊那郡宮田村７０３０－１ 社福

109 東萌会 小池　千代子 埼玉県越谷市七左町１－３４７ 社福
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110 草加福祉会 湖山　泰成 埼玉県草加市長栄町字東６５８ 介護

111 有隣協会 小又　平明 東京都大田区仲六郷４丁目２－１２ 社福

112 開田福祉会 永江　良勝 長野県木曽郡木曽町開田高原西野５２２７－１００ 介護

113 日本介助犬協会 木村哲彦 東京都八王子市明神町二丁目２３番地１３号セントクラリッヂ１０２号室 社福

114 山栄会 山崎　俊比古 長野県佐久市常田字東池下77番1 介護

115 三光会 松田　圭助 栃木県日光市倉ヶ崎６０５番地７ 介護

116 道心会 伊豆　敦子 東京都西多摩郡日の出町大字大久野３５８８－１ 介護

117 信和会 細越　善次郎 東京都文京区白山二丁目１５番１２号 介護

118 東香会 斉藤　謹也 東京都町田市忠生２丁目５番地３ 社福

119 東京愛成会 三浦　昭子 東京都大田区池上三丁目２９番１１号 社福

120 永寿会 川島　進 神奈川県藤沢市城南一丁目２２番７号 介護

121 まあれ愛恵会 海田　昭彦 埼玉県さいたま市南区南浦和２丁目１２番１７号 社福

122 共働学舎 山本　治史 東京都町田市小野路町２１５７番地 社福

社会福祉監査官担当法人数　　 ：７３

介護サービス指導官担当法人数：４９
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◆麻薬取締部関係
資料1

（１）法令別検挙人員（人）

平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年 平成２１年

麻 薬 及 び 向 精 神 薬 取 締 法 606 611 542 601 429

うちヘロイン 23 22 15 15 16

うちコカイン 44 82 114 120 135

うちＭＤＭＡ等合成麻薬 472 409 312 311 140

あ へ ん 法 13 27 47 21 28

大 麻 取 締 法 2,063 2,423 2,375 2,867 3,087

覚 せ い 剤 取 締 法 13,549 11,821 12,211 11,231 11,873

合　　　　　　　　計 16,231 14,882 15,175 14,720 15,417

（２）主な薬物の押収量（kg）　但し、MDMA等錠剤型合成麻薬は（錠）

平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年 平成２１年

ヘ ロ イ ン 0.1 2.3 2.0 1.0 1.2

コ カ イ ン 2.9 9.9 19.1 5.6 11.6

あ へ ん 1.0 28.1 19.6 6.6 3.2
乾 燥 大 麻
( 大 麻 た ば こ を 含 む ） 652.4 232.9 503.6 382.3 207.5

大 麻 樹 脂 233.9 98.7 56.9 33.4 17.4

覚 せ い 剤 122.8 144.0 359.0 402.6 367.3

ＭＤＭＡ等錠剤型合成麻薬 576,748 195,294 1,278,354 217,882.5 41,707.0

（３）覚せい剤事犯における未成年検挙者の推移（人）

平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年

覚 せ い 剤 事 犯 検 挙 者 総 数 12,397 13,549 11,821 12,211 11,231

うち未成年者 395 435 296 308 255

うち中学生 7 23 11 4 8

うち高校生 41 55 44 28 34

うち大学生 18 31 31 24 18

１．麻薬・覚せい剤事犯の推移(全国)

注１）厚生労働省・警察庁・海上保安庁の統計資料による。

注１）厚生労働省・警察庁・財務省・海上保安庁の統計資料による。

注１）厚生労働省・警察庁・海上保安庁の統計資料による。

190



平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年 平成２１年

検挙者総数

2,063 2,423 2,375 2,867 3,087
うち栽培事犯

111 130 132 215 254
うち20歳代

1,156 1,416 1,430 1,542 1,670
うち未成年者

182 197 184 234 214
うち中学生

5 4 1 2 5
うち高校生

43 27 28 48 34
うち大学生

65 81 94 90 82

（４）大麻事犯における未成年検挙者等の推移（人）

注１）厚生労働省・警察庁・海上保安庁の統計資料による。
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資料2

（１）法令別検挙人員（人）

平成１８年 平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年

麻 薬 及 び 向 精 神 薬 取 締 法 18 16 25 24 15

あ へ ん 法 0 2 6 0 1

大 麻 取 締 法 25 18 42 62 27

覚 せ い 剤 取 締 法 35 43 46 58 39

麻 薬 特 例 法 5 0 0 3 1

合　　　　　　　　計 83 79 119 147 83

（２）主な薬物の押収量(単位ｇ。但し、ＭＤＭＡ等錠剤型合成麻薬の上段は錠、下段はｇ）

平成１８年 平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年

ヘ ロ イ ン
0.2 1.0

コ カ イ ン
43 624 191 66 104

あ へ ん
152 25 0 4

乾 燥 大 麻
( 大 麻 た ば こ を 含 む ） 477 1,724 1,206 7,098 1,267

大 麻 樹 脂
1,636 7,337 381 72 35

覚 せ い 剤
2,594 11,633 658 9,412 688

ＭＤＭＡ等錠剤型合成麻薬
224
0.8

1,152 1,122
48

99
1.3

55
0.9

２．麻薬・覚せい剤事犯の推移（関東信越厚生局麻薬取締部）
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◆◆◆◆社会保険審査官関係社会保険審査官関係社会保険審査官関係社会保険審査官関係
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管轄区域内の概況 

１．管轄区域（１都 9 県）  

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、 
新潟県、山梨県、長野県  

▼政令指定都市 

さいたま市・千葉市・横浜市・川崎市・相模原市・新潟市  

▼中核市  

宇都宮市・前橋市・高崎市・川越市・船橋市・柏市・横須賀市・長野市  
▼保健所政令市 

八王子市・町田市・藤沢市  

２．管内人口（平成 22 年 3 月 31 日現在）  

人      口  47,169,825 人 （日本全体 127,057,860 人の約 37.1%）  
65 歳以上人口  10,011,593 人 （日本全体 28,815,916 の約 34.7%）  

高 齢 化 率        21.2% （日本全体高齢化率  約 22.7%）  

３．管内面積（平成 22 年 10 月 1 日現在）  

   59,904.81 ㎞ 2 （日本全体 377,950.10 ㎞ 2 の約 15.8%）  

 




